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風にきく 土にふれる
そしてはるかな時をおもい

環境をまもる

Conserve the environment

by listening to wind, observing soil

and thinking of our future

ロゴマークの背景にある薄青色の部分は空、白い部分は雲あるいは水、緑色の部分は生物をそれぞれ

イメージしている。また、NIAESという当所の英語略称を茶色で描くことで土をイメージしている。

あわせて、農業環境研究の対象領域を表している。



は し が き

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第４次評価報告書の内容があいついで報告されました。気候

変動の実態と今後の見通しを自然科学的根拠に基づいて明らかにする第１作業部会報告が本年２月にパリの

会合で、気候変動の影響・適応・脆弱性を明らかにする第２作業部会報告が４月にブリュッセルの会合で、

さらに気候変動を緩和させる対策についての第３作業部会報告が５月にバンコクの会合で、それぞれ受諾さ

れ発表されました。

なかでも、第１作業部会報告が、地球温暖化は確実に起きていること、その原因が人為起源の温室効果ガ

スの増加にあることをほぼ断定したことは、気候変動の影響を予測している第２作業部会報告とともに、こ

れまでの数次の評価報告書よりも社会に大きな衝撃を与えるものでした。

これらの報告書は、リチャード・Ａ・ベアー・ジュニアの言う「生命の網目」がほころび始め、地球その

ものが「私たち、人間の欲望と、無分別な自然の搾取と、無責任な生産」に反発していることの証しでもあ

るかのように、地球の姿を予測しています。

本年度から開始された第２期中期目標期間における私たちの研究計画は、リスクの評価と管理に重点を置

いた３本の柱から構成されています。農業が「無分別な自然の搾取」と「無責任な生産」に組することのな

いように、そして、健全な地球システムの持続を脅かすことのないようにするための知の創造というチャレ

ンジングな目標に向かう歩みの１歩となるものです。具体的には、次の３つです。

１）農業環境のリスクの評価および管理技術の開発

２）自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造と機能の解明および管理技術の開発

３）農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

これらの課題はいずれもいわゆる「総合知」の創造に連なるものです。そこで、農業環境技術研究に関わ

る多数のディシィプリンからの分野横断的な参画で知の創造を行うことが必要不可欠であるとの考えから、

研究組織（研究領域）と研究課題（リサーチ・プロジェクト）のマトリックス構造をもつ研究体制のもとに

研究の進展を図っています。

本年報は、平成１８年度の１年間に行いました私たちの活動報告です。研究活動の成果のみならず、評価・

点検、広報、連携、研究支援など研究所の業務全般にわたり報告しています。

この年報が、皆様に有用な情報を提供し役立つことを望んでいます。さらに、皆様からご意見を頂く契機

となり、忌憚のないご批判によって研究の更なる深化が図られることを願っています。

平成１９年１２月

独立行政法人 農業環境技術研究所理事長

佐藤 洋平



基本理念

農業環境技術研究所は、自然、社会、人間の調和と共存を目指す高い水準の研究を推進し、世界の食料問題と環境問題

の克服に貢献する。

行動憲章

行動理念
安全・安心な社会の構築と、次世代に継承すべき農業環境の保全に向けて、高い倫理観と社会的良識のもとに行動

し、活動による成果を広く社会に還元する。

行動指針
・環境研究の推進

農業環境技術研究所は国内外の農業環境研究を先導する研究所として、農業生産に関連した環境問題を解決するた

め、高い水準の研究活動を積極的に推進する。

・法令遵守

関係法令、社会的規範を遵守して健全で安全な職場環境を確保し、社会の構成員として倫理、良識に従って事業活

動に取り組む。特に、研究活動を通じた不正はあってはならない。さらに、社会との連携を図り、公明、公正、中

立を堅持して透明性を確保し、信頼性を高める。

・技術移転

創出された研究成果を知的財産として保護、活用するために、特許情報等の提供と技術の国内外への移転に向けて

環境を整備する。

・広報・情報の公開

調査・研究の成果を出版、講演会などを通じ積極的に発信し広報・啓発することにより、安全な食料と農業環境の

確保にむけた技術の普及を図るとともに、事業活動に関わる情報の公開に努める。

・協力・連携・国際貢献

産学官との連携・協働を強化し共同研究や研究協力を推進するとともに、その成果を広く社会に還元する。また、

行政や国際機関における農業環境政策に貢献する。

環境憲章

環境理念
農業環境問題にかかわる研究活動を強力に推進するとともに、環境の保全・改善と持続可能な循環型社会の構築に

寄与するため積極的に行動する。

環境行動指針
・環境への意識向上

環境管理のため組織・制度を整備するとともに、環境に対する意識の向上を図る。

・環境への配慮

環境負荷をより低減するために、省エネルギー、リユース、リサイクル、グリーン調達などをはじめとする日常的

な活動を徹底する。

・活動の公開

事業活動における環境保全や安全衛生の向上を目指し、環境報告書の作成やWebへの掲載などにより、環境保全

活動の成果を広く公開する。

・社会との共生

地域社会および国際社会の一員として、社会との協力・共生関係を築くとともに、環境保全活動を積極的に推進す

る。
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１．２００６年版 IPCCガイドラインに採用さ
れた水田から発生するメタンの新しい算
定方法

今年（２００７年）２月、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）は、その第４次報告書の中で「現在の温暖化

はすでに起こっており、その原因は人間活動による温室

効果ガスの増加である」とほぼ断定しました。今後、人

類はこれまで経験したことのない温暖化した時代に突入

すると予測され、その対応策が求められています。その

ために、１９９２年の地球サミットにおいて採択された国連

気候変動枠組み条約を基礎に、１９９７年に議決された京都

議定書による先進諸国の温室効果ガス排出量削減や、今

年の主要国首脳会議（ハイリゲンダム・サミット）での

「ポスト京都議定書」の枠組みに関する議論など、世界

的な取組みが進められています。

国連気候変動枠組み条約では、各国が温室効果ガスの

排出・吸収量目録（インベントリー）を推計し、条約事

務局に報告することを義務づけられています。そして、

その推計手法は IPCCによりガイドラインとして準備さ

れています。これまでは、１９９６年に公表されたガイドラ

インが各国での推計に用いられていましたが、２００６年に

これが改訂され、この改訂版が、今後、温室効果ガス発

生量を把握するための標準算定法として用いられること

になりました。今回の改訂にあたって、水田から発生す

るメタンの算定法について、私たち当研究所が中心とな

るチームで開発した手法が採用されました。

農業分野において、水田は主要な温室効果ガスである

メタン（CH４）の重要な人為的発生源です。１９９６年版 IPCC

ガイドラインでは、数少ない実測データから排出係数＊１

を求めるなど、その算定方法に大きな不確実性が残され

ていました。そこで、私たちは、水田から発生するメタ

ンの実測値を集めたデータベースを構築・解析し、より

精度の高い算定方法を提案することを目的として研究を

行いました。

本研究では、既往文献からアジア諸国における水田か

らのメタン発生実測データを収集し、８カ国、１０３地点、

８６８栽培期間データからなるデータベースを構築しまし

た。これらのデータについて、栽培期間の平均メタンフ

ラックスと各発生制御要因の関係を解析し、水田から発

生するメタンの算定方法の改訂案を提案し、今回の IPCC

ガイドラインへ採用していただくことができました。

算定法の基本は、これまでの IPCCガイドラインの方

法に従い、世界の全水田を対象に、潅漑水田、天水田な

どのカテゴリー別に、排出量の原単位となる排出係数

（EFi）に水稲栽培面積（Ａ）と水稲栽培日数（ｔ）を

乗ずることとしました（式（１））。そして、カテゴリー別

の排出係数（EFi）は、ベースライン排出係数（EFc）

に水管理、有機物管理等、発生に影響を及ぼす要因の寄

与を考慮した補正係数＊２を乗ずることにより求められま

す（式（２））。

メタン発生量 (Gg/yr) = ∑ijk(EFijk�tijk�Aijk�10-6) 式（１）

EFi = EFc�SFw�SFp�SFo�SFs，r 式（２）

ここで：

EFijk ＝ 各カテゴリーの水田からの排出係数（kg CH4/ha/日）

tijk ＝ 各カテゴリーの水田における水稲栽培日数（日）

Aijk ＝各カテゴリーの水田における収穫面積（ha/年）

EFc ＝ベースライン排出係数（kg CH4/ha/日）

SFw ＝水田タイプと栽培期間中の水管理にともなう補正係数

SFp ＝栽培期間前の水管理にともなう補正係数

SFo ＝有機物施用にともなう補正係数

SFs�r ＝ 土壌タイプと水稲品種にともなう補正係数（適用可能な場合のみ）

ここで、算定の基準となるベースライン排出係数は、

栽培前には１８０日以内の落水期間があり、栽培期間の水

管理は常時湛水、さらに有機物無施用の水田を対象とす

ることとし、データベースに基づく解析によって１．３０kg

CH４ ha－１ day－１（不確実性範囲＊３：０．８０―２．２０）の値が

求められました。これまで用いられていた１９９６年版 IPCC

ガイドラインでは、ベースライン排出係数が一律に一作

あたり２００kg ha－１と定められ、品種や気候にともなう

水稲栽培期間の長さを区別していませんでした。これに

対して、今回の改訂によって、より実態に即したメタン

発生量を算定できるようになりました。さらに、メタン

発生量に大きな影響を与えることが明らかになった栽培

期間前の水管理、有機物施用にともなうメタン発生の増

加についての関係（図１、表１）も補正することができ

るようにしました（式（３））。

Ｉ．主な研究トピック

１



SFo =（1 + ∑i ROAi�CFOAi）０．５９ 式（３）

ここで：

SFo ＝有機物施用にともなう補正係数

ROAi ＝生重有機物施用量（t/ha）

CFOAi ＝表２に示す変換係数

ここに概説した算定方法の詳細については、２００６年版

IPCCガイドライン＊４を参照して下さい。

このガイドラインは世界各国での温室効果ガスインベ

ントリー構築に用いられることから、国連気候変動枠組

み条約に基づく、世界の温室効果ガス排出量算定の精緻

化に大きく貢献するものです。

（物質循環研究領域 八木一行・秋山博子）

注：

＊１）排出係数：算定に用いる単位面積あたりの排出量

の原単位

＊２）補正係数：水田タイプ、水管理、有機物管理等が

メタン発生に及ぼす寄与を表す係数（ガイドラインで

はスケーリングファクター（拡大係数）と呼ばれてい

ます）

＊３）不確実性範囲：IPCCガイドラインでは、排出係

数等は不確実性範囲も付記して示されています。この

場合、係数を定める基礎となるデータが十分あるので、

その９５％信頼区間を不確実性範囲と定めています。

＊４）２００６年版 IPCCガイドライン：

http://www.ipcc−nggip.iges.or.jp/public/2006gl/index.htm

(vol.4, p5.44−5.53)

２．「水環境保全のための農業環境モニタ
リングマニュアル改訂版」の発行

はじめに

農業活動が水環境へ及ぼす影響の重要性が広く認識さ

れるようになり、水環境保全のために環境保全的な農業

技術の導入など種々の対策が各地で進められています。

こうした対策を的確に行うためには、まず現地の実態を

把握し、それに基づきもっとも効果的な対策を実施して

いくことが必要となります。現地における実態を把握す

るためには、農地から河川・地下水へ流出する窒素・リ

ンあるいは農薬などのモニタリングを行う必要がありま

す。また、対象となる流域において農業由来の窒素など

の負荷量を統計データから推定することも必要になるで

しょう。こうした対策の実効性について、モニタリング

に基づく再評価を行い、必要があれば、さらに対策を改

善していくことも求められます。

農業環境技術研究所では、平成１１年、こうした農業を

めぐる水環境モニタリングを進めるための総合的かつ実

用的な調査マニュアルとして「水環境保全のための農業

環境モニタリングマニュアル」を発行し、関係機関にお

いて利用していただいてきたところです。

その後，当研究所が実施した研究プロジェクトにおい

て水環境モニタリングに関連する新たな研究成果が多く

得られました。また、関連する研究分野の進歩も著しい

ことから、これら最新の成果を取り入れ、このたびモニ

タリングマニュアルの改訂版を発行しました。

モニタリングマニュアル改訂の内容

最近の成果に基づいて、農業環境のモニタリング手法

を平易に解説しています。改訂版の主な特徴と構成は、

以下の通りです（表１）。

Ｉ章では、各種の水質基準および測定方法を最新のも

のに改訂しました。II 章では、市販のGIS ソフトを用

いて、土地利用現況図を作成する手順（図１）や、リモー

有機物施用 変換係数
（CFOA） 誤差範囲

稲わら
耕作前３０日以内 １ ０．９７－１．０４

耕作前３０日以前 ０．２９ ０．２０－０．４０

コンポスト ０．０５ ０．０１－０．０８

堆きゅう肥 ０．１４ ０．０７－０．２０

緑肥 ０．５０ ０．３０－０．６０

図１ 各種有機物の施用量とメタン発生の関係（有機物無施用
の場合に対する比）

表１ 各種有機物の変換係数
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ト・センシングデータを利用する手順について解説しま

した。

III章では、統計情報に基づき、作物生産量、化学肥

料の施用量、家畜ふん尿の発生量などを都道府県・市町

村単位で算出するデータベースシステムについて解説し

ました。IV章では、圃場の地下水流動を測定・解析す

る手法や、中規模河川における簡便・迅速・高精度の水

質モニタリング手法（図２）を解説しました。

V章では、新たに「暗渠からのNP（窒素・リン）モ

ニタリング」の項を加えるとともに、農薬や安定同位体

などの最新の分析法を踏まえて全面的に改訂しました。

VI章では、集水域スケールで負荷源別の窒素負荷量を

推定する手法（図３）について解説しました。

基図から予察図を作成
�

予察図を，空中写真を利用して
加筆・修正

�
予察図を現地調査で確認，

加筆・修正
�

予察図に現地調査の結果を加え，
土地利用図を完成

� 農業環境モニタリングの基本事項
�－１ 農業環境モニタリングの目的と調査手法 １
�－２ 各種の水質基準と測定方法 ５
�－３ 汚濁負荷の推定法と地下水の水質解析法 ２１

� 流域環境調査法
�－１ 土壌環境調査法 ３４
�－２ 土壌断面調査法 ４１
�－３ 土壌機能評価図の作成法 ４７
�－４ 土地利用現況調査法 ５３
�－５ 土地利用現況調査法（リモート・センシング利用） ５９
�－６ 表流水流線およぴ集水域調査法 ６９
�－７ 流域水収支及び水田水利用の概況調査法 ７１

� 流域負荷源調査法
�－１ 農業活動状況と農業資材投入調査 ７９
�－２ 養分収支調査法 ８８
�－３ 流域における地目別養分収支の推定例 ９５

� 水移流調査法
�－１ 土壌浸透水調査法（水収支法） １０１
�－２ 浅層地下水流量調査法 １０５
�－３ 表流水の流量測定とサンプリング法 １１１

�－４ 地温探査法による地下水の水みちの位置・規模の調査法 １１７
�－５ 地形分析による浅層地下水流動の予察手法 １２３

� 負荷物質の動態調査法
�－１ 流域水質解析法－：エンドメンバーズ法による １２９

負荷源別寄与率推定
�－２ 窒素および酸素安定同位体自然存在比を用いた １３５

窒素動態解析法
�－３ 埋設型ライシメータ法およびモノリスライシメータ法 １４１
�－４ 土壌浸透水による溶脱窒素・リンのモニタリング法 １４９
�－５ 暗渠流出する懸濁物質およびリンの測定法 １５３
�－６ 環境における農薬調査法 １５７
�－７ 脱窒速度測定法 １６９

� 流域水質評価法
�－１ 面源由来窒素負荷の地形連鎖系指標を用いた １７７

河川水質への影響評価法
�－２ 地形連鎖窒素フローモデル（田渕モデル） １８５
	 生物相による水環境評価
	－１ 水辺植物による水環境評価法 １９５
	－２ トビケラ成虫を指標とした水環境評価法 ２０１
	－３ トンボを指標とした地域環境評価法 ２０９

 水環境保全のための各種情報 ２１５

表１ 改訂版の構成

図２ 自動採水装置を用いた水質モニタリング（IV－３）

図１ 土地利用現況図を作成する手順（II－５）

図３ 流域スケールで負荷源別の窒素負荷量を推定する手法（VI－１）
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VII章の生物相による水環境評価においては、トンボ

の生育環境調査に基づく環境評価法を加えました。巻末

のVIII章では、種々の水質情報に関するウェブサイト

をまとめて紹介しました。

マニュアルの公開及び印刷物配布

当研究所ホームページから、研究情報／技術資料・研

究テキストのコーナーから、改訂版の電子ファイル

（PDF）をダウンロードしてご利用いただけます。

（http : / / www. niaes. affrc. go. jp / techdoc / monitoring / index.

html）。

印刷物については、希望者に配布いたしますので下記

にお問い合わせください。

問い合わせ先：〒３０５－８６０４ つくば市観音台３－１－３

（独）農業環境技術研究所

物質循環研究領域長：電話・Fax：０２９－８３８－８３２２

広報情報室（広報グループ）：電話・Fax：０２９－８３８－８１９１

（物質循環研究領域 坂西研二・菅原和夫）

３．イムノクロマトアッセイを用いた玄米
等のカドミウム濃度簡易測定

はじめに

食品中カドミウム（Cd）濃度については、２００５年７

月のコーデックス委員会総会で、小麦（０．２ppm）、除皮

ばれいしょ（０．１ppm）、野菜類（０．２～０．０５ppm）の国

際基準値が採択され、また精米については２００６年７月に

０．４ppmが新たに採択されており、今後、国内農産物に

対する基準の強化が想定されています。そこで、収穫前

に Cd濃度をモニタリングし流通防止を図るなど、生産

現場におけるリスク管理が求められていますが、そのた

めには、サンプリングから１～２日で結果を出せ、かつ

現場の農業技術者等が利用できる迅速・簡易分析法の開

発が必要です。現状では、酸分解・有機溶媒抽出等煩雑

な操作、並びに ICP発光や原子吸光等の高額な精密分

析機械が必要で、時間と費用がかかります。

最近、関西電力グループは、免疫測定法の一つである

イムノクロマトアッセイ法による米用の Cd検出キット

を開発しています。このキットは、Cd−EDTA錯体とこ

れに特異的に反応する抗 Cd−EDTA抗体による抗原抗体

反応を利用し、発色程度から０．０１mg L－１以上の濃度の Cd

を検出できる試験紙タイプです。イムノクロマトアッセ

イ法は、主に目的物質が一定レベル以上あるか無いかを

判別する定性分析法として用いられ、身近なものでは妊

娠検査薬などがあげられます。抗原抗体反応自体は定量

的に生じているので、発色を機器で読みとり、標準液と

比較して濃度を推定することはある程度可能と考えられ

ます。本研究では、このキットを用いた玄米中 Cd濃度

の推定法を検討し、精密分析機器等を持たない農業関係

普及機関等を想定した、汚染米の簡易・迅速判定への利

用の可能性を探りました。

イムノクロマトキットによる玄米中 Cd濃度測定

玄米用イムノクロマトキット（関西電力製）は、玄米

からの Cd抽出・精製工程と、イムノクロマトアッセイ

図１ イムノクロマトによる玄米中のCd検出手順
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部分からなります。図１に示す手順で検出を行います。

【前処理（Cd抽出・精製）】乾燥微粉砕した玄米サン

プル２gに、２０mLの０．０５mol L－１塩酸溶液を加えて、１

時間振とうした後濾過します。Cdと交差反応を示し抗

原抗体反応を妨害する重金属類（Mn、Zn、Cuなど）を

除去するため、この濾液５mLを妨害物質除去カラムに

流下して Cdをカラムに吸着させます。このカラムに０．１

mol L－１塩酸溶液を５mL加え妨害物質を洗浄した後、

０．０５mol L－１硝酸溶液５mLを加えて Cdを溶出します。

妨害物質除去カラムは、Cdを特異的に吸着するキレー

ト剤をシリカゲルに吸着させたものです。

【イムノクロマトによる検出】：前処理液２０μＬを

EDTA緩衝液３８０μＬと混合後、１００μLを金コロイド標

識抗体と反応させます。このうち７５μLをイムノクロマ

ト検出デバイスに滴下し、発色の安定する４０～５０分後に

発色程度をクロマトリーダーで測定します。

種々の Cd濃度の玄米の前処理液と Cd標準液につい

てイムノクロマトを行い、発色程度を測定した結果を、

図２に示しました。Cd濃度に対する発色の読み取り値

は抗原抗体反応に一般的であるシグモイド曲線となり、

また、Cd濃度０．０１～０．１mg L－１の範囲では、Cd濃度の

対数値と読みとり値間に良好な直線関係が認められまし

た。従って、０．０１～０．１mg L－１の Cd標準液を用いて検

量線（指数式）を作成し、発色読取り値から、抽出・精製液

の Cd濃度を算出することができることが判りました。

図３に、精密分析（酸分解－ICP－MS分析）により

定量した玄米中の Cd濃度と、イムノクロマト法により

算出した玄米中の Cd濃度の関係を示しました。傾き概

ね１の良好な相関が認められました。

表１には、国際基準値（０．４mg kg－１）及び国内基準値

（１．０mg kg－１）付近の試料と標準試料（NIES CRM No.

１０－a，b）をイムノクロマト測定した際の Cd濃度測定値

のばらつきを示しました。極低濃度の No.１０－aは保証値

より全体に高い値となりましたが、国際基準値（０．４mg

kg－１）前後の No.１０－b及び試料Ｉは、概ね既知濃度の８０

～１２０％の範囲に分布しました。以上より、ある程度の

反復をとれば、現地での大まかな玄米 Cd濃度の把握に

用いることはできると考えられます。

イムノクロマトキットによる Cd濃度測定についての留

意点

本法は Cd濃度の近似値を簡易・迅速に知る手段とし

て利用できますが、玄米 Cd濃度測定における変動係数

は平均１４％（２～４１％）あり、基準値付近の試料が基準

を満たすかどうか等の判定には精密分析による精査が必

保証値又は
ICP−MS測定値

イムノクロマト法
平均値±標準偏差

NIES CRM No.10−a ０．０２３±０．００３＊ ０．０６５±０．０１７

NIES CRM No.10−b ０．３２±０．０２＊ ０．３１±０．０５

試料 I ０．４７ ０．４７±０．０５

試料 II １．０５ ０．９８±０．２２

図３ イムノクロマト法（前処理＋イムノクロマト）と酸分解－ICP－MS
法による玄米Cd濃度比較（イムノクロマトは３連の平均値）

表１ 玄米試料（標準試料及び基準値濃度に近い試料）のイムノクロマ
ト法によるCd濃度測定値の分布

図２ シグモイド式と指数式近似の検量線
（発色読み取り値は０．００１mg L－１を１００とする減衰率で表示。）
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要です。

また、このイムノクロマトキットが、土壌の Cd濃度

測定にも適用できるかを調べているところです。農用地

汚染対策法では、土壌の Cd濃度は、土壌から０．１Ｍ塩

酸で抽出してもとめるので、Cuなどの妨害元素が問題

になりますが、玄米の場合と同様にカラムによる精製に

よって、比較的精度良く測定できそうです。

（土壌環境研究領域 阿部 薫）

４．ディルドリンを吸収しにくいカボチャ
台木を用いてキュウリ果実中の残留濃度
を低減

はじめに

ディルドリン（図１）は、「残

留性有機汚染物質に関するスト

ックホルム条約（POPs条約）」

（２００１年採択、２００４年発効）の

規制対象１２物質のうちの１つで

あり、過去に殺虫剤として日本の農地において広範に使

用（１９５４年登録、１９７５年失効）されました。ディルドリ

ンは環境中で極めて安定な物質であり、土壌中での半減

期が５年～２５年との報告もあるように、ひとたび土壌に

投入されると容易には分解しないため、国内で使われな

くなってから３０年以上経過した現在でも農地に残留して

います。昨今、いくつかの地域で生産されたキュウリ果

実から残留基準値を上回るディルドリンが検出され、「食

の安全」を揺るがす問題として社会的な関心を集めると

ともに、産地では出荷の自粛や作物および土壌残留検査

などの緊急対応を余儀なくされています。

そこで、カボチャを台木とした接木キュウリにおける

土壌からのディルドリン吸収について品種間比較を行

い、低吸収性品種の利用によるキュウリ果実中のディル

ドリン残留濃度の低減効果を検討しました。

接木キュウリのディルドリン吸収における品種間差

わが国のキュウリ生産はカボチャを台木とした接木栽

培が主流です。したがって、ディルドリンを吸収しにく

い品種を検索する場合、台木用カボチャと穂木用キュウ

リの両方について検討する必要があります。そこで、接

木試験に先立ち、ディルドリン残留土壌を用いて、キュ

ウリ栽培で一般的に用いられている台木用カボチャ１０品

種、および穂木用キュウリ２３品種の幼植物を栽培し、茎

葉部のディルドリン濃度を比較しました（図２）。その

結果、台木として用いるカボチャ、および穂木として用

いるキュウリのいずれにおいても、土壌からのディルド

リン吸収性にそれぞれ約２～３倍の品種間差があること

が明らかとなりました。このことから、汚染低減のため

に吸収能力の品種間差を利用することが有望と思われま

した。

ディルドリンの吸収は台木と穂木のどちらがコントロー

ルしているか？

カボチャを台木としたキュウリの接木栽培において、

「低吸収性品種」を提示するためには、接木植物のディ

ルドリンの吸収性が台木カボチャと穂木キュウリのいず

れによって支配されているのか、を明らかにする必要が

あります。そこで、図２の供試品種の中からディルドリ

ンの吸収性が異なる台木用カボチャ３品種（新土佐１号

＞ひかりパワーゴールド＞ゆうゆう一輝黒タイプ）およ

び穂木用キュウリ２品種（シャープ１＞夏ばやし）を選

んで６通りの穂木／台木の組み合わせの接木植物を作成

し、２種類のディルドリン残留土壌でポット栽培を行っ

図１ ディルドリンの構造式

図２ 台木用カボチャ及び穂木用キュウリの茎葉部ディルドリン濃度の品種間差
Ｉ：標準誤差（n＝３）
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て、果実中のディルドリン濃度を比較しました（図３）。

その結果、接木植物のキュウリ果実中ディルドリン濃

度は、穂木キュウリ品種が「シャープ１」または「夏ば

やし」のいずれの場合でも台木カボチャ品種に応じて増

減し、「新土佐１号」台＞「ひかりパワーゴールド」台

＞「ゆうゆう一輝黒タイプ」台、となりました。これは、

図２に示した台木品種自体のディルドリン吸収能力の順

序と一致しています。すなわち、接木植物のディルドリ

ンの吸収性において、穂木品種の違いによる影響は小さ

く、台木品種の影響を強く受けていることが明らかにな

りました。したがって、接木栽培キュウリの果実中ディ

ルドリン濃度を低減させるためには、低吸収性台木品種

の選定が重要となります。

低吸収性台木品種によるキュウリ果実中ディルドリン濃

度の低減

ここに示した試験結果はポット栽培によるものです

が、「ゆうゆう一輝黒タイプ」のような低吸収性の台木

を用いると、いずれの穂木品種においても、高吸収性の

台木を用いた場合に比べ、キュウリ果実中ディルドリン

濃度は３０～５０％程度低下しました（図３）。現在、地域

の農業研究機関が、低吸収性台木品種によるキュウリ果

実中ディルドリン濃度の低減効果についての現地実証試

験を実施中です。低吸収性台木品種の利用は、余分なコ

ストや労力をかけることなくキュウリ果実のディルドリ

ン汚染を低減することが可能な技術として有望であり、

都道府県の対策マニュアル等への反映が期待されます。

本研究は、農林水産省農林水産技術会議事務局の委託

プロジェクト研究「農林水産生態系における有害化学物

質の総合管理技術の開発」による成果です。

（有機化学物質研究領域 大谷 卓・清家伸康）

５．特定外来生物カワヒバリガイは霞ヶ浦
湖岸の約半分まで分布を広げている

“特定外来生物”カワヒバリガイ

外来生物とは、もともとその地域にいなかった生物が、

人間の活動によって他の地域から侵入してきたものを指

します。外来生物による生態系や人の生活への悪影響を

防止することを目的とする法律「外来生物法」は、特に

海外からやってきた外来生物のうち侵入先の生態系や人

の生活への悪影響が著しいもの（または、そのおそれの

あるもの）を「特定外来生物」として指定し、その輸入

や飼育、運搬などの行為を規制しています。

特定外来生物に指定されている二枚貝の一種カワヒ

バリガイは中国原産の淡水性二枚貝で、侵入した先で

元々住んでいる生物の生息地を覆い尽くしてしまった

り、ダムや発電所などの利水施設の運用を妨げたりする

など自然環境と人間生活におおきな被害をもたらすこと

が知られています（図１）。

カワヒバリガイ霞ヶ浦に侵入！

カワヒバリガイは日本では１９９０年代に西日本の木曽川

水系と琵琶湖・淀川水系に侵入が確認され、上水道施設

などの運用に被害が報告されるようになりました。１９８０

図３ 台木品種の違いが接木キュウリ果実中ディルドリン濃度に及ぼす影響
Ｉ：標準誤差（n＝３）
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年代後半から、中国から生きたまま輸入されていたシジ

ミにカワヒバリガイが混入していることが報告されてお

り、国内への侵入はそれら水産物を経由して来たと考え

られています。その後、２０００年以降は愛知県や群馬県、

静岡県など西日本以外の新たな地域での生息が確認され

るようになり、２００５年１１月、茨城県の霞ヶ浦で網生け簀

にたくさんのカワヒバリガイが付着しているのが発見さ

れました。

霞ヶ浦は琵琶湖に次いで日本で二番目に面積の広い湖

で、その水は生活用水や農業用水などとして関東一円の

広い地域で利用されています。カワヒバリガイは、これ

ら霞ヶ浦と関連する利水施設におおきな影響を及ぼす可

能性があります。しかし、発見間もないこともあり、こ

れまで霞ヶ浦におけるカワヒバリガイの生息状況はほと

んどわかっていませんでした。そこで、農業環境技術研

究所では、霞ヶ浦におけるカワヒバリガイの分布を調査

するとともに、その侵入時期の推定を試みました。

既に霞ヶ浦湖岸の半分まで分布を拡大

２００６年６月から９月まで、霞ヶ浦湖岸の水深１ｍより

浅い場所９０地点でカワヒバリガイの生息調査を転石など

の目視と水面下の護岸に対する手探りの探索で行ったと

ころ、西部湖岸を中心とする４１地点で生息が確認されま

した（図２）。カワヒバリガイはコンクリート護岸や転

石の下部に多く確認され（図３）、最も密度が高かった

のは西部にある稲敷郡阿見町廻戸の調査地でした。ここ

では調査員１人で１０分間探索を行った結果、１５２個体の

カワヒバリガイを採集できました。霞ヶ浦全域での分布

と密度のデータから、おそらく霞ヶ浦西部付近の水域か

ら生息範囲が拡大しつつあるものと考えられます。過去

に調べられたカワヒバリガイの成長速度のデータを参考

にすると、現在霞ヶ浦に生息しているカワヒバリガイは

その大きさから、２００４年かそれ以前に霞ヶ浦に侵入した

ものと考えられます。

今回の調査は霞ヶ浦湖岸の水深１ｍより浅い場所だけ

でしか行っていませんが、霞ヶ浦の水深は平均４ｍ、最

大水深は７ｍです。過去の研究でカワヒバリガイが最も

高密度で定着するのは水深６ｍであるという報告があ

り、実際にカワヒバリガイが生息している分布範囲は、

図２で示されたものよりも広い範囲に及ぶ可能性があり

ます。

既に霞ヶ浦水系に属する一部地域ではかんがい用水施

設に侵入したカワヒバリガイが配水管を詰まらせるなど

の被害をもたらしていることがわかっています。今後こ

れらの生息地域における漁具の移動や農業用水施設の運

図１ 岩に付着しているカワヒバリガイ
図２ 霞ヶ浦におけるカワヒバリガイの分布。調査は地点ごとに調査員

１人が１０分間湖岸を探索することで行った。図中の丸が調査点を
示し、採集個体数が多いほど塗りが多くなっている。★は最も多
く採集された地点。

図３ コンクリート護岸（上）と砂浜（下）におけるカワヒバリガイの
生息状況（模式図）
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用などには注意が必要になるでしょう。特に、本種が高

密度に生息している地域の周辺では、漁具や水産物の移

動を制限するなど、本種の生息域の拡大を防止するなん

らかの方策が必要となると考えられます。

（生物多様性研究領域 伊藤健二）

６．ほ場で遺伝子組換えダイズとツルマメ
が交雑する可能性は低い

はじめに

除草剤に耐性をもつ遺伝子組換えダイズは、除草管理

の容易さや労力、コスト削減などの理由から、世界各国

でその栽培面積を拡げています。現在、日本では遺伝子

組換えダイズは商業栽培されていませんが、日本を含め

中国や韓国など東アジアの河原や空き地などには、ダイ

ズの近縁野生種であるツルマメが生えており（図１）、

遺伝子組換えダイズが栽培された場合、周囲に生えてい

るツルマメへの交雑を危惧する声があります。しかし、

ダイズやツルマメは同一花の中で受精する性質（自殖性）

が強く、花粉が他の花へ移行して受精（他殖）する可能

性は極めて低いことが知られています。また、開花時期

も異なるため、遺伝子組換えダイズとツルマメとの自然

交雑は起こりにくいと考えられます。

交雑しやすくする２つの条件

本実験では、野外の研究ほ場において、遺伝子組換え

ダイズとツルマメが交雑しやすい条件を設定しました。

１．遺伝子組換えダイズとツルマメを隣接して栽培した

ため、夏季にはつる性のツルマメは組換えダイズに巻き

ついた状態となりました（図２）。２．開花期をより重

複させるため組換えダイズを３回に分けて、播種しまし

た。その結果、２５～３２日間開花が重複しました。その中

でも遺伝子組換えダイズを７月２０日に播種した組合せで

両種の開花最盛期は、最も近くなりました（図３）。

交雑種子の色と大きさ

収穫したツルマメの種子について合計３２，５０２粒を検定

したところ、１粒の種子が組換えダイズと交雑していま

した。この交雑種子は、開花最盛期が最も近かった組合

せのツルマメ種子１１，８６０個の中から見つかりました（表

１）。この交雑種子を栽培し、得られた莢と種子の大き

さは中間的で、種子の色は大部分が茶褐色でこれも中間

的でした。（図４）

おわりに

これまで遺伝子組換えでないダイズとツルマメの自然

交雑についての報告はありますが、遺伝子組換えダイズ

図２ 遺伝子組換えダイズに巻きついたツ
ルマメ（撮影日 ２００５年８月３１日）

図１ セイタカアワダチソウにからみつくツルマメ（茨城県つくば市）

図３ 遺伝子組換えダイズとツルマメの開花期間の比較
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を用いた例は世界で初めてです。この結果は、日本で組

換えダイズが栽培された場合、周辺に自生するツルマメ

と自然交雑する可能性を示すものです。しかし、この実

験のように人為的に両種の開花期を重複させた上、極め

て近接して栽培しても、交雑種子は１個であることから、

ツルマメと遺伝子組換えダイズが自然に交雑する可能性

は極めて低いことが明らかとなりました。

（生物多様性研究領域 吉村泰幸・松尾和人・水口亜樹）

７．トンボの生息環境を守るためのため池
のあり方

はじめに

水田生態系は代替湿地として、水生生物の重要な生息

地となっています。その中で、ため池には多くの水生生

物が生息しており、たとえば水生植物やトンボでは、わ

が国に生息する種の半数ほどがため池に依存していま

す。ため池は、農業用水供給のために江戸時代などに多

く造られ、１９５０年代には全国に約３０万個ありました。し

かし、農業用水の供給方法の変化や都市化のために急激

に数が減り、また、環境も悪化しており、ため池に生息

する生物には絶滅の恐れのあるものが少なくありませ

ん。ため池の生物を保全するためには、その生息に適し

た環境を知る必要があります。そこでため池に多くいる

トンボを対象として、ため池の環境とトンボの種類との

関係について研究を行いました。調査地は茨城県筑波山

南東麓の地域にある７０か所あまりのため池であり（図

１）、そこに生息するトンボの種類・個体数とため池の

環境（池内の環境および GISで解析した周辺の土地利

用）について調査を行い、調査結果を多変量解析という

統計手法を使って解析しました。

トンボの種構成によるため池のグループ分け

調査地全体で、合計４１種のトンボが確認されました。

各池で見られるトンボの種類や種の数は、池によって異

なります。そこで、各池のトンボの種類と個体数のデー

タを用いて、多変量解析手法の一つであるクラスター分

析によって、ため池のグループ分けをしました。これは、

トンボの種構成が類似した池どうしを同じグループに分

ける方法です。その結果、６つのグループに分けられま

した（表１）。さらに、指標種分析という統計手法を使

って、各グループの池でよく見られる種（指標種）を選

ぶことができ、グループ１、２、４を指標するトンボ数

種が選ばれました（表１）。各グループの池で確認され

たトンボの平均種数をみると、グループ１、２、４で多

く、３、５、６では少ないことが分かります。

ため池グループの特徴

各グループのため池がどのような特徴をもっているか

調べるため、別の統計手法（NMDS法）を用いて、池

の序列化を行いました（図２）。序列化というのは、環

境要因を表す座標軸に沿って、特徴が似た池が近くにく

るように配置する方法です。６つのグループは、それぞ

れ比較的まとまって配置しています。これは、各グルー

遺伝子組換えダイズ播種日 ６／２０ ７／５ ７／２０ 計

交雑検定数 ７，８１４ １２，８２８ １１，８６０ ３２，５０２

自然交雑数 ０ ０ １ １

表１ 異なる日に播種した遺伝子組換えダイズと隣接栽培したツルマメ
種子の検定数および自然交雑数

図４ 遺伝子組換えダイズとツルマメの自然交雑個体（左）およびその
莢と種子

図１ 恋瀬川流域（赤線）の土地利用と調査地の位置（黒の破線、＋は
ため池の位置）
土地利用図は環境省現存植生図により作成した。
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プが環境要因について個別の傾向をもつことを意味しま

す。そこで、２つの座標軸と環境要因の相関を調べ、各

グループの配置に当てはめた結果、次のようなことが明

らかになりました。グループ２の池の特徴は樹林に囲ま

れ落葉などの水底堆積物が多いこと、グループ４の特徴

は周囲が畑や荒地など開けた環境であり池面積が大きい

ことでした。これらの特徴は、それぞれ指標種の生態的

特性と合うものでした。また、グループ１は座標軸の中

心付近に位置しており、これは特別の特徴をもっていな

いことを示しています。グループ１を指標するトンボ（表

１）は、多くの池で普通に見られる種類であり、特別の

特徴がないという結果と矛盾していません。グループ５、

６は護岸された特徴をもち、生息する種の数が少なく指

標種も選ばれなかった（表１）ことから、トンボの生息

に不適であることが示されました。以上の結果から、グ

ループ１、２、４は生息する種の数が多く、トンボの生

息にとって好適だと言えます。特に２と４とは異なる環

境の特徴をもっていることから、多くの種類のトンボが

生息できるようにするためには、異なるタイプの池の環

境を維持することが重要であると考えられます。

グループ グループ１ グループ２ グループ３ グループ４ グループ５ グループ６

平均種数 １２．２ １１．０ ７．３ １５．８ ６．９ ６．０

指標種 ノシメトンボ
コヤマトンボ
シオカラトンボ
コシアキトンボ

モノサシトンボ
オオシオカラトンボ
アサヒナカワトンボ
クロスジギンヤンマ

なし クロイトトンボ
オオイトトンボ
アオモンイトトンボ
アジアイトトンボ
コフキトンボ
ショウジョウトンボ
ウチワヤンマ
ギンヤンマ
オオヤマトンボ

なし なし

表１ ため池のグループ分けとグループを指標するトンボ（指標種）

図２ トンボの生息環境からみたため池のグループ

表１で指標種に選ばれたグループは円で囲んである。
橙色の矢印と枠内の説明は、環境の傾向を表す。
グループ２と４の典型的な池を写真で示している。
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おわりに

この研究によって、トンボの生息にとって重要なため

池の環境が明らかになりました。しかし、生物（個体群）

の存続にとって、個々の生息地の環境だけでなく、生息

地のネットワークも重要です。ため池では、底ざらいの

ために落水したり、旱ばつによって干上がるなど、水生

生物が生息できない状態になることがあります。このよ

うな場合でも、池の環境が回復したときに、他の池から

生物が移動できれば、再び回復した池で生息できるでし

ょう。このような池の配置の影響を解析する手法を、現

在開発中です。これらによって、水生生物の保全にとっ

て、どのような環境の池をどのように配置すれば良いか

提示したいと考えています。

（生物多様性研究領域 田中幸一・山中武彦

生態系計測研究領域 岩崎亘典・David S. Sprague

農業環境インベントリーセンター 中谷至伸）

８．交信撹乱剤（性フェロモン剤）に抵抗
を示すチャノコカクモンハマキ

はじめに

環境にやさしい農薬として、昆虫の交尾行動を誘起す

る性フェロモンと呼ばれる化学物質を利用した交信撹乱

剤が使用されています。この防除剤は直接虫を殺す活性

はありませんが、空気中に性フェロモン物質がただよう

ことにより、雄成虫は雌成虫が配偶行動のために出して

いる性フェロモンを認識しづらくなり、同じ種の雌成虫

を発見することを妨害します。これにより、雌成虫の交

尾の機会が減り、子孫の数を減らす効果があります。こ

の効果は性フェロモンがそれぞれの昆虫で異なるため対

象とした虫だけを防除する事ができるので、とても環境

にやさしい害虫防除を可能にします。また、性フェロモ

ンを利用した交信撹乱剤は種の認識の過程を妨害するの

で、抵抗性が生じるには種の認識のやり方を変えなくて

はならず、そのような変化が起きる可能性は小さいと考

えられてきました。

茶の害虫であるチャノコカクモンハマキ（図１）に対

して（Ｚ）－１１－テトラデセニルアセタート（Ｚ１１－１４：

Ac）を有効成分とする交信撹乱剤が利用されてきまし

た。ところが近年著しく効果が低下し、世界で最初の交

信撹乱剤に対する抵抗性現象として１９９６年に報告されま

した。抵抗性を引き起こさない交信撹乱剤を開発するた

めに、抵抗性発現要因の解明を目指して研究を進めてい

ます。

交信撹乱剤は図２で２つ折りになっているチューブ状

の物です。これを１．５～２ｍおきに茶園全体に設置しま

す。性フェロモン成分はポリエチレンチューブなどに封

入され、数ヶ月間にわたってゆっくりと放出されるよう

になっています。

交信撹乱剤に対する抵抗性系統の虫の選抜

抵抗性が報告された静岡県の茶園からチャノコカクモ

ンハマキの幼虫を採集しました。高濃度の撹乱剤（Ｚ１１

－１４：Ac）が存在する容器中に雄成虫と雌成虫を入れ

て交尾を行わせて卵を採集しました。この卵から生まれ

た虫は高濃度の性フェロモン成分があっても交尾できる

虫の子孫ということになります。虫は人工飼料を使って

飼育を行い、約１月後に成虫となります。このような飼

育を繰り返し、より高濃度の撹乱剤がある条件でも交尾

できる虫の選抜を行いました。検定方法として、交信撹

乱剤（Ｚ１１－１４：Ac）を入れた１Ｌのガラス容器にチ

ャノコカクモンハマキ雄成虫・雌成虫10頭ずつを放し、

どのくらいの割合で交尾できるか調べました。同じ処理

図１ チャノコカクモンハマキ 左 雄成虫、右 雌成虫

このチューブに性フェロモン成分を封入。
２つ折にして設置する。

図２ 茶園に設置された性フェロモンを使った交信撹乱剤
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濃度で交尾率が高いほど抵抗性が強いことになります。

約４年経った40世代以降、この系統は強い抵抗性を安定

して示すようになりました。現在まで８年近く選抜を続

けることで、抵抗性系統（Ｒ系統）を確立できました（図

３）。野外採集の直後は、０．００１mg/Lの処理濃度では６０％

程度が交尾できましたが、０．１mg/Lになると完全に阻害

されました。同じような状況が選抜後３５世代まで続きま

した。４６世代になると、０．００１mg/Lの処理濃度では９０％

程度が交尾でき、処理濃度が上がっても交尾率はあまり

下がらず、１mg/Lになっても６０％以上のハマキガが交

尾しました。これ以降、この抵抗性の強さは変わらず、

交信撹乱剤に対し抵抗性を獲得したことは明らかです。

室内風洞内での交信撹乱剤に抵抗性系統の虫の誘引

チャノコカクモンハマキでは（Ｚ）－９－テトラデセ

ニルアセタート（Ｚ９－１４：Ac）とＺ１１－１４：Acが誘

引に必要な性フェロモン成分（混合比７：３）で、どち

らかの成分でもないと誘引力がありません。抵抗性をも

たない標準系統と抵抗性系統（Ｒ系統）の雄成虫の性フ

ェロモン反応性を室内風洞（直径３０cm×長さ２ｍ）で

調査しました。標準系統の雄成虫（青色）はＺ９－１４：

AcとＺ１１－１４：Acの２成分混合物に良く反応しました

が（図４、左）、Ｚ１１－１４：Acを含まないＺ９－１４：Ac

だけの誘引源には反応しませんでした（図４、右）。と

ころが、Ｒ系統の雄成虫（赤色）は誘引に必要なはずの

Ｚ１１－１４：Acを含まない性フェロモン源にも強く反応

しました（図４、右）。Ｒ系統の雄成虫は予想外の性質

を獲得していたことになります。

交信撹乱剤に抵抗性となった要因

交信撹乱剤（Ｚ１１－１４：Ac）の大気中での濃度が高

くなると、雌成虫が放出する性フェロモン信号は干渉さ

図３ 交信撹乱剤に対する強力な抵抗性の獲得

図４ 性フェロモン成分に対する雄成虫の反応性
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れるため、雄成虫が雌成虫を発見するのが難しくなりま

す。しかし、Ｒ系統の雄成虫は、性フェロモン信号とし

てＺ１１－１４：Acがなくてもかまわないので、交信撹乱

剤の影響を受けにくくなっています。これが撹乱剤に対

する抵抗性発現の一要因であると考えられます。

おわりに

野外に生息しているチャノコカクモンハマキの雄成虫

のなかにＺ１１－１４：Acがなくても雌成虫を発見できる

虫がごく少数いたのだと考えられます。Ｚ１１－１４：Ac

を交信撹乱剤として使用を続けたことにより、しだいに

このような特性をもつ雄成虫の割合が増えたことで、交

信撹乱剤に対する抵抗性が現れたと考えられます。今後、

性フェロモンを交信撹乱による防除に使うには、定期的

に抵抗性についての検討を行い、抵抗性へ注意を払う必

要があります。

（生物多様性研究領域 杉江 元・田端 純）

９．大気 CO２増加による水稲の群落光合成
の促進は葉窒素濃度に依存する

はじめに

現在３８０ppmである大気 CO２濃度は上昇を続けており、

今世紀末には５４０～９７０ppmに達すると予測されていま

す。大気 CO２濃度の上昇は作物生産に大きな影響を及ぼ

すと考えられます。とりわけ世界の人口の約半数の主食

であるコメ生産に及ぼす影響は、食料の安定供給の視点

から重要です。そのため、将来のコメ生産量の予測を正

確に行うことが求められています。

一般に、CO２濃度が上昇すると、水稲の個葉光合成は

促進されますが、その程度は生育の進行に伴いしだいに

低下することが分かっています。しかし、様々な個葉で

構成される水稲群落の光合成の促進が、生育に伴って低

下するかは明らかではありません。群落光合成への影響

は、水稲の生長量に直結するため、そのことが将来の水

稲生産予測における不確実さの一因になっています。

そこで、高 CO２濃度による群落光合成の促進が個葉と

同様に低下するか、低下するならばその要因は何かを明

らかにするために本研究を実施しました。

高 CO２濃度に対する群落光合成の応答

農業環境技術研究所内の自然光型人工気象室（図１）

６室を用いて、水稲（品種「日本晴」）を現在の大気 CO２

濃度（３８０ppm）と高 CO２濃度（６８０ppm）の２条件で３

年間栽培しました。そして、それぞれの人工気象室にお

ける CO２の収支を連続的に測定することにより、水稲群

落の日中の光合成量と夜間の呼吸量を算出しました。

この実験の結果、CO２濃度の上昇による群落光合成の

促進率は生育初期に最も高く、生育につれてしだいに低

下してゆくことが群落レベルで初めて明らかになりまし

た（図２）。一方、呼吸は高 CO２濃度によって生育期間

をとおして促進されていました。水稲の生長量は、水稲

群落の光合成と呼吸の差し引きで決まることから、高

CO２濃度による生長量の増加率は生育に伴い大きく低下

していくことになります。

図１ 農業環境技術研究所の人工気象室
自然の日射条件下で、人工気象室内の気温、湿度およびCO２濃度を変
化させて、植物の応答や群落の光合成・呼吸速度などを調査することが
できます。

図２ CO２濃度上昇による群落光合成、呼吸の促進率の変化
水稲の生育に伴い、CO２濃度の増加による光合成の促進率はしだいに低
下したのに対し、呼吸の促進率は低下しませんでした。
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群落光合成の促進率が低下する要因

個葉の光合成能力は葉窒素濃度と深く関わっているこ

とが知られています。そこで、群落の光合成能力（受光

量あたりの光合成量）と葉窒素濃度の関係を調査した結

果、両者の間には曲線的な関係があることが分かりまし

た（図３）。また、その関係は CO２濃度で異なることも

明らかとなりました。図３より、葉窒素濃度が高い場合

には群落光合成の促進率が高く、葉窒素濃度が低下する

につれて促進率が小さくなっていくことが分かります。

いずれの CO２濃度条件でも生育に伴い葉窒素濃度が低下

していくために、群落光合成の促進率は低下していきま

す。さらに、高 CO２濃度条件では外気 CO２濃度条件より

も葉窒素濃度が低く推移するということが分かってお

り、このことも群落光合成の促進率を低下させる要因と

なっていました。つまり、生育の進行や高 CO２濃度条件

による葉窒素濃度の変化によって、水稲群落の光合成促

進率の変動が説明されることが分かりました。

おわりに

これらの結果は、CO２濃度上昇時のコメ生産を正確に

予測するためには、CO２濃度上昇下での稲体（特に葉）

の窒素濃度を的確に予測する必要があることを示してい

ます。そして、CO２濃度の上昇による水稲生長への“施

肥”効果を最大限に活用した適応栽培技術を開発する上

では、窒素管理が重要であると考えられます。

（大気環境研究領域 酒井英光）

１０．衛星データを活用してメコンデルタの
洪水と稲作の変化をみる

はじめに

現在、気候変動や発電・灌漑等の水資源開発に伴う河

川水量の変動が、下流域の農業生産に与える影響が注目

されています。将来のアジアの食料生産を予測する前提

として、現在の水環境と農業的土地利用変化を広域に把

握し、その動的な相互関係を理解することが重要です。

これまで、水域や農業的土地利用の変動を広域モニタリ

ングする上で、様々な衛星データが活用されていますが、

洪水の拡大過程や水稲生育過程を連続的に捉えるには、

データの観測頻度や解像度が障害となっていました。そ

こで、解像度が既存衛星センサーよりも高く、ほぼ毎日

の観測データが利用可能なMODIS/Terraという衛星の

時系列データの活用を試みました。その結果、地表面の

水分と植物の被覆状態を表す水指数と植生指数から湛水

域の時間変化や水稲生育ステージを動的に把握する解析

手法を確立しました。この方法で、メコンデルタを対象

に洪水や水稲作付パターンを多年時にわたってモニタリ

ングした結果を紹介します。

ベトナム・メコンデルタ

ベトナムは、市場経済原理の導入以後、急速に農業生

産効率を高めており、米生産量は、１９８５年（１，５８６万ｔ）

から２００４年（約３，６１５万ｔ）の２０年間で２．３倍に急増しま

した。ここで紹介するメコンデルタは、インドシナ半島

の南端部に位置しており、ベトナムの米生産量の約半分

を産出しています。また、国際連合食糧農業機関（FAO）

の農業統計データによると、ベトナムは、タイに次ぐ世

界第二位の米輸出国（２００３年時点で３８０万ｔ、世界の輸

出シェアの約１３％）でもあります。そして、ベトナムの

輸出米の９割近くがメコンデルタから供出され、フィリ

ピン、インドネシアを初めとする国々に輸出されていま

す。このように、メコンデルタは、アジアの食料生産予

測をする上で重要な地域といえます。

メコン川洪水の年次変化を動的に捉える

図１は、２０００～２００４年のメコンデルタにおける湛水開

始日、湛水終了日、湛水期間を示したものです。洪水規

模が大きかった２０００～２００２年は、その規模が平年並もし

くは小さかった２００３～２００４年に比べて、湛水期間が長く、

洪水の終息する時期が遅かったことが分かります。この

高CO２濃度

外気CO２濃度

図３ ３年間の実験から得られた水稲の群落光合成と葉窒素濃度の関係
葉面積あたりの窒素含有量（葉窒素濃度）の低下に伴って、両CO２濃
度区の差が小さくなっていきます。すなわち、CO２濃度の増加による群
落光合成の促進率は窒素濃度の低下に伴い低下します。
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ように、新たな衛星データ解析手法によって、雨季後半

から乾季にかけて水稲の作付を制限する洪水の分布が、

年次によって時間的・空間的に偏在していることが分か

りました。

水稲作付パターンの年次変化

植生指数の季節変化曲線のピークとその出現時期か

ら、水稲作付パターン（三期作、二期作［乾季中心］等）

を分類しました（図２右）。

上流部の青色部分では、図１に示す雨季の洪水時期を

避けた二期作［乾季中心］を行っています。沿岸部の橙

色部分では、乾季の河川流量の低下によって、塩水が運

河網を通して海から遡上するため、乾季の水稲栽培が困

難であり、雨季を中心とした二期作を行っています。そ

して、洪水と塩水遡上の影響がそれほど深刻でない中流

部では、三期作地域（緑色）が広く分布しています。こ

のように、メコンデルタにおける水稲作付パターンは、

アジアモンスーンの影響によって量的・質的に変化する

水資源量と密接な関係があることが分かりました。また、

２００１年～２００５年の水稲作付パターンの年次変化から、メ

コンデルタ中上流部にかけて、作付回数が年２回（二期

作［乾季型］）から年３回（三期作）へと顕著に増加し

図１ ２０００～２００４年における湛水開始日、終了日、期間の推定結果

図２ ベトナム・メコンデルタの推定水稲作付パターン
＊右側のグラフは、図中矢印の地域の植生指数の変化を示しています。
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ていることが分かります。現地調査を行った図２矢印に

示す地域では、新たに堤防が建設され、これまで困難で

あった洪水期の水稲栽培が可能になっていることを確認

しました。

おわりに

メコンデルタでは、市場経済原理の導入、土地利用に

関する規制緩和、インフラ整備による洪水の克服によっ

て、年々集約的な農業生産システムが拡大しています。

さらに、沿岸部における水田からエビ養殖地への急激な

土地利用変化（図１白色部分）も新たな問題となってい

ます。メコンデルタ以外のアジア地域においても、経済

発展による土地利用変化や地球温暖化・水資源開発に伴

う水環境の変動が農業生産や周辺環境に与える影響が懸

念されています。これらの問題に的確に対処していくた

めには、衛星データを用いた継続的なモニタリングによ

って土地利用の実態を正確に把握することが必要です。

（生態計測研究領域 坂本利弘・石塚直樹・大野宏之

大気環境研究領域 横沢正幸）

１１．日本産ヒョウタンカスミカメ族（カメ
ムシ目）のWebでの図説検索表

はじめに

ヒョウタンカスミカメ族の多くはダニ類や小昆虫を捕

食するとされ、自然環境ではこれらの天敵としての役割

を果たしていると考えられます。本族中、最も普通にみ

られるヒョウタンカスミカメ（Pilophorus setulosus）は、

里山を中心とした農業生態系に多く生息し、種々の落葉

広葉樹上で生活しています。本族、特に最大の属である

ヒョウタンカスミカメ属（Pilophorus Hahn）は体色・体

形などが互いに類似した種が多く（図１）、生物相の調

査などで頻繁に発見されるものの、図鑑など同定に利用

できる資料が乏しく、これまで分類の専門家でなければ

同定は困難でした。そこで、種の同定に用いる形質をわ

かりやすく図示した図説検索表を作成・公開すること

で、同定を容易にする手段を提供しました。

ヒョウタンカスミカメ族

ヒョウタンカスミカメ族はカスミカメムシ科チビカス

ミカメ亜科に含まれ、全世界でおおよそ１５０種ほどが知

られる比較的小規模なグループで、わが国ではこれまで

に１７種が確認されています。体長約２～４�ほどの微小

なカメムシで、このうちヒョウタンカスミカメ属は細長

い体形で、外見がアリに似ていることで知られています。

これらの種では背面に特徴的な銀白色の鱗毛列を形成

し、あたかもアリの腹部がくびれているかのように見え

ます（図２）。本族の種はほとんどが捕食性だといわれ

ていますが、詳しい生態に関しては解明されていないの

で、また正確な同定すら難しい状況にありました。

Webで公開した図説検索表

日本産ヒョウタンカスミカメ族１７種について種の検索

表を作成し、鱗毛の形態など識別点となる形質をすべて

図示しました。これらを組み合わせてヒョウタンカスミ

カメ族の図説検索表を作成、Web公開しました（図３）。

農業環境技術研究所の研究・技術情報のページ（http://

www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/index.html）からアクセスで

図１ ヒョウタンカスミカメムシ属３種；Ａ：ヒョウタンカスミカメ、
Ｂ：ホソヒョウタンカスミカメ、Ｃ：ヨモギヒョウタンカスミカメ

図２ 上：クロヒョウタンカスミカメ Pilophorus typicus成虫（矢印は
銀白色鱗毛列）。下：鱗毛列の拡大図。

Ｉ．主な研究トピック １７



きます。

画面の左に体の全形図を表示し、右側で拡大している

部位がどこかわかるように矢印で示しました。利用者は

指示された形質を観察し、２つの選択肢から合致する方

を順次選ぶことで該当する種に到達できます。なお、当

ページには英語版も用意してあります。現在のところ検

索表だけですが、個々の種について解説および画像を充

実させる予定です。

（農業環境インベントリーセンター 中谷至伸）

図３ ヒョウタンカスミカメ族の図説検索表画面
並列する２者から形質が合致する方を選び次の分岐点に進みます。これ
を繰り返すことで、最終的に１つの種に到達できます。
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農業環境技術研究所では、農業生産環境の安全性を確

保するための基礎的な調査及び研究への特化・重点化を

図りつつ、新たな中期計画期間（２００６～２０１０年）におい

て、３つの研究領域において次の研究課題を重点的に実

施する。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理に向けた研究開発

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機

能の解明と管理技術の開発

Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

以下に、５年間の中期計画期間中の実施計画と平成１８

年度の研究実施の概要を紹介する。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発

１）農業生態系における有害化学物質のリスク管理技術

の開発

（１）農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法

及びリスク管理技術の開発

中期計画：農業環境におけるカドミウム、ヒ素、放射性

物質、ドリン系を含む残留性有機汚染物質（POPs）

等の化学物質による汚染リスクを低減するため、それ

らの動態を解明するとともに、リスク低減技術を開発

する。農薬等の有機化学物質については、環境中挙動

予測モデルを開発するとともに、水生節足動物等への

暴露試験等により、環境リスク評価手法を開発する。

また、有害化学物質で汚染された土壌を化学洗浄、バ

イオレメディエーション等の手法で修復する技術や、

これらの物質に対する低吸収性品種の利用技術等を開

発する。

研究の概要：農薬等の有機化学物質については、水田用

農薬について親化合物のみならず代謝分解物も対象と

した水田中濃度予測モデルを開発した。土壌中での有

機塩素系農薬の消失速度は、物質の疎水性を示す特性

値 Kowと土壌中炭素含量に依存することを明らかに

するとともに、これら農薬のわが国の農耕地における

時系列での分布の解析・予測を行った。コガタシマト

ビケラを指標生物として各種殺虫剤に対する感受性の

傾向を把握し、薬剤によっては OECD指標生物であ

るミジンコ類と大きく感受性が異なることを明らかに

した。ヘキサクロロベンゼン（HCB）を好気的に無

機化できる細菌（Nocardioides sp. PD653）の単離・同

定に世界で初めて成功した。高吸収植物（ズッキーニ）

による、ディルドリン汚染土壌の修復効果をポットレ

ベルで調べた結果、ズッキーニ栽培跡地土壌ではキュ

ウリ幼植物のディルドリン吸収量が大きく低下するこ

とを示した（Ｉ．主な研究成果「ディルドリンを吸収

しにくいカボチャ台木を用いてキュウリ果実中の残留

濃度を低減」参照）。またカドミウム汚染土壌につい

ては、化学洗浄法を田面水の水深を深くして行うこと

でカドミウム除去率が向上することを現地で確認し

た。カドミウム低吸収性品種の検索を進め、ナスにつ

いて、トルバム種台木が他の台木に比べ３割程度にナ

ス果実カドミウム濃度を抑制することを明らかにし

た。

２）農業生態系における外来生物及び遺伝子組換え生物

のリスク管理技術の開発

（１）外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価と

リスク管理技術の開発

中期計画：外来生物（侵入・導入生物）による農業生態

系の撹乱と被害を防止するため、外来生物の生育・繁

殖特性、他感作用等を明らかにするとともに、外来生

物による被害の実態把握並びにその定着・拡散及び被

害予測を行う。また、外来生物の原産地域の特定及び

侵入確率の推定を行う。さらに、外来天敵昆虫等の外

来生物の近縁在来種に及ぼす影響を競争・交雑性等の

面から解析し、外来生物が農業生態系に及ぼすリスク

を評価するとともに、種同定が困難な外来生物を分子

マーカー等により早期検出・監視するための技術を開

発する。遺伝子組換え生物が生態系に与える影響を適

正に評価するため、DNAマーカー等により組換えダ

イズとツルマメ等、組換え作物と近縁種との交雑を検

出する技術を開発し、交雑による生態系影響を解明す

る。また、組換え作物と非組換え作物との共存に向け

て、交雑率予測モデルや隔離距離の確保等の耕種法に

よる交雑抑制技術を開発する。

研究の概要：外来生物の生育・繁殖特性の解明、及び被

害の実態把握を進め、外来植物の出現頻度と植物群落

タイプの関係を解析した結果、人為的撹乱の高い植物

群落に外来種が侵入しやすいことを明らかにした。ま

たアレチウリは在来種を、オオフサモとコカナダモは

絶滅危惧種を抑圧し、生物多様性への影響が大きいこ

II．研究実施の概要
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とを明らかにした。一部の外来植物は他感作用を示す

物質の産生性が高く、ギンネムからミモシン、アオキ

から酒石酸、コンフリーからロスマリン酸等を同定し

た。外来生物が在来種に及ぼす影響の解明のため、外

来天敵昆虫（チュウゴクオナガコバチ、ヒメクサカゲ

ロウ）と在来種、及び、侵略的外来植物寄生菌 Phy-

tophthora cinnamomiと在来類縁種を識別する DNA

マーカーの開発を進めた。利水施設の運用や在来生態

系に悪影響を及ぼすため特定外来生物に指定されたカ

ワヒバリガイの霞ヶ浦における分布を調査したとこ

ろ、湖岸の約１／２に分布を広げていること、その侵

入が２００４年まで遡れることを明らかにした（Ｉ．主な

研究成果「特定外来生物カワヒバリガイは霞ヶ浦湖岸

の約半分まで分布を広げている」参照）。遺伝子組換

え作物の生態系影響評価として、組換えダイズに開花

期をそろえたツルマメを巻きつかせて栽培し、遺伝子

組換え作物と非組換え植物の交雑を検出した。その結

果、ツルマメ種子３２，５０２個から１個の自然交雑個体が

見いだされた（Ｉ．主な研究成果「ほ場で遺伝子組換

えダイズとツルマメが交雑する可能性は低い」参照）。

自動花粉計測機によって測定した花粉飛散量は、標準

的な花粉計測法による計測値と高い相関を示した。交

雑抑制技術として、トウモロコシに隣接してカーテン

状の散水あるいはソルガム防風植生を設置することに

より、花粉親から１０ｍにおける交雑率を低下させるこ

とができた。

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機

能の解明と管理技術の開発

１）農業生態系の構造・機能の解明と評価

（１）農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性

の解明

中期計画：農業が育む生物相とその多様性を保全するた

め、農地とその周辺域に生息する植物、鳥類、昆虫類、

線虫類、微生物等の動態を調査し、農地における耕起

や化学資材の使用及び転作・休耕、周辺植生やため池

の管理方法の変化並びに水田とその周辺域の景観構造

の変動がそれらの種構成や多様性に及ぼす影響を解明

する。また、得られた成果から、土地利用等の農業活

動の変化に伴う指標昆虫等の生物個体群の動態予測モ

デルを構築することにより、個体群の安定化要因を解

明する。

研究の概要：ため池の管理が生物多様性に及ぼす影響を

解明するために、ため池に生息するトンボ類の種構成

に基づいてため池を類型化し、各ため池グループのト

ンボ指標種群を選定した。また、すべてのため池を序

列化した結果と環境要因との相関からトンボの種構成

に影響する主な環境要因を明らかにした（Ｉ．主な研

究成果「トンボの生息環境を守るためのため池のあり

方」参照）。景観構造や水田周辺植生の管理方法の変

化が生物多様性に及ぼす影響を明らかにするために、

当所で開発した農村景観データベース「調査・情報シ

ステム（RuLIS）」のモニタリング地区において鳥類

調査を行い、特定の鳥類タイプの生息と関連性が強い

土地被覆特性を明らかにし、景観構造から鳥類の個体

数を推定するモデルを構築するとともに、RuLISが

様々な生物種群の生息ポテンシャルの評価に有効であ

ることを確認した。また谷津田林縁部における植生調

査の結果、谷津田周辺の草刈りが植物群落の多様性を

保全する上で重要であることを明らかにした。農地の

管理方法が土壌生物の動態に及ぼす影響を培養法によ

らず調査するために、土壌から直接 DNAを抽出し、

PCR－DGGE法（PCRで増幅後、変性剤濃度勾配ゲル

電気泳動法（DGGE）で解析）によって土壌生物相を

効率的に検出する最適な解析条件（PCR、プライマー、

電気泳動等）を細菌及び糸状菌について検討し、その

結果を標準手法としてマニュアル化した。

（２）農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解

明

中期計画：農業生態系機能の維持・向上に資するため、

バラ科植物等が産生する生理活性物質、ノメイガ類等

昆虫の増殖に関わる情報化学物質等の生物間の相互作

用に関与している物質や、Burkholderia属等の細菌グ

ループにおける難分解性芳香族塩素化合物等の分解遺

伝子の発現を制御している物質等を明らかにし、その

機能を解明する。

研究の概要：生物間相互作用に関与する情報化学物質の

解明を進め、５３種類のバラ科薬用植物（乾燥葉）、６５

種類のバラ科植物（生葉）等の葉や根から出る植物生

育阻害物質の全活性を定量的に評価し、バクチノキ等

が強い活性を示すことを明らかにした。フキノメイガ

の性フェロモン成分比を解析・評価し、成分比に大き

な個体群内変異があり、遺伝的に強く支配されている

ことを解明した。難分解性芳香族化合物分解土壌細菌

Burkholderia sp. NK8株の分解に関連する遺伝子群の

２種類のプロモーターの発現は、プロモーターごとに

異なる芳香族化合物によって誘導されることを明らか

にした。さらに、生分解性プラスチック分解菌に関し
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て、リグニン等を食べる昆虫から、主要な生分解性プ

ラスチックである PBSと PBSAを同時に分解する真

菌を初めて分離した。

２）農業生態系の変動メカニズムの解明と対策技術の開

発

（１）地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産

に対するリスク評価

中期計画：温暖化や異常気象に対する稲収量の変動をほ

場スケールで評価するため、水、土壌、稲品種及び栽

培管理条件を含む包括的な水田生態系応答モデルを開

発する。また、地域スケールの簡易収量モデルを開発

して、収量と水資源からみた今世紀半ば頃の日本及び

アジアを中心とした稲収量の変動を予測し、稲収量の

低下のリスクを地域スケールで広域に評価する手法を

開発する。さらに、それら結果を基に気候変動が食料

生産に及ぼす影響予測シナリオを構築する。

研究の概要：水田生態系応答モデルとして、土壌の炭素・

窒素の動態、イネの成長、群落水熱収支の３要素から

なる水田生態系応答モデルのシステム構成を設計し

た。土壌の炭素・窒素動態を表す DNDCモデルと窒

素栄養を考慮した成長モデルを組み合わせることによ

り、生育・収量に及ぼす有機物連用や窒素施肥の影響

を再現できた。成長モデルが作況変動に及ぼす気象要

因、栽培技術要因の解析に有効であることを全国８箇

所における検証から示した。イネ収量の変動予測を目

的に、温暖化・高 CO２環境に対する作物応答を圃場条

件で解明するために、雫石と中国江蘇省で実施された

イネ開放系大気 CO２増加（FACE）実験の生育・収量・

気象要素のデータベースを構築した。

（２）農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

中期計画：農業活動由来の温室効果ガス、窒素等に関す

る地域・地球規模での環境問題の解決に貢献するた

め、農業活動が物質循環に及ぼす影響を解明し、負荷

軽減策を確立する。温室効果ガスについては、栽培・

土壌管理技術による温室効果ガス発生抑制効果を定量

的に評価することによって、効率的な負荷軽減技術体

系を提示する。同時に、土壌関連データベースを活用

し、土壌炭素の動態を記述するモデルを検証・改良し

て、日本の農耕地土壌における気候変化、人為的管理

変化に伴う土壌炭素蓄積量の変化を予測する。また、

食料生産・輸出入等に伴う窒素のフロー・ストック

を、酸性化物質動態モデルや統計データ等に基づいて

推定し、東アジアの流域又は国のスケールで窒素の広

域循環及び環境への負荷を解明し、将来予測を行う。

流域レベルでは、浅層地下水を含む土壌圏における硝

酸性窒素・リン等の栄養塩類の流出動態を解明し、水

質汚染に対する脆弱性を評価するための手法を開発す

る。

研究の概要：温室効果ガスに関して、中国における温室

効果ガス発生抑制技術のほ場試験から、水稲－小麦作

付け体系における有機物管理と畑栽培における硝化抑

制剤の使用の有効性がコスト面も含めて示された。ま

た、わが国の農耕地 N２O発生データベースを整備・

解析し、各排出カテゴリーの排出係数改訂値を提案し、

わが国温室効果ガスインベントリ報告書に盛り込まれ

た（表１）。さらに、昨年度までの成果である、世界

の水田から発生するメタンの新しい算定法とデフォル

ト値が２００６年 IPCC改訂ガイドラインに採用された。

炭素・窒素広域収支モデルと有機物動態統合モデルか

ら構成される炭素・窒素フローモデルの基本設計を行

った。土壌有機物動態に関して、土壌データに基づく

モデル検証を行い、稲わら持ち出しと有機物施用のシ

ナリオを用いて全国の水田炭素蓄積量の変化を試算

し、有機物施用が炭素蓄積に有効であることを示した

（図１）。また有機物分解の温度応答性を明らかにす

るため、ほ場において土壌加温試験を行う手法を開発

した。さらに中国の省・地区別統計、土壌炭素データ

等を収集整備した。流域における窒素の流出について、

茶園－水田土地利用連鎖系内の脱窒活性が高い土層は

洪積・沖積土壌の境界付近に局所的に分布することを

明らかにした。下層土を通じたリンの流出について、

粘土質転換畑から暗渠流出する流出リンの大部分は作

土－耕盤層境界に停滞した懸濁態リンが亀裂を通じて

運ばれたものであるが、黄色土茶園では流出リンのほ

とんどが溶存態であることを明らかにした。

排出源区分＊ 作物種
排出係数

（kgN２O-N/kgN）
不確実性

（kgN２O-N/kgN）
出典・根拠

合成肥料および
有機肥料

水稲 ０．３１％ ±０．３１％ 文献１、２

茶 ２．９０％ ±１．８％

その他作物 ０．６２％ ±０．４８％

作物残渣 １．２５％ ±０．２５－６％ IPCCデフォルト値

間接発生（大気沈降）＃ １．００％ ±０．５％ IPCCデフォルト値

間接発生（溶脱・流出）＃＃ １．２４％ ±０．６－２．５％ 文献１、３

表１ わが国の農耕地土壌からのＮ２Ｏ排出係数

＊有機質土壌の耕起については、IPCCデフォルト値（排出係数：８kgN２O-N/
ha/yr；不確実性：1-80kgN２O-N/ha/yr）の使用を提案した。
＃間接発生（大気沈降）とは、施肥した窒素が大気中に揮散したあとふたたび
地上に沈着して発生するＮ２Ｏを示す。
＃＃間接発生（溶脱・流出）とは、地下水を経由して河川から海洋へ輸送され
る過程で発生するＮ２Ｏを示す。
1) Akiyama et al., Soil Science and Plant Nutrition, 52, 774-787 (2006)
2) Akiyama et al., Global Biogeochem. Cycles, 18, GB2012 (2005)
3) Sawamoto et al., Geophys. Res. Let., 32, L03403 (2005)
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Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

１）農業に関わる環境の長期モニタリング

（１）農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手

法の開発

中期計画：農業環境資源の変動を早期に検知するため、

農業生態系におけるベースラインとなる物理環境や二

酸化炭素・メタン等温室効果ガスフラックス及び作

物・土壌中の１３７Cs、２１０Pb等についての長期モニタリ

ングを行う。また、作物を含む環境中の有機ヒ素等微

量化学物質の分析法及びモニタリングのための簡易・

高精度測定手法の開発を行う。

研究の概要：アジアフラックススネットワークの中で農

環研が担当しているモンスーンアジアの農耕地・草地

生態系の５地点で取得した二酸化炭素フラックス等の

モニタリングデータを統一的な手法で解析し、各生態

系及び地点間の二酸化炭素収支の特徴を明らかにし

た。これらのフラックス観測点に加えて、バングラデ

シュ等の新規観測点においても観測を開始し、観測体

制を強化した。放射性物質モニタリングでは全国の放

射能基準ほ場における平成１７年度産の米・麦とその栽

培土壌の９０Sr及び１３７Cs濃度は平成１６年度と同レベルで

あった。北朝鮮の核実験に伴う緊急調査を行ったが、

葉菜類から人工放射性核種は検出されなかった。畑作

土からの放射性ストロンチウム減少速度は土壌の陽イ

オン交換能で決まることが長期モニタリングデータよ

り明らかとなった。有機ヒ素で汚染された土壌及びそ

の土壌を用いて栽培された稲わら、玄米中の有機ヒ素

化合物の定量法を確立した（図２）。

２）環境資源の収集・保存・情報化と活用

（１）農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開

発

中期計画：農業環境を総合的に評価するため、マイクロ

波計測や高時間分解能衛星センサMODIS等のリモー

トセンシングデータの解析技術を開発するとともに、

地理情報システム（GIS）等を活用して農業的土地利

用状況の新たな把握手法や生物生息域に関する指標を

開発する。また、GISを共通のプラットフォームに個

別データベースを連携する手法や新たな情報の登録・

収集システムを開発し、農業環境指標の策定に資する。

また、環境資源の個別データベースを拡充するととも

に、深層土壌の機能評価を含む土壌分類試案を公開し、

耕地・非耕地の包括的土壌データベースを構築する。

さらに、インベントリーデータ等を効率的に活用する

ため、基盤的な統計手法及びその結果の視覚化手法等

を開発する。独立行政法人農業生物資源研究所が行う

ジーンバンク事業について、サブバンクとして協力を

行う。

研究の概要：MODISを主とする時系列衛星画像と栽培

暦・現地調査データ等の収集・処理を進めるととも

に、土地利用タイプが単純な広域水田地域であるメコ

ンデルタを解析域に設定して、高頻度観測データによ

る湛水域・水稲作付様式・土地利用の広域的な変動の

図１ 九州地域における水田土壌炭素量の増減分布（２０年間のシミュレーションの結果）

シナリオ：環境保全型農業（稲作）推進農家の経営分析調査報告（２００４）より抽出
Ａ：稲ワラ持ち出し 切り株、根（６７kgC/１０a）のみ投入
Ｂ：有機物施用 稲ワラ、切り株、根（１７４kgC/１０a）、堆肥（３２kgC/１０a）

農業環境技術研究所年報 平成１８年度２２



抽出アルゴリズムを開発した（Ｉ．主な研究成果「衛

星データを活用してメコンデルタの洪水と稲作の変化

をみる」参照）。農業環境指標の策定に資するため、

農耕地の生態的役割や環境負荷評価の基礎となる空間

情報を一元的に集積・管理し、評価と予測を行う汎用

的空間情報プラットフォームを完成した。さらに、生

物生息域変動に関する指標開発のため日本ザルに関す

るデータの収集・GIS化を進めた。インベントリー

データ等を効率的に活用することによって、既往の研

究成果等を参考に土壌侵食リスク指標を策定し、この

指標による１kmメッシュのリスクマップを作成し

た。土壌や昆虫等の個別データベースを連携して主題

図作成を行うシステムを開発するとともに、地名から

緯経度を割り出した昆虫等の GISデータを農業環境

インベントリーに追加登録した。また環境資源の個別

データの拡充として、土壌統設定調査１，３００点をデー

タベース化し、土壌調査関係資料をWeb公開、微生

物については、難分解性物質分解菌（１３３菌株）、２，４

Ｄ分解菌（３０菌株）、Burkholderia cepacia近縁菌（３０

菌株）など、昆虫については、チョウ類標本（１，８００

点）、オサムシ標本（１，６００点）などに関するデータを

インベントリーに追加登録した。ジーンバンク事業に

おいて、微生物については６７株の来歴・取扱に関する

データシートと２４４株に関するのべ１２４３特性のデータ

シートを作成し、細菌１００株を増殖してセンターバン

クに移管するとともに、昆虫については５種１３項目の

特性評価調査と８系統１３項目の維持特性調査を実施し

た。

図２ 各種ヒ素化合物の同時定量

MAAとDMAAを除くヒ素化合物に関して溶液濃度０．１～１．０μg/L の検出限界で定量可能

II．研究実施の概要 ２３



１．受託事業一覧

III．平成１８年度研究課題

委託先 委託事業名

農林水産省 平成１８年度「地球温暖化が農林水産業に与える影響の評価及び対策技術の開発」

平成１８年度「流域圏における水循環・農林水産生態系の自然共生型管理技術の開発」

平成１８年度「農林水産生態系における有害化学物質の総合管理技術の開発」

平成１８年度「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」

平成１８年度「地球規模水循環変動が食料生産に及ぼす影響の評価と対策シナリオの策

定」委託事業

平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業（継続課題）

平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業（新規課題）

平成１８年度プロジェクト研究「生物機能を活用した環境負荷低減技術の開発」

平成１８年度「遺伝子組換え生物の産業利用における安全性確保総合研究」委託事業

平成１８年度「有用遺伝子活用のための植物（イネ）・動物ゲノム研究」

平成１８年度「ゲノム育種による効率的品種育成技術の開発」

平成１８年度革新的農業技術習得研修委託事業

平成１８年度農村地域外来生物対策指針策定調査委託事業

平成１８年度「安全で信頼性、機能性が高い食品・農産物供給のための評価・管理技術

の開発」

環境省 平成１８年度「地球環境保全試験研究」委託事業

平成１８年度「公害防止等試験研究費」委託事業

平成１８年度地球環境研究総合推進費による研究開発に係る委託事業

文部科学省 平成１８年度放射能調査研究委託事業

科学技術総合研究委託

（独）農業生物資源研究所 平成１８年度ジーンバンク事業に関する委託事業

（独）農業・食品産業技術総合研究機構 平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業

（独）科学技術振興機構 平成１８年度戦略的国際科学技術協力推進事業「日本と中国の農業生態系流域における

窒素循環及び水質に及ぼす影響に関する比較研究」

（国）東京大学 文部科学省研究開発局委託（海洋地球観測探査システム：データ統合・解析システム）

「安全な農作物生産管理技術とトレーサビリティーシステムの開発」

埼玉県農林総合研究センター 平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業

奈良県知事 平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業

（財）肥料経済研究所 平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業委託事業

（財）畜産環境整備機構 平成１８年度家畜排せつ物利活用方策評価検討システム構築事業

（社）日本草地畜産協会 平成１８年度環境に配慮した草地管理に係る調査事業

（財）九州環境管理協会 有明海の低質体積環境の把握

日本肥料アンモニア協会 植物に関するカドミウム動態試験

中部電力（株） バーズフットトレフォイルのアレロパシー効果に関する研究

サントリー（株） ダイオキシン類汚染土壌を用いたモニタリング植物の評価

（株）サカタのタネ ツリフネソウ科ツリフネソウ属の群落表面温度の品種間比較
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２．法人プロジェクト研究課題一覧

課題代表者 所属 研究課題名

桑形 恒男 大気環境研究領域 日本における近年の気温変化に及ぼす都市気象の影響の解明

野内 勇 大気環境研究領域 福島県やながわ工業団地（梁川町）周辺で発生している植物被害の原

因究明

西村 誠一 物質循環研究領域 田畑輪換栽培圃場における地下水中に溶脱する溶存温室効果ガスおよ

び溶存炭素の定量

江口 定夫 物質循環研究領域 地形連鎖系の浅層地下水帯を通じたリン輸送の定量化

上垣 隆一 有機化学物質研究領域 農業資材由来抗菌剤の水環境への流出実態調査

清家 伸康 有機化学物質研究領域 土壌中ポリ塩素化ジフェニルエーテルの分析法の確立と起源の推定

山村 光司 生物多様性研究領域 エゾシカ個体数のベイズ推定法の確立

小沼 明弘 生物多様性研究領域 新天地で豹変する外来植物の侵入・分布拡大経路の解明

伊藤 健二 生物多様性研究領域 外来生物カワヒバリガイの関東地方におけるモニタリング調査と侵入

時期の推定

天野 達也 生物多様性研究領域 広域スケールにおける鳥類の分布域の増減傾向と農地環境への依存度

の解明

平井 一男 生物多様性研究領域 湿地植生を活用したバイオジオフィルターの水質浄化機能の評価とビ

オトープの造成・管理手法の確立

大東健太郎 生態系計測研究領域 外来植物の侵入、定着のリスク評価手法の開発

坂本 利弘 生態系計測研究領域 メコンデルタにおける水稲の作付様式及びフェノロジーの動態解明

David Sprague 生態系計測研究領域 農地・動物データ通信システムの現地試験による検証

戸上 和樹 農業環境インベントリーセンター 土壌断面中のカドミウム、鉛の起源の解明

大倉 利明 農業環境インベントリーセンター 高精度かつ効率的な深層土壌調査法の開発

釘宮 聡一 生物多様性研究領域 アブラナ科植物等における昆虫防衛機構の分子生物学的解析

III．平成１８年度研究課題 ２５



IV．研究成果の発表と広報

１．研究成果
（１）研究成果情報

研究成果情報第２３集：平成１８年度（第２２集：平成１７年度までは農業環境研究成果情報）に掲載した研究成果は以下の

とおりである。

１）普及に移しうる成果＊１

１．ディルドリンを吸収しにくいカボチャ台木を用いてキュウリ果実中の残留濃度を低減

２．イムノクロマトアッセイを用いた玄米等のカドミウム濃度簡易測定法

３．２００６年版 IPCCガイドラインに採用された水田から発生するメタンの新しい算定方法

４．京都議定書第一約束期間の開始を前に、農耕地から発生する亜酸化窒素の新しい排出係数を算定

５．「水環境保全のための農業環境モニタリングマニュアル改訂版」の発行

２）主要研究成果＊２

１．コンフリーのアレロパシーと植物生育阻害物質の同定

２．小笠原父島に生育する樹木葉のアレロパシー活性の検定

３．特定外来生物カワヒバリガイ、霞ヶ浦に定着し分布域を拡大中

４．カナダのナタネ輸出港周辺において遺伝子組換えナタネの分布は拡大しない

５．ほ場で遺伝子組換えダイズとツルマメが交雑する可能性は低い

６．輸入港周辺の遺伝子組換えナタネは、従来のナタネ生育地にしか生育していない

７．トンボの生息環境としてのため池の特徴

８．谷津田を囲む斜面林周辺の草刈りが生物多様性を高める

９．ソバ粗抽出液に含まれる主要な植物生長阻害成分はルチン

１０．チャノコカクモンハマキの交信撹乱剤に対する抵抗性発現要因

１１．大気 CO２増加による水稲の群落光合成の促進は葉窒素濃度に依存する

１２．大気 CO２濃度の上昇は水田の水需要を減らす

１３．土壌炭素動態の温暖化応答解明のための高精度土壌加温システム

１４．畑土壌における交換態放射性ストロンチウム減少速度は土壌の陽イオン交換能が支配する

１５．土壌及び作物中のフェニル置換ヒ素化合物の定量法

１６．高頻度観測衛星センサー（MODIS/Terra）を活用してメコンデルタの洪水と稲作を動的に捉える

１７．日本の全流域圏・農耕地を網羅する農業生態系空間情報解析システム

１８．菌床シイタケの新害虫をヤガ科ナミグルマアツバと同定

１９．日本産ヒョウタンカスミカメ族（カメムシ目）のWeb図説検索表

＊１「普及に移しうる成果」とは、行政部局、検査機関、民間、他の試験研究機関（他独法、大学等）および農業現場等で活用されるこ

とが期待され、研究所として積極的に広報活動および普及活動を行うべき重要な成果を選定したもの。

＊２「主要研究成果」とは、研究所の成果として積極的に広報を行うべき成果。
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（２）査読論文一覧

中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

A１１ Adsorption and desorption characteristics of several
herbicides on sediment

Kawakami T,
Eun H,
Ishizaka M,
Endo S,
Tamura K,
Higashi T

Journal of Environmental Science
and Health, Part B

４２（１） １―８ ２００７

A１１ An in vitro screening assay to discover novel inhibitors of
4-coumarate: CoA ligase

Yun MS,
Chen WJ,
Deng F,
Kiyokawa T,
Mametsuka K,
Yogo Y

Pest Management Science ６２（１１）１０６５―１０７１ ２００６

A１１ Biodegradation of methylthio-s-triazines by Rhodococcus sp.
strain FJ1117YT, and production of the corresponding
methylsulphinyl, methylsulphonyl, and hydroxy analogues

Fujii K,
Takagi K,
Hiradate S,
Iwasaki A,
Harada N

Pest Management Science ６３（３） ２５４―２６０ ２００７

A１１ Cadmium transport in volcanic ash soil during organic acid
solution flow

Mizoguchi N,
Abe Y,
Yamaguchi N,
Miyazaki T

Journal of ASTM International ３（６） JAI１３３３６ ２００６

A１１ Comparative effects of rootstock and scion on dieldrin and
endrin uptake by grafted cucumber (Cucumis sativus)

Otani T,
Seike N

Journal of Pesticide Science ３１（４） ３１６―３２１ ２００６

A１１ Comparative study of PCDDs/DFs concentration in crop and
its cultural environment

Kwon O,
Eun H,
Choi D,
Hong S,
Kwon H,
Choi J

The Korean Journal of Pesticide
Science

１０（２） ９１―９８ ２００６

A１１ Differential uptake of dieldrin and endrin from soil by
several plant families and Cucurbita genera

Otani T,
Seike N,
Sakata Y

Soil Science and Plant Nutrition ５３（１） ８６―９４ ２００７

A１１ Effect of water management practice on pesticide behavior
in paddy water

Watanabe H,
Nguyen HM,
Komany S,
Vu HS,
Thai KP,
Ishihara S

Agricultural Water Management ８８
（１―３）

１３２―１４０ ２００７

A１１ Exposure risk assessment and evaluation of the best
management practices for controlling pesticide runoff from
paddy fields. Part I. Paddy watershed monitoring

Vu HS,
Ishihara S,
Watanabe H

Pest Management Science ６２（１２）１１９３―１２０６ ２００６

A１１ Isolation and characterization of a novel simazine-degrading
β-proteobacterium and detection of genes encoding s-
triazine-degrading enzymes

Iwasaki A,
Takagi K,
Fujii K,
Kojima Y
Harada N

Pest Management Science ６３（３） ２６１―２６８ ２００７

A１１ Levels of dioxins in rice, wheat, soybean, and adzuki bean
cultivated in 1999 to 2002 in Japan and estimated of their
intake

Otani T,
Seike N,
Miwa T

Journal of the Food Hygienics
Society of Japan (SHOKUHIN
EISEIGAKU ZASSHI)

４７（４） １８２―１８８ ２００６

A１１ Long-term mobility of fallout９０Sr in ploughed soil, and ９０Sr
uptake by wheat grain

Yamaguchi N,
Seki K,
Komamura M,
Kurishima K

Science of the Total Environment ３７２（２―
３）

５９５―６０４ ２００７

A１１ Metabolism of pyrene by aquatic crustacean, Daphnia magna Ikenaka Y,
Eun H,
Ishizaka M,
Miyabara Y

Aquatic Toxicology ８０（２） １５８―１６５ ２００６

A１１ Phytoextraction of cadmium by rice (Oryza sativa L.),
soybean (Glycine max (L.) Merr.), and maize (Zea mays L.)

Murakami M,
Ae N,
Ishikawa S

Environmental Pollution １４５（１）９６―１０３ ２００７

A１１ Remediation of cadmium contamination in paddy soils by
washing with chemicals: Selection of washing chemicals

Makino T,
Sugahara K,
Sakurai Y,
Takano H,
Kamiya T,
Sasaki K,
Itou T,
Sekiya N

Environmental Pollution １４４（１）２―１０ ２００６

A１１ Remediation of cadmium-contaminated paddy soils by
washing with chemicals: Effect of soil washing on cadmium
uptake by soybean

Maejima Y,
Makino T,
Takano H,
Kamiya T,
Sekiya N,
Itou T

Chemosphere ６７（４） ７４８―７５４ ２００７
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A１１ Simulation of the effects of salting-out in the meridional
transportation of pesticides and POPs by a new fugacity-
based multimedia environmental fate model

Nishimori M，
Wei YF，
Kobara Y

Organohalogen Compounds ６８ １１５１―１１５４ ２００６

A１１ Strategies for including the paddy field compartment in
multimedia models

Wei YF，
Nishimori M，
Kobara Y，
Akiyama T

Organohalogen Compounds ６８ １１５５―１１５８ ２００６

A１１ Sulfate adsorption and surface precipitation on a volcanic
ash soil (allophanic andisol)

Ishiguro M，
Makino T，
Hattori Y

Journal of Colloid and Interface
Science

３００（２）５０４―５１０ ２００６

A１１ The applicability of the environmental fate estimates of
current-use-pesticdes using a multimedia model based on
poly-parameter linear energy relationships

Kobara Y，
Nishimori M，
Wei YG，
Ishihara S，
Yokoyama A，
Horio T

Organohalogen Compounds ６８ １１２３―１１２６ ２００６

A１１ Polychlorinated dibenzo-p-dioxins, dibenzofurans, and
dioxin-like polychlorinated biphenyls (dioxins) in rice plants:
Possible contaminated pathways

Uegaki R，
Seike N，
Otani T

Chemosphere ６５（９） １５３７―１５４３ ２００６

A１１ Transformation of methylthio-s-triazines via sulfur oxidation
by strain JUN7, a Bacillus cereus species

Harada N，
Takagi K，
Fujii K，
Iwasaki A

Soil Biology and Biochemistry ３８（９） ２９５２―２９５７ ２００６

A１１ Vertical distributions of persistent organic pollutants (POPs)
caused from organochlorine pesticides in a sediment core
taken from Ariake bay, Japan

Kim Y，
Eun H，
Katase T，
Fujiwara H

Chemosphere ６７（３） ４５６―４６３ ２００７

A１１ Wastewater treatment by using kenaf in paddy soil and effect
of dissolved oxygen concentration on efficiency

Abe K，
Ozaki Y

Ecological Engineering ２９（２） １２５―１３２ ２００７

A１１ 金コロイド標識抗カドミウム―エチレンジアミン四酢酸
錯体モノクローナル抗体を用いるイムノクロマトグラフ
ィーによる米中カドミウムの簡易定量

佐々木和裕，
俵田啓，
奥山亮，
香山不二雄，
阿部薫，
奥畑博史，
丸山幸直，
荒金玉実，
宮坂均，
藤川敬，
大村直也

分析化学 ５６（１） ２９―３６ ２００７

A１１ カドミウム検出用イムノクロマトキットによる玄米中カ
ドミウム濃度簡易測定の試み

阿部薫，
石川覚，
櫻井泰弘，
奥山亮，
佐々木和裕，
俵田啓

日本土壌肥料学雑誌 ７７（６） ６７９―６８２ ２００６

A１１ 関東地域における主要ダイズ品種を中心としたベンタゾ
ン感受性の品種間差

澁谷知子，
與語靖洋，
浅井元朗

雑草研究 ５１（３） １５２―１５８ ２００６

A１１ 蛍光 X線分析法による米試料中カドミウムの簡易迅速
スクリーニング分析

箭田（蕪木）佐衣子，
川崎晃，
松田賢士，
水平学，
織田久男

日本土壌肥料学雑誌 ７７（２） １６５―１７０ ２００６

A１１ 作物におけるカドミウムの吸収・移行と生理作用 織田久男，
荒尾知人

日本土壌肥料学雑誌 ７７（４） ４３９―４４９ ２００６

A１１ ダイオキシン類濃度が大きく異なる土壌で栽培したコム
ギ茎葉中のダイオキシン類濃度の比較

草佳那子，
森泉美穂子，
土屋一成，
上垣隆一

日本土壌肥料学雑誌 ７８（１） ６１―６７ ２００７

A１１ ダイズ作における一年生広葉夏畑雑草のベンタゾン感受
性の種間差

澁谷知子，
浅井元朗，
與語靖洋

雑草研究 ５１（３） １５９―１６４ ２００６

A１１ 地域特産農作物の残留農薬基準設定および登録農薬確報
のための農作物の類似化－うり科野菜類（II）

殷煕洙，
荒尾知人，
外窪周子，
遠藤正造，
上路雅子，
石井康雄

Journal of Pesticide Science ３１（３） ３４９―３５５ ２００６

A１１ フローサイトメトリー解析による除草剤の微細藻類細胞
に対する影響評価

石原悟，
堀尾剛，
小原裕三，
横山淳史

雑草研究 ５１（４） ２３９―２４８ ２００６
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A１１ 河川付着珪藻を用いた生長阻害試験法の開発 石原悟，
堀尾剛，
小原裕三，
横山淳史，
真山茂樹

日本環境毒性学会誌 ９（２） １０１―１１３ ２００６

A１１ 桜川および霞ヶ浦における水稲用除草剤の挙動 石原悟，
石坂眞澄，
堀尾剛，
小原裕三，
上路雅子

雑草研究 ５１（２） ６９―８１ ２００６

A１１ 殺菌剤クロロタロニルによる土壌中のアンモニア酸化阻
害

山本幸洋，
藤原伸介，
田中福代，
高木和広，
松丸恒夫

日本土壌肥料学雑誌 ７８（１） １５―２２ ２００７

A２１ A labor-saving sampling method for estimating a normally
distributed population by using a local median

Wada T，
Urano S，
Yamamura K

Applied Entomology and Zoology ４２（１） ９―１４ ２００７

A２１ A new component of attractive aggregation pheromone in
the bean bug, Riptortus clavatus (Thunberg) (Heteroptera:
Alydidae)

Yasuda T，
Mizutani N，
Endo N，
Fukuda T，
Matsuyama T，
Ito K，
Moriya S，
Sasaki R

Applied Entomology and Zoology ４２（１） １―７ ２００７

A２１ Adsorption of 2,4-dichlorophenoxyacetic acid by an Andosol Hiradate S，
Furubayashi A，
Uchida N，
Fujii Y

Journal of Environmental Quality ３６（１） １０１―１０９ ２００７

A２１ An oligonucleotide probe for the detection of Erwinia
herbicola and Erwinia ananas

Nakanishi Y，
Adandonon A，
Okabe I，
Hoshino YT，
Matsumoto N

Journal of General Plant Pathology ７２（５） ３２８―３３３ ２００６

A２１ Characterization of allophanic Andisols by solid-state １３C,
２７Al, and ２９Si NMR and by C stable isotopic ratio, δ１３C

Hiradate S，
Hirai H，
Hashimoto H

Geoderma １３６
（３―４）

６９６―７０７ ２００６

A２１ Estimation of the potential speed of range expansion of an
introduced species: characteristics and applicability of the
gamma mode

Yamamura K，
Moriya S，
Tanaka K，
Shimizu T

Population Ecology ４９（１） ５１―６２ ２００７

A２１ Evaluation of relative density indices for sika deer in eastern
Hokkaido, Japan

Uno H，
Kaji K，
Saitoh T，
Matsuda H，
Hirakawa H，
Yamamura K，
Tamada K

Ecological Research ２１（５） ６２４―６３２ ２００６

A２１ Evidence of cyanamide production in hairy vetch Vicia
villosa

Kamo T，
Kato K，
Hiradate S，
Nakajima E，
Fujii Y，
Hirota M

Natural Product Research ２０（５） ４２９―４３３ ２００６

A２１ Interspecific hybridization between introduced and indigenous
green lacewings (Neurop., Chrysopidae: Chrysoperla) at
different adult densities

Naka H，
Haruyama N，
Ito K，
Mitsunaga T，
Nomura M，
Mochizuki A

Journal of Applied Entomology １３０（８）４２６―４２８ ２００６

A２１ Iron dissolution reaction of mugineic acids for iron
acquisition of graminaceous plants

Hiradate S Allelopathy, New Concepts and
Methodology (Fujii Y. and
Hiradate S. eds.)

１０９―１２２ ２００７

A２１ Isolation and purification of hydrophilic fulvic acids by
precipitation

Hiradate S，
Yonezawa T，
Takesako H

Geoderma １３２（１―
２）

１９６―２０５ ２００６

A２１ Larval cannibalism and intraguild predation between the
introduced green lacewing, Chrysoperla carnea, and the
indigenous trash-carrying green lacewing, Mallada
desjardinsi (Neuroptera: Chrysopidae), as a case study of
potential nontarget effect assessment

Mochizuki A，
Naka N，
Hamasaki K，
Mitsunaga T

Environmental Entomology ３５（５） １２９８―１３０３ ２００６

A２１ Monitoring allelopathic expression and functional performance
of Tamarind (Tamarindus indica L.)

Parvez MM，
Parvez SS，
Gemma H，
Fujii Y

Allelopathy, New Concepts and
Methodology (Fujii Y. and
Hiradate S. eds.)

２９７―３１５ ２００７
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A２１ Plant growth inhibitory activity of Lycoris radiata Herb. and
the possible involvement of lycorine as an allelochemical

Iqbal Z，
Nasir H，
Hiradate S，
Fujii Y

Weed Biology and Management ６（４） ２２１―２２７ ２００６

A２１ Plant-box method: a specific bioassay to evaluate allelopathy
through root exudates

Fujii Y，
Pariasca D，
Shibuya T，
Yasuda T，
Kahn B，
Waller GR

Allelopathy, New Concepts and
Methodology (Y. Fujii and S.
Hiradate, eds.)

３９―５６ ２００７

A２１ Quantification of cyanamide contents in herbaceous plants Kamo T，
Sato M，
Kato K，
Hiradate S，
Nakajima E，
Fujii Y，
Hirota M

Bioscience, Biotechnology and
Biochemistry

７０（９） ２３１０―２３１２ ２００６

A２１ Role of catechol structure in the adsorption and transformation
reactions of L-DOPA in soils

Furubayashi A，
Hiradate S，
Fujii Y

Journal of Chemical Ecology ３３（２） ２３９―２５０ ２００７

A２１ Transgenic oilseed rape along transportation routes and port
of Vancouver in western Canada

Yoshimura Y，
Beckie HJ，
Matsuo K

Environmental Biosafety Research ５（２） ６７―７５ ２００７

A２１ アジア太平洋外来生物データベース（APASD）マニュ
アル

松井正春，
上田義治，
望月淳，
岡部郁子，
小沼明弘，
西山幸司

農業環境技術研究所資料 ３１ １―３２ ２００７

A２１ カメムシ低密度地域のダイズ生産における適切な農薬散
布回数

伊藤健二，
水谷信夫，
田渕研，
守屋成一

関東東山病害虫研究会報 ５３ １０５―１１０ ２００６

A２１ ヘアリーベッチの多面的利用に関する調査 田辺裕司，
藤井義晴，
中島江理，
平舘俊太郎，
谷田重遠

岡山県総合畜産センター研究報
告

１６ １１―１６ ２００６

A２１ 自動計数機能付き昆虫誘殺装置を用いたホソヘリカメム
シの誘殺消長

田渕研，
守屋成一，
水谷信夫，
伊藤健二

日本応用動物昆虫学会誌 ５０（２） １２３―１２９ ２００６

A２１ 栃木県那須塩原市に帰化したヨーロッパ産雑草 Viola
arvensis Murray（マキバスミレ：新称）

北川美弥，
西田智子，
山本嘉人，
森田弘彦

雑草研究 ５１（４） ２５３―２５５ ２００６

B１１ An eodornavirus from a hypovirulent strain of the violet root
rot fungus, Helicobasidium mompa

Osaki H，
Nakamura H，
Sasaki A，
Matsumoto N，
Yoshida K

Virus Research １１８（１―
２）

１４３―１４９ ２００６

B１１ Changes in fungal community structure in bulk soil and
spinach rhizosphere soil after chemical fumigation as
revealed by 18S rDNA PCR-DGGE

Takada-Hoshino Y，
Matsumoto N

Soil Science and Plant Nutrition ５３（１） ４０―５５ ２００７

B１１ Costs and benefits of flocking in foraging white-fronted
geese (Anser albifrons): effects of resource depletion

Amano T，
Ushiyama K，
Fujita G，
Higuchi H

Journal of Zoology ２６９（１）１１１―１１５ ２００６

B１１ Decision-making in group foragers with incomplete
information: Test of individual-based model in geese

Amano T，
Ushiyama K，
Moriguchi S，
Fujita G，
Higuchi H

Ecological Monographs ７６（４） ６０１―６１６ ２００６

B１１ Detecting spatial interactions in the ragweed (Ambrosia
artemissifolia L.) and the ragweed beetle (Ophraella
communa LeSage) populations

Yamanaka T，
Tanaka K，
Otuka A，
Bjornstad ON

Ecological Research ２２（２） １８５―１９６ ２００７

B１１ DNA-versus RNA-based denaturing gradient gel electrophoresis
profiles of a bacterial community during replenishment after
soil fumigation

Takada-Hoshino Y，
Matsumoto N

Soil Biology and Biochemistry ３９（２） ４３４―４４４ ２００７

B１１ Effects of tillage and fertilizer on nematode communities in
a Japanese soybean field

Okada H，
Harada H

Applied Soil Ecology ３５（３） ５８２―５９８ ２００７
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B１１ FCD1 encoding protein homologous to cellobiose: Quinone
oxidoreductase in Fusarium oxysporum

Kawabe M，
Yoshida T，
Teraoka T，
Arie T

Gene ３８２ １００―１１０ ２００６

B１１ Foraging patch selection and departure by non-omniscient
foragers: A field example in white-fronted geese

Amano T，
Ushiyama K，
Fujita G，
Higuchi H

Ethology １１２（６）５４４―５５３ ２００６

B１１ Mating disruption or mass trapping? Numerical simulation
analysis of a control strategy for lepidopteran pests

Yamanaka T Population Ecology ４９（１） ７５―８６ ２００７

B１１ The relationship between abdominal profile index and body
condition of Greater White-fronted Geese Anser albifrons

Moriguchi S，
Amano T，
Ushiyama K，
Fujita G，
Higuchi H

Ornithological Science ５（２） １９３―１９８ ２００６

B１１ The wide distribution of endornaviruses, large double-stranded
RNA replicons with plasmid-like particles

Fukuhara T，
Koga R，
Aoki N，
Yuki C，
Yamamoto N，
Oyama N，
Udagawa T，
Horiuchi H，
Miyazaki S，
Higashi Y，
Takeshita M，
Ikeda K，
Arakawa M，
Matsumoto N，
Moriyama H

Archives of Virologty １５１（５）９９５―１００２ ２００６

B１１ 景観構造に関する調査・情報システムとそれを利用した
チョウ類の生息ポテンシャル評価

楠本良延，
山本勝利，
大黒俊哉，
井手任

農村計画学会誌 ２５（別）２８１―２８６ ２００６

B１１ 微生物資材施用がキャベツ育苗期生育と根こぶ病に及ぼ
す影響

小杉徹，
岡野正豪，
荒尾知人，
金森哲夫

静岡県農業試験場研究報告 ５０ １９―２８ ２００６

B１１ 糸状菌食性線虫の生態及び植物病害抑制への利用 岡田浩明 東北農業研究センター研究報告 １０６ １５５―１９７ ２００６

B１１ 農村景観構造に基づく生物生息空間の評価－谷津環境の
チョウ類生息空間を例に－

山本勝利，
楠本良延，
椎名政博，
井手任，
奥島修二

システム農学 ２３（１） １―１０ ２００７

B１２ Changing green leaf volatile biosynthesis in plants: An
approach for improving plant resistance against both
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the butterbur borer moth Ostrinia zaguliavi (Lepidoptera:
Crambidae)

Tabata J，
Hoshizaki S，
Tatsuki S，
Ishikawa Y

Chemoecology １６（１） １２３―１２８ ２００６
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B２１ Osmotic water permeability of plasma and vacuolar
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new method
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B２１ Stability of rice pollination in the field under hot and dry
conditions in the Riverina region of New South Wales,
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Matsui T，
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Yoshimoto M，
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B２１ The characteristics of agro-climatic environments in
subtropical islands around Japan
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International Journal of Life
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Kanno T，
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Miranda CHB
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B２２ Wet deposition chemistry in Japan: Key feature of the
Japanese Acid Deposition Survey from 1983 to 2002

Hayashi K，
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Ohizumi T，
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Kitamura M，
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Matsuda K，
Minami Y，
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IGACtivities Newsletter of the
International Global Atmospheric
Chemistry Project
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B２２ Measurements of N２O and NO emissions during tomato
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glasshouse

Hosono T，
Hosoi N，
Akiyama H，
Tsuruta H

Nutrient Cycling in
Agroecosystems
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B２２ Methane emission from paddy fields and its mitigation
options on a field scale

Minamikawa K，
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Yagi K
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B２２ Methods for Estimating the Nitrogen Load on a Catchment
Scale

Itahashi S，
Komada M，
Takeuchi M

Japan Agricultural Research
Quarterly

４０（２） １３１―１４２ ２００６

B２２ Molecular phylogeny and new taxa in the Archaeosporales
( Glomeromycota ) : Ambispora fennica gen. nov. ,
Ambisporaceae fam. nov. and emendation of Archaeospora
and Archaeosporaceae

Walker C，
Vestberg M，
Demircik F，
Stockinger H，
Saito M，
Sawaki H，
Nishimura I，
Schüβler A

Mycological Research １１１（２）１３７―１５３ ２００７

B２２ Nitrate fluxes and nitrate removal in the shallow aquifer
below an Andisol field

Eguchi S，
Sawamoto M，
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N management in agrosystems in
relation to the Water Framework
Directive: Proceedings of the 14th
N Workshop, October 2005,
Maastricht, the Netherlands
[Schröder J.J. and Neeteson J.J.
eds.] (Report, Plant Research
International)

１１６ ３７５―３７７ ２００６

B２２ Nitrous oxide emissions from an intensively cultivated
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Ding W，
Cai Y，
Cai Z，
Yagi K，
Zheng X
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（２―３）
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B２２ NO, N２O, CH４ and CO２ fluxes in winter barley field of
Japanese Andisol as affected by N fertilizer management

Chu H，
Hosen Y，
Yagi K

Soil Biology and Biochemistry ３９（１） ３３０―３３９ ２００７

B２２ Polyphosphate metabolism in an achidophilic alga
Chalmydomonas acidophila KT-1 (Chlorophyta) under
phosphate stress.

Nishikawa K，
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Yamakoshi Y，
Ohtomo R，
Saito K，
Saito M，
Tominaga N

Plant Science １７０（２）３０７―３１３ ２００６

B２２ Prospects for multifunctionality of paddy rice cultivation in
Japan and other countires in monsoon Asia

Matsuno Y，
Nakamura K，
Masumoto T，
Kato T，
Sato Y

Paddy and Water Environment ４（４） １８９―１９７ ２００６

B２２ Soil respiration of forest ecosystems in Japan and Global
Implications

Lee MS，
Mo W，
Koizumi H

Ecological Research ２１（６） ８２８―８３９ ２００６

B２２ Temporal and spatial variations in N２O emissions from a
Chinese cabbage field as a function of type of fertilizer and
application

Cheng W，
Sudo S，
Tsuruta H，
Yagi K，
Hartley A

Nutrient Cycling in
Agroecosystems

７４（２） １４７―１５５ ２００６

B２２ Vacuolar localization of phosphorus in hyphae of
Phialocephala fortinii, a dark septate fungal root endophyte

Saito K，
Kuga-Uetake Y，
Saito M，
Peterson RL

Canadian Journal of
Microbiology

５２（７） ６４３―６５０ ２００６

B２２ 家畜ふん尿の処理物別、仕向先別の肥料成分量の推定 神山和則，
寳示戸雅之，
佐々木寛幸，
松浦庄司

日本土壌肥料学雑誌 ７７（３） ２８３―２９１ ２００６

B２２ 持続的で安定した食料生産をグローカルに考える 佐藤洋平 農業土木学会誌 ７５（１） ９―１３ ２００７
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B２２ 東アジアにおける大気経由の窒素負荷への農業起源アン
モニアの寄与の推定

新藤純子，
岡本勝男，
川島博之

日本水文科学会誌 ３６（３） ９５―１０４ ２００６

B２２ 貧栄養多雪地域における森林の窒素循環 大浦典子，
鈴木啓助，
奈良麻衣子，
村本美智子，
麓多門，
新藤純子，
戸田任重

環境科学会誌 １９（３） ２１７―２３１ ２００６

B２２ 矢作川流域の水田下層土における脱窒 恒川歩，
今井克彦，
柴山浩子，
糟谷真宏，
江口定夫

日本土壌肥料学雑誌 ７７（２） ２０７―２１１ ２００６

B２２ わが国の渓流水質の広域調査 木平英一，
新藤純子，
吉岡崇仁，
戸田任重

日本水文科学会誌 ３６（３） １４５―１４９ ２００６

B２２ わが国における渓流水のリン酸態リン濃度とその規定要
因

若松孝志，
木平英一，
新藤純子，
吉岡崇仁，
岡本勝男，
板谷明美，
金�植

水環境学会誌 ２９（１１）６７９―６８６ ２００６

B２２ 濃度勾配が示す草地からの亜硝酸ガスの間接発生 林健太郎，
野口泉

大気環境学会誌 ４１（５） ２７９―２８７ ２００６

B２２ 物質循環モデル解析におけるリモート・センシングと
GISの役割

岡本勝男，
新藤純子，
川島博之

日本水文科学会誌 ３６（３） １３７―１４４ ２００６

C１１ A study on Replenishment and decomposition of organic
matter in and Mat-Cryic Cambisols CO２ flux between
vegetation and atmosphere

李英年，
王勤学，
杜明遠，
趙亮，
徐世暁，
唐艶鴻，
于貴端，
趙新全，
古松

Acta Agrestia Sinica １４（２） １６５―１６９ ２００６

C１１ Aeolian dust experiment on climate impact: an overview of
Japan-China joint project ADEC

Mikami M，
Shi G，
Uno I，
Yabuki S，
Iwasaka Y，
Yasui M，
Aoki T，
Tanaka T，
Kurosaki Y，
Masuda K，
Uchiyama A，
Matsuki A，
Sakai T，
Takemi T，
Nakano M，
Seino N，
Ishizuka M，
Satake S，
Fujita K，
Hara Y，
Kai K，
Kanayama S，
Hayashi M，
Du M，
Kanai Y，
Yamada Y，
Xiaoye Zhang，
Zhibao Shen，
Hongfei Zhou，
Abe O，
Nagai T，
Tsutsumi Y，
Chiba M

Global and Planetary Change ５２
（１―４）

１４２―１７２ ２００６

C１１ Application of a commercial immunoassay to the direct
determination of insecticide imidacloprid in fruit juices

Watanabe E，
Baba K，
Eun H，
Miyake S

Food Chemistry １０２（３）７４５―７５０ ２００７
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C１１ Combined use of the biocontrol bacterium Pseudomonas
fluorescens strain LRB3W1 with reduced fungicide
application for the control tomato Fusarium wilt

Someya N，
Tsuchiya K，
Yoshida T，
Noguchi MT，
Sawada H

Biocontrol Science １１（２） ７５―８０ ２００６

C１１ Comparative analysis of argK-tox clusters and their flanking
regions in Phaseolotoxin-producing Pseudomonas syringae
pathovars

Genka H，
Baba T，
Tsuda M，
Kanaya S，
Mori H，
Yoshida T，
Noguchi MT，
Tsuchiya K，
Sawada H

Journal of Molecular Evolution ６３（３） ４０１―４１４ ２００６

C１１ Concentrations of carbon gases and oxygen and their
emission ratios in the burning of rice seed sheaths in a wind
tunnel

Yonemura S，
Kawashima S

Atmospheric Environment ４１（７） １４０７―１４１６ ２００７

C１１ Controlling factors on the interannual CO２ budget at a
subarctic black spruce forest in interior Alaska

Ueyama M，
Harazono Y，
Ohtaki E，
Miyata A

Tellus B ５８（５） ４９１―５０１ ２００６

C１１ Dioxotungsten 1, 2-benzenedithiolate complex stabilized by
NH...S hydrogen bonds

Baba K，
Okamura T，
Yamamoto H，
Yamamoto T，
Ohama M，
Ueyama N

Inorganic Chemistry ４５（２０）８３６５―８３７１ ２００６

C１１ Evaluation of transpiration rate of lotus using the stem heat-
balance method

Takagi K，
Harazono Y，
Noguchi S，
Miyata A，
Mano M，
Komine M

Aquatic Botany ８５（２） １２９―１３６ ２００６

C１１ Evidence of genetic exchange by parasexual recombination
and genetic analysis of pathogenicity and mating type of
parasexual recombinants in rice blast fungus, Magnaporthe
oryzae

Noguchi MT，
Yasuda N，
Fujita Y

Phytopathology ９６（７） ７４６―７５０ ２００６

C１１ Identoication of １３７Cs reference sites in southeastern China Tang X，
Yang H，
Du M，
Zhao Q，
Li R

Pedosphere １６（４） ４６８―４７６ ２００６

C１１ Immunoassay for acetamiprid detection: Application to
residue analysis and comparison with liquid chromatography

Watanabe E，
Miyake S，
Baba K，
Eun H，
Endo S

Analytical and Bioanalytical
Chemistry

３８６（５）１４４１―１４４８ ２００６

C１１ Immunoassay for iprodione: Key estimation for residue
analysis and method validation with chromatographic
technique

Watanabe E，
Miyake S

Analytica Chimica Acta ５８３（２）３７０―３７６ ２００７

C１１ Modeling evapotranspiration in Arctic coastal plain
ecosystems using a modified BIOME-BGC model

Engstrom R，
Hope H，
Kwon H，
Harazono Y，
Mano M，
Oechel W

Journal of Geophysical Research １１１ G０２０２１，
doi：
１０．１０２９／
２００５JG
０００１０２

２００６

C１１ Partial mapping of avirlence genes AVR-Pii and AVR-Pia in
the rice blast fungus Magnaporthe oryzae

Yasuda N，
Noguchi MT，
Fujita Y

Canadian Journal of Plant
Pathology

２８（３） ４９４―４９８ ２００６

C１１ Proteomic Analysis of Silkworm Fat Body Kajiwara H，
Itou Y，
Nakamura M，
Mita K，
Ishizaka M

Journal of Insect Biotechnology
and Sericology

７５（２） ４７―５６ ２００６

C１１ Reliable enzyme immunoassay detection for chlorothalonil:
Fundamental evaluation for residue analysis and validation
with gas chromatography

Watanabe E，
Miyake S，
Ito S，
Baba K，
Eun H，
Ishizaka M，
Endo S

Journal of Chromatography A １１２９
（２）

２７３―２８２ ２００６
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中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

C１１ Responses of soil temperature and humidity to changes of
vegetation coverage in Alpine Kobresia Meadow

李英年，
張法，
劉安花，
趙亮，
王勤学，
杜明遠

Chinese Journal of
Agrometeorology

２７（４） ２６５―２６８ ２００６

C１１ Seasonal variation of surface fluxes of two species Meadows
on the Qinghai-Tibet Plateau

趙亮，
徐世暁，
李英年，
趙新全，
于貴端，
古松，
杜明遠

Acta Agrestia Sinica １４（３） ２４８―２５３ ２００６

C１１ Temperature and biomass influences on interannual changes
in CO２ exchange in an alpine meadow on the Qinghai-
Tibetan Plateau

Kato T，
Tang Y，
Gu S，
Hirata M，
Du M，
Li Y，
Zhao X

Global Change Biology １２（７） １２８５―１２９８ ２００６

C１１ Temporal and spatial differences of methane flux at arctic
tundra in Alaska

Harazono Y，
Mano M，
Miyata A，
Yoshimoto M，
Zulueta RC，
Vourlitis G，
Kwon H，
Oechel W

Memoirs of National Institute of
Polar Research, Special Issue

５９ ７９―９５ ２００６

C１１ UV-B changing characteristics of Alpine Meadow area at
Haibei station in Qiliang mountain

李英年，
杜明遠，
唐艶鴻，
趙亮，
王勤学，
趙新全，
古松

Journal of Arid Land Resources
and Environment

２０（３） ７９―８４ ２００６

C１１ Wind tunnel experimental study on the effects of
polyethyene windvreak net on evaporation

Du M，
Maki T，
Kawashima S

Journal of Ecotechnology Research １２
（１―２）

１２２―１２５ ２００６

C１１ メッシュ気候値２０００による温暖化時の最大積雪深予測値
の検証

井上聡，
川島茂人，
横山宏太郎

雪氷 ６８（２） １１５―１２２ ２００６

C１１ わが国の米、小麦および土壌における９０Srと１３７Cs濃度の
長期モニタリングと変動解析

駒村美佐子，
津村昭人，
山口紀子，
藤原英司，
木方展治，
小平潔

農業環境技術研究所報告 ２４ １―２１ ２００６

C２１ Analysis of the infection sources of oxolinic acid resistant
field strains of Burkholderia glumae based on rep-PCR
analysis and nucleotide sequences of gyrB and rpoD

Maeda Y，
Horita M，
Shinohara H，
Kiba A，
Ohnish Ki，
Tsushima S，
Hikichi Y

Journal of General Plant
Pathology

７３（１） ４６―５２ ２００７

C２１ Coexistence and exclusion between humans and monkeys in
Japan: Is either really possible?

Sprague D，
Iwasaki N

Ecological and Environmental
Anthropology

２（２） ３０―４３ ２００６

C２１ Development and reproduction of an aphidophagous
coccinellid, Propylea japonica (Thunberg) (Coleoptera:
Coccinellidae), reared on analternative diet, Ephestia
kuehniella (Zeller) (Lepidoptera: Pyralidae) eggs

Hamasaki K，
Matsui M

Applied Entomology and Zoology ４１（２） ２３３―２３７ ２００６

C２１ Erwinia isolates from the bacterial shoot blight of pear in
Japan are closely related to Erwinia pyrifoliae based on
phylogenetic analyses of gyrB and rpoD genes

Matsuura T，
Shinoara H，
Inoue Y，
Azegami K，
Tsushima S，
Tsukamoto T，
Mizuno A

Journal of General Plant
Pathology

７３（１） ５３―５８ ２００７

C２１ Estimating dynamics of ecosystem CO２ flux and biomass
production in agricultural field on the basis of synergy
between process models and remotely sensed signatures

Inoue Y，
Olioso A

Journal of Geophysical Research １１１ D２４S９１，
doi：１０．
１０２９／２００６
JD００７４６９

２００６

C２１ Fungivory of Anatatha lignea, an interesting habit in
Noctuidae (Lepidoptera)

Yoshimatsu S，
Nakata Y

Entomological Science ９（３） ３１９―３２５ ２００６
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中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

C２１ Increase in BrAO1 gene expression and aldehyde oxidase
activity during clubroot development in Chinese cabbage
(Brassica rapa L.)

Ando S，
Tsushima S，
Tagiri A，
Kamachi S，
Konagaya K，
Hagio T，
Tabei Y

Molecular Plant Pathology ７（４） ２２３―２３４ ２００６

C２１ Indigenous knowledge on soil classification of ethnic groups
in Luang Prabang Province of the Lao PDR

Douangsavanh L，
Manivong V，
Polthanee A，
Roengsak Katawatin R，
Inoue Y

Journal of Mountain Science ３（３） ２４７―２５８ ２００６

C２１ Inhabitancy and colonization on healthy rice plants by
Glomerella cingulata

Yoshida S，
Tsukiboshi T，
Arie T，
Shinohara H，
Koitabashi M，
Tsushima S

Journal of Phytopathology １５５（１）３８―４４ ２００７

C２１ Measuring rice paddy persistence spanning a century with
Japan’s oldest topographic maps: georeferencing the Rapid
Survey Maps for GIS analysis

Sprague D，
Iwasaki N，
Takahashi S

International Journal of
Geographic Information Science

２１（１） ８３―９５ ２００７

C２１ Modeling of crop and soil parameters using C and L band
of SAR images

Dabrowska―
Zielinska K，
Inoue Y，
Kowalik W，
Gruszczynska M

Journal of Water and Land
Development

９ ３―２０ ２００６

C２１ On the Bragg scattering observed in L-band synthetic
aperture radar images of flooded rice fields

Ouchi K，
Wang H，
Ishitsuka N，
Saito G，
Mohri K

IEICE Transactions on
Communications

E８９―B
（８）

２２１８―２２２５ ２００６

C２１ Oscillatory behavior of monsoon rainfall over Sri Lanka
during the late 19th and 20th centuries and its relationships t
SSTs in the Indian Ocean and ENSO

Malmgren BA，
Hulugalla R，
Lindeberg G，
Inoue Y，
Hayashi Y，
Mikami T

Theoretical and Applied
Climatology

８９
（１―２）

１１５―１２５ ２００６

C２１ Phylogenetic analysis of Xanthomonas albilineans strains
from Okinawa, Japan, through a comparison of the gyrB and
rpoD genes in geographically distinct strains

Tsushima S，
Shinohara H，
Nakazato T，
Ando S，
Sugisawa T，
Tabei Y

Journal of Phytopathology １５４
（１１―１２）

６８３―６８７ ２００６

C２１ Phylogenetic study and multiplex PCR based detection of
Burkholderia plantarii, Burkholderia glumae and
Burkholderia gladioli using gyrB and rpoD sequences

Maeda Y，
Shinohara H，
Kiba A，
Ohnishi K，
Furuya N，
Kawamata Y，
Ezaki T，
Vandamme PAR，
Tsushima S，
Hikichi Y

International Journal of
Systematic and Evolutionary
Microbiology

５６（５） １０３１―１０３８ ２００６

C２１ Production of quorum-sensing-related signal molecules by
epiphytic bacteria inhabiting wheat heads

Yoshida S，
Kinkel LL，
Shinohara H，
Numajiri N，
Hiradate S，
Koitabashi M，
Suyama K，
Negishi H，
Tsushima S

Canadian Journal of
Microbiology

５２（５） ４１１―４１８ ２００６

C２１ Radiometric estimation of leaf inclination angles of various
crop species using multi-band polarization and reflectance

Shibayama M Plant Production Science ９（２） １５６―１６０ ２００６

C２１ Realtionship between light use efficiency and photochemical
reflectance index as affected by soil water content

Inoue Y，
Penuelas J

International Journal of Remote
Sensing

２７ ５２４９―５２５４ ２００６

C２１ Recent trends in nitrogen and phosphate use and balance on
Japanese farmland

Mishima S，
Taniguchi S，
Komada M

Soil Science and Plant Nutrition ５２（４） ５５６―５６３ ２００６

C２１ Remote assessment for wheat canopies in various cultivation
conditions using polarized reflectance

Shibayama M，
Watanabe Y

Plant Production Science ９（３） ３１２―３２２ ２００６

C２１ Single look classification accuracy for polarimetric SAR Davidson G，
Ouchi K，
Saito G，
Ishitsuka N，
Mohri K，
Uratsuka S

International Journal of Remote
Sensing

２７
（２１―２２）

５０７３―５０８０ ２００６
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中課題番号 課題名（詳しくは第 II 章を参照されたい）

A１１

A２１

B１１

B１２

B２１

B２２

C１１

C２１

農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発

外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発

農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解明

農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解明

地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク評価

農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手法の開発

農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発

中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

C２１ The minute pirate-bug genus Xylocoris Dufour (Hemiptera:
Heteroptera: Anthocoridae) from rice mills in Thailand

Yamada K，
Yasunaga T，
Nakatani Y，
Hirowatari H

Peoceedings of the Entomological
Society of Washington

１０８（３）５２５―５３３ ２００６

C２１ 奄美群島で発生が確認されたマンゴーの害虫 山口卓宏，
岩元順二，
後藤秀章，
野島秀伸，
尾松直志，
鳥越博明，
安田耕司，
瀬戸口脩，
林川修二

九州病害虫研究会報 ５２ ６０―６５ ２００６

C２１ 家畜ふん堆肥と化学肥料を併用したキャベツ栽培試験圃
場における硝酸態窒素の現存量評価

庄司正，
大倉利明，
鹿沼信行，
戸上和樹，
加部武，
畠山雅直，
高橋朋子，
山田正幸，
小柴守，
塚本雅俊，
神山和則，
中井信

群馬県農業技術センター研究報
告

４ ５６―５７ ２００７

C２１ 水稲作付面積計測への合成開口レーダ（SAR）の利用 石塚直樹 農業環境技術研究所報告 ２４ ９５―１５１ ２００６

C２１ 日本産ボクトウガ科 Cossus属３種の生態 中牟田潔，
Chen X，
北島博，
中西友章，
吉松慎一

森林防疫 ５６（１） ５―９ ２００７

C２１ モンゴルの農牧業、生態系と植生変動研究の現状 烏云娜，
岡本勝男

システム農学 ２２（１） ５９―６９ ２００６

C２１ わが国の食飼料供給に伴う窒素の動態に基づく環境負荷
発生構造の解析

三輪睿太郎，
織田健次郎，
松本成夫

日本土壌肥料学会誌 ７７（６） ６２７―６３４ ２００６

C２１ わが国の食飼料システムにおける１９８０年代以降の窒素動
態の変遷

織田健次郎 日本土壌肥料学会誌 ７７（５） ５１７―５２４ ２００６

C２１ 光・電磁波・音波による作物形態情報の非破壊計測手
法．

井上吉雄 日本作物学会紀事 ７５（２） ２２０―２２２ ２００６

C２１ 迅速測図に見る農業的土地利用の変遷・歴史 GISの構
築と活用

Sprague D，
岩崎亘典

システム農学 ２３（１） ３３―４０ ２００７

C２１ 作物個体群反射光の偏光特性の測定法と葉群構造の推定 芝山道郎 日本作物学会紀事 ７５（４） ５７９―５８２ ２００６

注記）

・中課題番号順に配列した。それぞれの課題名は以下のとおり。

・著者のうち当所に所属する者を太字で記載した。
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２．広報

（１）農業環境技術研究所が開催した研究会・シンポジウム

第３回公開セミナー「外来植物のリスクを調べて、その蔓延を防止する～外来植物とどう対峙するか？～」

（科学技術振興調整費重要問題解決型プロジェクト・アウトリーチ活動）

開 催 日：平成１８年８月５日

開催場所：岡山大学 創立五十周年記念館

主 催：（独）農業環境技術研究所

共 催：岡山大学環境理工学部、日本雑草学会雑草利用研究会、児島湖流域エコウェブ

国際ワークショップ「侵入生物に対するアジア・太平洋外来生物データベースの構築」

開 催 日：平成１８年９月１９日－２１日

開催場所：台中市・台湾農業薬物毒物研究所（台湾）

主 催：（独）農業環境技術研究所、亜太糧食肥料技術中心（FFTC）、台湾動植物衛生検疫局（BAPHIQ）、台湾

農業薬物毒物試験所（TACTRI）

参 加 国：７か国（カンボジア、タイ、台湾、日本、フィリピン、ベトナム、マレーシア）

参加者数：６０名

日韓共同国際シンポジウム 農業生態系における窒素の動態と有効な窒素管理手法

開 催 日：平成１８年９月２１日－２２日

開催場所：国際会議場（韓国、水原、農村振興庁）

農業と環境を考える－農業環境技術研究所 研究成果発表会２００６－

開 催 日：平成１８年９月２８日

開催場所：新宿明治安田生命ホール

参加者数：２２１名

第６回有機化学物質研究会「化学物質の大気中への飛散・揮散問題とその対策」

開 催 日：平成１８年１０月５日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１１９名

第２３回農薬環境動態研究会「マイナー作物を取り巻く農薬残留問題と今後の課題」

開 催 日：平成１８年１０月６日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１２２名

第４回公開セミナー『外来植物の「リスク」を調べて蔓延を防止する－研究開始後１年間に得られた成果について－』

（科学技術振興調整費重要問題解決型プロジェクトアウトリーチ活動）

開 催 日：平成１８年１０月２１日

開催場所：電気ビル（福岡市）

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：福岡市、西日本新聞社

参加者数：７５名
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第４回環境研究機関連絡会成果発表会「広がる環境研究フロンティア」

開 催 日：平成１８年１１月２８日

開催場所：つくば国際会議場

参加者数：１２３名

「自然共生」プロジェクトシンポジウム

＝恋瀬川流域の水・生態環境＝自然と共生する農林水産業の確立に向かって

開 催 日：平成１８年１２月８日

開催場所：つくば国際会議場

共 催：農林水産技術会議事務局、（独）農研機構農村工学研究所・九州沖縄農業研究センター、（独）農業環境技

術研究所、（独）森林総合研究所、（独）水産総合研究センター

参加者数：１２０名

第５回公開セミナー『外来植物の「リスク」を調べて蔓延を防止する－これまでの研究成果と今後重要となる問題点－』

（科学技術振興調整費重要問題解決型プロジェクト・アウトリーチ活動）

開 催 日：平成１８年１２月１０日

開催場所：東京国際フォーラム

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：農林水産省、環境省

参加者数：１２７名

NIAES国際シンポジウム２００６「モンスーンアジアにおける持続的農業のための環境資源の評価と有効利用～国際研究

協力に向けて～」

開 催 日：平成１８年１２月１２日－１４日

開催場所：つくば国際会議場

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：農林水産技術会議事務局

参加者数：２７６名

第２４回土・水研究会「物質循環の基盤としての土壌－炭素循環における役割－」

開 催 日：平成１９年２月２１日

開催場所：農林水産技術会議事務局筑波事務所

参加者数：１２２名

第２３回気象環境研究会「大気環境変化と植物の応答」

開 催 日：平成１９年３月９日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１２２名

公開シンポジウム：未来型農業都市社会と食農産業クラスターの構築に向けて

開 催 日：平成１９年３月１２日

開催場所：豊橋技術科学大学（愛知県豊橋市）

参加者数：百数十名
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（２）刊行物一覧

平成１８年度中に当所が出版した刊行物は次のとおりである。

（３）情報：農業と環境（No．７２～８３）

＊「情報：農業と環境」は当所のホームページ（http://www.niaes.affrc.go.jp）に掲載している。

No．７２（２００６．４．１）

・新たな中期計画の開始にあたって

・農業環境技術研究所の新組織

・平成１７年度農業環境研究推進会議の詳細

・公開セミナー「外来植物のリスクを調べて、その蔓延を防止する」 が倉敷市で開催された

・第２２回気象環境研究会「土壌と大気におけるガス交換のインターフェイスとしての植物の役割」 が開催された

・農業環境研究成果情報－第２２集－が刊行された

・NIAES Annual Report２００５が刊行された

・国際情報： 適正農業規範（GAP）

・本の紹介１９８： 科学技術社会論の技法、藤垣祐子 編、東京大学出版会（２００５）

No．７３（２００６．５．１）

・農業環境技術研究所の新たな中期目標と中期計画

・農業環境技術研究所の理念・行動憲章・環境憲章

・第３期科学技術基本計画の決定

・第三次環境基本計画の決定

誌名・巻号等 発行年月 頁 数 発行部数

農業環境技術研究所資料
「農業環境技術研究所所蔵微生物さく葉標本目録」

第３０号 １９．３ １６８ ８５０

農業環境技術研究所資料
「アジア太平洋外来生物データベース（APASD）
マニュアル」

第３１号 １９．３ ３２ ８５０

農業環境技術研究所年報 平成１７年度 １９．３ １４９ １，４００

NIAES Annual Report ２００６ １９．３ ９２ ９００

農環研ニュース No．７１ １８．７ １２ １，６００

農環研ニュース No．７２ １８．１０ １４ １，６００

農環研ニュース No．７３ １９．１ １２ １，６００

農環研ニュース No．７４ １９．３ １４ １，６００

研究成果情報
（旧誌名：農業環境研究成果情報）

第２３集 １９．３ ５１ ６００

研究所リーフレット（和文） 概要版 １８．６ ４，０００

研究所リーフレット（英文） 概要版 １８．８ ２，０００

研究所パンフレット（英文） 小型版 １８．８ ２，０００

研究所パンフレット（和文） 標準版 １８．８ ５，０００

研究所パンフレット（英文） 標準版 １８．８ ２，０００

研究所パンフレット（和文） 詳細版 １９．３ ３，０００

土壌モノリス館 パンフレット １９．３ ２，０００

温室効果ガス発生制御施設 パンフレット １９．３ ２，０００
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・農業環境技術研究所と東京大学との教育研究協定が締結された

・昆虫文献目録「三橋ノート」画像データベース

・秋山博子氏： 平成１８年度文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞

・山村光司氏： 第５０回日本応用動物昆虫学会賞を受賞

・国際ワークショップ 「モンスーンアジア農業生態系における温室効果ガス発生」 が開催された

・日韓共同国際ワークショップ 「農業生態系における窒素負荷と河川・地下水への流出：モニタリングとモデルによ

る解析」 が開催された

・農業環境技術研究所の一般公開が行われた

・インベントリー展示館に肥料・煙害展示室がオープンした

・農業環境技術研究所年報 第２２号（平成１６年度）が刊行された

・農業環境技術研究所報告 第２４号が刊行された

・農業環境技術研究所資料 第２９号が刊行された

・本の紹介１９９：１０年後の日本、「日本の論点」編集部編、文藝春秋社（２００５）

No．７４（２００６．６．１）

・独立行政法人農業環境技術研究所平成１８年度計画

・遺伝子組換え作物栽培実験 説明会（６月３日、つくば）

・平成１８年度農業環境技術研究所評議会が開催された

・研究プロジェクト「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」の開始

・食品の安全性に関するリスク管理への取り組み

・虫の日

・本の紹介２００： 日本の科学／技術はどこへいくのか、中島秀人 著、岩波書店（２００６）

・本の紹介２０１： 身近な雑草のゆかいな生き方、稲垣栄洋 著、三上修 絵、草思社（２００３）

・本の紹介２０２： 森の生態史 －北上山地の景観とその成り立ち－、大住克博・杉田久志・池田重人 編、古今書院

（２００５）

・５０万人めの訪問者の方に記念品をさしあげます

No．７５（２００６．７．１）

・農業と環境を考える －農業環境技術研究所 研究成果発表会２００６－

・第６回有機化学物質研究会 「化学物質の大気中への飛散・揮散問題とその対策」

・第２３回農薬環境動態研究会 「マイナー作物を取り巻く農薬残留問題と今後の課題」

・つくばちびっ子博士２００６「身近な自然から環境を考える」

・つくばリサーチギャラリー 夏休み特別公開

・論文の紹介： 輪作畑の炭素収支

・本の紹介２０３： 踊る「食の安全」－農薬から見える日本の食卓、松永和紀 著、家の光協会（２００６）

・本の紹介２０４： 生きる力を育む 食と農の教育、嶋野道弘・佐藤幸也 著、家の光協会（２００６）

No．７６（２００６．８．１）

・公開セミナー 「外来植物のリスクを調べて、その蔓延を防止する －外来植物とどう対峙するか？－」（８月５日、

岡山市）

・「第７回農林水産環境展 EFAFF２００６」の開催

・農林水産省農村振興局資源課農村環境保全室との連絡会が開かれた

・いばらき産業大県フェア２００６～ものづくりと知の集積産業大県いばらき～ が開催された

・コメのカドミウム濃度の国際基準値が決定された
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・本の紹介２０５： 科学技術の国際競争力－アメリカと日本相剋の半世紀－

・本の紹介２０６： 田んぼの生き物－百姓仕事がつくるフィールドガイド

・本の紹介２０７： 科学者という仕事

No．７７（２００６．９．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１）有機化学物質リスク評価 RP

・農業と環境を考える－農業環境技術研究所研究成果発表会２００６－（続報）参加申し込みについて／ポスターセッショ

ンの内容

・農林水産省大臣官房環境政策課との意見交換会が開かれた

・第１１回 IUPAC農薬化学国際会議が開催された

・サマー・サイエンスキャンプ２００６が開催された

・つくばちびっ子博士２００６「身近な自然から環境を考える」が実施された

・論文の紹介： 下水汚泥を施用した土壌のカドミウム収着特性

・本の紹介２０８： 環境ホルモン－水産生物に対する影響実態と作用機構－

・本の紹介２０９： 増補改訂版リスク学事典

・本の紹介２１０： 系統樹思考の世界

No．７８（２００６．１０．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（２）畑土壌生物多様性 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（３）温暖化モニタリング RP

・農業と環境を考える－農業環境技術研究所研究成果発表会２００６－が開催された

・「多様な生物を育む農林水産業へ向けて」－自然共生プロジェクト生態系チームシンポジウム－（１０月４日）

・公開セミナー： 外来植物の「リスク」を調べて蔓延を防止する－研究開始後１年間に得られた主な成果について－

（１０月２１日、福岡市）

・アグリビジネス創出フェア２００６－出会えます！最新技術シーズとビジネスパートナー（１０月２５・２６日、東京）

・豊橋技術科学大学と農業環境技術研究所との連携推進協定が結ばれた

・資料の紹介： 「森林・農地・水域を通ずる自然循環機能の高度な利用技術の開発」成果集

・資料の紹介： 「環境影響評価のためのライフサイクルアセスメント手法」研究成果報告書、同別冊：「LCA手法を

用いた農作物栽培の環境影響評価実施マニュアル」

・論文の紹介： 好気的環境にある陸生植物からメタンが発生している

・本の紹介２１１： ワールドウォッチ研究所地球白書２００６－０７

・５５５，５５５人めの訪問者の方に記念品をさしあげます

No．７９（２００６．１１．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（４）重金属リスク管理 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（５）外来生物生態影響 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（６）農業空間情報 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（７）情報化学物質生態機能 RP

・第４回環境研究機関連絡会成果発表会「広がる環境研究フロンティア」（１１月２８日）

・NIAES国際シンポジウム２００６：「モンスーンアジアにおける持続的農業のための農業資源の評価と有効利用－国際

研究協力に向けて－」（１２月１２－１４日）

・佐藤洋平理事長： 国際農業工学会功労賞（CIGR Merit Award）を受賞

・農業環境技術研究所研究成果発表会２００６： 「農業と環境を考える」の報告

・公開セミナー： 外来植物のリスクを調べて、その蔓延を防止する－外来植物とどう対峙するか？－が岡山市で開催
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された

・国際ワークショップ「侵入生物に対するアジア・太平洋外来生物データベースの構築」が台湾で開催された

・「多様な生物を育む農林水産業へ向けて」－自然共生プロジェクト生態系チームシンポジウム－が開催された

・第６回有機化学物質研究会「化学物質の大気中への飛散・揮散問題とその対策」が開催された

・第２３回農薬環境動態研究会「マイナー作物を取り巻く農薬残留問題と今後の課題」が開催された

・論文の紹介： 大気中 POPs監視のための世界ネットワークの構築に向けた地球規模での同時モニタリングの試み

・本の紹介２１２： 環境－安全という価値は…

・本の紹介２１３：１００億人への食糧－人口増加と食糧生産への知恵－

No．８０（２００６．１２．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（８）栄養塩類リスク評価 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（９）作物生産変動要因 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１０）農業環境リスク指標 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１１）温室効果ガス RP

・玉木佳男氏： 平成１８年秋の叙勲で瑞宝中綬章を受章

・公開セミナー「外来植物のリスクを調べて蔓延を防止する－研究開始後の１年間に得られた主な成果について－」が

福岡市で開催された

・「びわ湖環境ビジネスメッセ２００６」が開催された

・「アグリビジネス創出フェア２００６」が東京で開催された

・公開セミナー外来植物の「リスク」を調べて蔓延を防止する（１２月１０日、東京国際フォーラム）

・論文の紹介： 欧州の５か国における農業環境施策が生物多様性にもたらした効果

・論文の紹介： ブドウ灰色かび病菌の生物防除

・本の紹介２１４： 現代社会における食・環境・健康

・本の紹介２１５： 地球・環境・人間

・本の紹介２１６： 環境有機化学物質論

No．８１（２００７．１．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１２）水田生物多様性 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１３）炭素・窒素収支広域評価 RP

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１４）環境資源分類・情報 RP

・TXテクノロジー・ショーケース・イン・ツクバ２００７

・第２４回土・水研究会「物質循環の基盤としての土壌－炭素循環における役割－」

・第２３回気象環境研究会「大気環境変化と植物の応答」

・革新的農業技術習得研修「農業環境の情報把握と管理のためのリモートセンシング・地理情報システムの利用技術」

が実施された

・農業生産者 NPO「田舎のヒロインわくわくネットワーク」と農環研研究者との意見交換・交流会が開催された

・NIAES国際シンポジウム２００６「モンスーンアジアにおける持続的農業のための農業資源の評価と有効利用－国際研

究協力に向けて－」が開催された

・農業環境技術研究所「環境報告書２００６」を公表

・論文の紹介： コドラート調査における“種の豊富さ”のベイズ推定

・本の紹介２１７： はじめての環境経済学

・本の紹介２１８： レスター・ブラウンプランＢ２．０－エコ・エコノミーをめざして

・本の紹介２１９： 論文捏造
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No．８２（２００７．２．１）

・農業環境技術研究所リサーチプロジェクト（RP）の紹介（１５）遺伝子組換え生物生態影響 RP

・公開シンポジウム： 未来型農業都市社会と食農産業クラスターの構築に向けて

・平成１９年度の農業環境技術研究所依頼研究員の受入れ

・農林水産技術会議事務局が２００６年の１０大研究成果を発表

・農業環境を巡る２００６年の重要ニュース

・革新的農業技術習得研修「農業環境の情報把握と管理のためのリモートセンシング・地理情報システムの利用技術」

のテキストを公開

・論文の紹介： 日光が植物残さの分解を促進する

・本の紹介２２０： 持続可能なグリーン・ツーリズム－英国に学ぶ実践的農村再生－

・本の紹介２２１： アジア環境白書２００６／０７

・本の紹介２２２： 硝酸塩は本当に危険か－崩れた有害仮説と真実

No．８３（２００７．３．１）

・平成１８年度農業環境技術研究所連携推進会議が開催された

・TXテクノロジー・ショーケース・イン・ツクバ２００７が開催された

・国際情報： 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第４次評価報告書：第１作業部会報告（自然科学的根拠）

・論文の紹介： 生物多様性を進化系統学的な尺度で測る

・本の紹介２２３： 地域と環境が蘇る水田再生

・本の紹介２２４： 不都合な真実

・本の紹介２２５： 植物力人類を救うバイオテクノロジー

（４）マスコミへの情報提供と報道

１）プレスリリース

年月日 件 名

１８．４．３ 昆虫文献目録「三橋ノート」の画像データベースを公開

１８．４．６ 農業環境技術研究所が東京大学と教育研究の協定を締結

１８．４．２１ 農耕地から発生する温室効果ガスである亜酸化窒素の発生量を正しく推定
－施肥法改善による抑制の可能性も明らかに－

１８．５．１８ 農業環境技術研究所で行う遺伝子組換えダイズの栽培実験について

１８．８．１１ 農業環境技術研究所が所蔵する昆虫タイプ標本の画像情報を公開

１８．８．１７ 【共同発表】森林による二酸化炭素吸収量の連続測定技術をアジアへ普及
－人材養成のトレーニングコースを開催－

１８．９．２１ 農業環境技術研究所が豊橋技術科学大学と連携推進の協定を締結
－農と工の連携による農業環境研究の新たな展開を目指して－

１８．１１．７ 【環境研究機関連絡会】第４回環境研究機関連絡会成果発表会「広がる環境研究フロンティア」の開催に
ついて（お知らせ）

１９．１．１２ 土壌残留農薬を吸収しにくいカボチャ台木でキュウリの汚染を低減
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２）個別取材一覧

取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

１８．３．３０ １８．４．１８「イネによるカドミウム汚染土壌の修復技術」について NHK水戸放送局 村上 政治

１８．３．３１ １８．４．４ 東京のタンポポについて J−WAVE 芝池 博幸

１８．４．１４ １８．４．３「三橋ノート」および画像データについて NHK水戸放送局 安田 耕司

１８．５．１ １８．５．１２「関東地方に見られるタンポポの４割は単一のクローン」
について

読売新聞 芝池 博幸

１８．５．１９ １８．６．１「気候変動で変わる、食と農」について 関西電力・MC＆P 岡本 勝男

１８．６．７ １８．６．９ 外来植物のリスク評価と蔓延防止に関する研究について NHK水戸放送局 藤井 義晴

１８．６．７ アジサイの摂食について テレビ東京 藤井 義晴
平舘俊太郎

１８．９．２０ １８．１１．１ 系統樹に基づく進化的な思考法について 読売新聞 三中 信宏

１８．１０．２３ １８．１０．２３ アレチウリについて テレビ朝日 藤井 義晴

１８．１０．２７ １８．１１．２ 掲載記事内容の確認依頼 アイキューブつくば 藤井 義晴

１８．１０．３１ １８．１１．１４「農地から発生する亜酸化窒素の削減技術の開発」研究の
推捗状況について

朝日新聞仙台支局 秋山 博子

１８．１１．２ 殺虫剤ペルメトリンの特性について 朝日新聞東京本社 上路 雅子

１８．１１．７ １８．１２．１０ 東京ＭＸテレビ「ガリレオチャンネル」の出演要請 ワック株式会社 藤井 義晴

１８．１１．１１ １９．２ 除草剤ダイズの撮影協力 NHKエンタープライズ 松尾 和人
吉村 泰幸

１８．１１．２０ １８．１１．２４ 大阪府下の河川で大発生している外来植物「ウォーターレ
タス」について

テレビ朝日 藤井 義晴

１８．１１．２９ 地方の報
道機関へ
配信

「気候変動は農業にどのような影響を及ぼすのか」につい
て

共同通信社 横沢 正幸

１８．１２．７ 地方の報
道機関へ
配信

「植物の力で農耕地の POPsリスクを低減する」について 共同通信社札幌支社 大谷 卓

１８．１２．１６ 「近年の北海道のコメの品質と地球温暖化との関連」「今
後のコメ生産に及ぼす地球温暖化の影響」について

NHK 長谷川利拡

１８．１２．２２ １９．２．１ 「有害化学物質（カドミウム）のリスクを軽減する技術」
について

農業技術通信社「農
業経営者」編集部

小野 信一

１８．１２．２５ １８．１２．２７ 「農耕地から発生する温室効果ガスである亜酸化窒素の発
生量を正しく推定」について

日本農業新聞営農部 秋山 博子

１８．１２．２５ １９．１．１０ 「気候変動による県別平均コメ収量の変化予測結果」につ
いて

日本農業新聞社 横沢 正幸

１８．１２．２６ １８．１２．２９ 「東アジアの農業に起因する窒素負荷と水質汚染の現状」
について

日本農業新聞社 新藤 純子

１８．１２．２７ １９．１．８ 「温暖化・気候変化と作物の生育・収量の関連」について 毎日新聞化学環境部 長谷川利拡

１９．１．１１ １９．１．１６ 温暖化がコメ生産に与える影響について TBSテレビ報道局
編集センター

長谷川利拡
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３）新聞記事

取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

１９．１．２５ １９．２．１８ 外来種タンポポの侵入による在来種タンポポへの影響 日本経済新聞社 芝池 博幸

１９．１．３０ １９．２．１ 機器の開発趣旨発明の効果等に関する説明 日刊工業新聞 須藤 重人

１９．２．１ 農薬のリスク管理の現状の説明 フジテレビ 上路 雅子

１９．２．２ １９．２．３ ２０６０年代の米収量予測図のもととなったデータの提供と解
説

日本テレビ 藤井 毅
秋山 博子
長谷川利拡
今川 俊明

１９．２．８ 地球温暖化が与える、世界の穀物地図：IPCC４次報告を
受けて

毎日新聞社 岡本 勝男

１９．２．１４ １９．２．１７ 温暖化の影響と考えられる農作物の目に見える変化について フジテレビ 今川 俊明

１９．２．１５ １９．２．２８ ディルドリンを吸収しにくいカボチャ台木について 日本農業新聞 大谷 卓

１９．２．１５ １９．２．２１ 暖冬で害虫が大発生するかの問い合わせ 読売新聞科学部 平井 一男

１９．２．２０ 温暖化で降雪量が減少する際の農業場面での影響について テレビ朝日
ウエザーセンター

今川 俊明

１９．３．６ １９．４．１ 定期企画「ストップ温暖化」への資料提供等の協力要請 ジン・ネット 野内 勇
長谷川利拡

１９．３．６ １９．６．６ 気候変化が農業へ及ぼす影響について（平成１９年版環境・
循環型社会白書）

環境省総合環境政策
局

横沢 正幸

１９．３．６ １９．４．８ 温暖化によるコメ生産の将来予測について 朝日新聞社 横沢 正幸

１９．３．７ モウソウチクをソバで防除する方法について 日本放送協会 藤井 義晴

１９．３．１４ １９．４．８ 気候変化が日本のコメ生産へ及ぼす影響評価（３月６日の
追加取材）

朝日新聞社 横沢 正幸

１９．３．２８ １９．５．１ 地球温暖化が農業に与える影響について 生活クラブ事業連合
生活協同組合連合会
「生活と自治」編集室

今川 俊明
野内 勇

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

１８．４．４ 昆虫データ ネットで公開 日本農業新聞

１８．４．７ 農環研と東大が協定 日本農業新聞

１８．４．７ 昆虫研究の文献 ネット上で公開 日経産業新聞

１８．４．１１ 画像データベースをウェブで公開 化学工業日報

１８．４．１４ 「三橋ノート」画像 DB公開 科学新聞

１８．４．２０ 最新の研究成果紹介 常陽新聞

１８．４．２２ 水田発生は過大評価 茨城新聞

１８．４．２５ 水田の温暖化ガス N２O 発生量、畑の１／４ 日経産業新聞

１８．４．２６ 水田で使う窒素肥料の温暖化影響を過大評価 毎日新聞

１８．５．２ 肥料由来の N２O発生量 IPCC数値は過大 化学工業日報
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

１８．５．５ 日本雑草学会第４５回大会開く 新農林技術新聞

１８．５．５ 日本雑草学会賞受賞者記念講演要旨 新農林技術新聞

１８．５．１２ “クローンタンポポ”関東の４割 読売新聞

１８．５．１９ 遺伝子組み換えダイズ野外栽培 常陽新聞

１８．５．１９ ツルマメと交雑率 関係調査 遺伝子組み換え大豆栽培 茨城新聞

１８．５．１９ 遺伝子組み換えダイズとツルマメの交雑調査 毎日新聞

１８．５．２０ TX効果で過去最高 見学者数４万５千人に 常陽新聞

１８．５．２１ 除草剤に強い大豆作り 読売新聞

１８．６．１ 気候変動が食と農に与える影響 関西電力メール
マガジン

１８．８．１５ 昆虫標本５６８種 ネットで公開 日経産業新聞

１８．８．１７ 昆虫標本画像 ネットで公開 日本農業新聞

１８．８．１８ 森林の CO２吸収量計測技術 アジアの専門家に伝授 日刊工業新聞

１８．９．４ 農地の洗浄技術実用化を促進 化学工業日報

１８．９．２３ 豊橋技科大と共同研究協定 日本経済新聞

１８．９．２５ 農業環境研究で連携 化学工業日報

１８．９．２５ 豊橋技科大と連携推進協定 日経産業新聞

１８．９．２６ 豊橋技術科学大と連携推進協定 常陽新聞

１８．９．２９ 環境への悪影響抑える 技術成果を発表 日本農業新聞

１８．１１．１ 歴史の手法で生物学（系統樹が様々な学問で見られる意義などについて） 読売新聞

１８．１１．４ 農業と環境を考える 日本農業新聞

１８．１１．４ 成果発表会に当たって 日本農業新聞

１８．１１．１４ 農地から発生の温暖化ガス増加 朝日新聞

１８．１２．１５ 「自然共生」生態系チームシンポジウム開く 新農林技術新聞

１８．１２．２５ ０６年農林水産研究１０大成果 化学工業日報

１８．１２．２６ ０６年農林水産研究１０大成果 農水省が選定 化学工業日報

１８．１２．２７ 農業技術この一年 １０大農林水産研究成果から（下） 農耕地から発生する
温室効果ガスの推定

日本農業新聞

１８．１２．２９ 輸入増で水質汚染拡大 硝酸性窒素過剰が深刻化 日本農業新聞

１９．１．８ 温暖化、稲作直撃 毎日新聞

１９．１．１０ 温暖化で米減収 日本農業新聞

１９．１．１６ キュウリのディルドリン吸収 低減へ有望台木 日本農業新聞

１９．１．１６ キュウリの残留農薬低減 カボチャ台木低吸収性品種を利用 化学工業日報

１９．１．１７ キュウリの残留農薬汚染 台木品種で吸着量に差 日刊工業新聞

１９．１．１７ 冬の昆虫テーマにつくばで科学教室 茨城新聞
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４）テレビ・ラジオ等

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

１９．１．１９ キュウリの栽培 台木の種類で農薬残量に差 日経産業新聞

１９．１．２６ 低吸収カボチャ台木利用 科学新聞

１９．１．２８ 虫の冬越し学ぶ 読売新聞

１９．２．１ 農環研が同時計測技術 日刊工業新聞

１９．２．１８ タンポポ異変 津々浦々 日本経済新聞

１９．２．２０ タイプ標本ネットに公開 朝日新聞

１９．２．２１ 渇水・害虫大量発生か 読売新聞

１９．２．２８ カボチャ台木でキュウリ汚染低減 日本農業新聞

１９．３．２ 土壌ガス同時計測 科学新聞

１９．３．２９ 傾斜地での作業 安全対策に注目 日本農業新聞

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

１８．４．３ 「いばらきわいわいスタジオ」－「三橋ノート」および画像データベースに
ついて

NHK水戸放送局

１８．４．４ 「ランデブー」－東京のタンポポについて J−WAVE

１８．４．４ 「おはよう茨城」－「三橋ノート」および画像データベースについて NHK水戸放送局

１８．４．１８ 「首都圏ネットワーク、いばらきわいわいスタジオ」－土壌汚染除去への研究 NHK水戸放送局

１８．６．２１ 「いばらきわいわいスタジオ」－農耕地から発生する温室効果ガスについて NHK水戸放送局

１８．６．９ 「いばらきわいわいスタジオ」－外来植物のリスク評価と蔓延防止に関する
研究について

NHK水戸放送局

１８．１０．２３ 「スーパー Jチャンネル」－多摩川で謎の植物大発生（アレチウリについて） テレビ朝日

１８．１２．１０ 「ガリレオチャンネル」－感じる植物～植物も自立的に生きている～（アレ
ロパシー研究の紹介）

東京MXテレビ

１８．１１．２４ 「スーパーモーニング」－ウォーターレタスについて テレビ朝日

１９．１．１１ 「筑紫哲也 NEWS２３」－温暖化時の米生産への影響について TBSテレビ

１９．１．１２ 「いばらきわいわいスタジオ」－土壌残留農薬を吸収しにくいカボチャ台木
でキュウリの汚染を低減について

NHK水戸放送局

１９．２．３ 「NEWS ZERO」－２０６０年代の米の収量予測について 日本テレビ

１９．４．１ 「プレミア」－コメの収量予測マップの提供 フジテレビ
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３．一般向け行事及び来訪者

（１）一般向け行事

１）農業環境技術研究所で実施した行事

行事名：科学技術週間に伴う農業環境技術研究所一般公開「未来につなげよう 安全な農業と環境」

開催日：平成１８年４月１９日

来訪者：１，２３３名

行事名：つくばちびっ子博士２００６－身近な自然から環境を考える－

開催日：平成１８年７月２６日、８月２日、８月９日、８月２３日、８月３０日

参加者：１５７名（父兄除く小中学生）

行事名：サマー・サイエンスキャンプ２００６

開催日：平成１８年８月９日～１１日

参加者：１２名（高校生）

２）農業環境技術研究所外で実施した行事

行事名：つくばリサーチギャラリー夏休み特別公開「外来植物の脅威」

開催日：平成１８年７月２９日

開催場所：つくばリサーチギャラリー

行事名：つくば科学フェスティバル２００６「小さな昆虫の姿」

開催日：平成１８年１０月７日

開催場所：つくばカピオ

行事名：アグリキッズ科学教室「冬をすごす昆虫のすがた」

開催日：平成１９年１月２７日～２８日

開催場所：つくばリサーチギャラリー

（２）その他の見学者・来訪者

平成１８年度は、一般見学等７０件７４６名を受け入れた。

年 月 件数 人数 年 月 件数 人数

平成１８年４月 １ ５ 平成１８年１０月 ３ ５

５月 １２ １３１ １１月 ２ ５２

６月 ９ １０３ １２月 ７ ４９

７月 １３ １９４ 平成１９年１月 １ １７

８月 ４ １７ ２月 ９ ８９

９月 ４ ３５ ３月 ５ ４９
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１．共同研究

（１）国内

平成１８年度は、共同研究契約にもとづく２１件の共同研究を実施した。相手先は公立試験研究機関３件、独立行政法人

２件、大学３件、民間１６件であった。

（２）国外

平成１３年にMOUを締結した大韓民国農村振興庁農業科学技術院とは、運営費交付金プロジェクト「農業生態系にお

ける水質保全とその環境影響評価に関する国際共同研究」（平成１５年～１８年）による共同研究を行った。

中国科学院土壌科学研究所とは平成１４年度にMOUを締結し、「温室効果ガスの動態解明」や「地球温暖化に伴う食

料生産変動予測」に関する共同研究を実施した。

ドイツ・ボン大学開発研究センターとは平成１６年より、MOUの締結関係にある。平成１８年度は理事長が訪問し、情

報交換を行った。

ラオス国立農林業研究センターと「東南アジアにおける移動耕作生態系の CO２シンク・ソース制御および食糧生産持

続性を強化するための農学的・地球科学的研究」に関する共同研究を推進し、データの交換や研究者の相互訪問等を行

った。

アメリカのニューハンプシャー大学と「地球温暖化影響予測モデルの開発」に関する研究協力を行った。

平成１８年は新たにランドケア研究ニュージーランド社とのMOUを締結し、生物多様性、外来生物等に関する研究協

力を開始した。

２．行政等からの要請による委員会等への専門家の派遣一覧

V．研究・技術協力

主催者名 委員会名 役職

環境省 平成１８年度温室効果ガス排出量算定方法検討会吸収源分科会 委員

環境省 平成１８年度「除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査・研究業務」検討会 委員

環境省 中央環境審議会 臨時委員

環境省 平成１８年度農薬飛散リスク評価手法確立調査検討会 委員

環境省 平成１８年度新規 POPs等研究会 委員

環境省 「平成１８年度農薬による陸域生態影響評価技術開発調査」検討会 委員

環境省 平成１８年度農用地土壌環境保全技術検討会 委員

環境省 土壌汚染による生態系・生活環境への影響等検討調査検討委員会 委員

環境省 森林等の吸収源問題に関するワーキング・グループ 委員

環境省 平成１８年度土壌・植生タスクフォース国内支援グループ 検討委員

環境省 平成１８年度温室効果ガス排出・吸収目録作成、解析等業務「京都議定書に準拠し
た日本国の割当量に関する報告書に対する訪問審査」

委員

環境省・農林水産省 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律に基づき意見を聴取
する学識経験者

学識経験
者

環境省・気象庁 平成１８年度地球温暖化観測推進事務局ワーキンググループ 委員

環境省自然環境局 生態系保全のための植生管理方策検討委員会 委員
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主催者名 委員会名 役職

環境省自然環境局 外来緑化植物の評価手法に関する検討会 委員

環境省自然環境局・農林水産省
農林水産技術会議事務局

生物多様性影響評価検討会 委員

環境省水・大気環境局 ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及びダイオキシン類環境測定調
査精度管理状況の確認

委員

環境省水・大気環境局 平成１８年度水産動植物登録保留基準設定検討会 検討委員

環境省水・大気環境局 平成１８年度環境測定分析検討会 検討員

環境省水・大気環境研究領域環
境局

平成１８年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査分科会及び統括主査・主査
会議

主査

環境省総合環境政策局環境保健
部

平成１８年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会 検討員

環境省地球環境局 平成１８年度酸性雨対策検討会（生態影響分科会） 検討員

国土交通省国土技術政策総合研
究所

特定外来生物（植物）検討委員会 委員

人事院 試験専門委員の委嘱について 試験専門
委員

人事院 国家公務員採用Ｉ種試験（理工 IV）試験専門委員 試験専門
委員

内閣府食品安全委員会事務局 食品安全委員会 専門委員

内閣府 日本学術会議連携会員 連携会員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP•WCRP合同分科会
MAHASRI（モンスーンアジア水文気候研究計画）小委員会

委員

内閣府 日本学術会議連携会員 連携会員

内閣府 日本学術会議連携会員 連携会員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP•WCRP合同分科会
GLP小委員会

委員

日本ユネスコ国内委員会自然科
学小委員会 IHP分科会ユネス
コ・アジア太平洋地域 IHPト
レーニング・コースWG

国際水文学計画（IHP）トレーニング・コースWG 委員

農林水産省・環境省 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行
規則第１０条の規定に基づく農林水産大臣及び環境大臣が意見を聴く学識経験者

学識経験
者

文部科学省 科学技術・学術審議会専門委員（生命倫理・安全部会） 専門委員

文部科学省 科学技術・学術審議会臨時委員（研究計画・評価分科会） 臨時委員

文部科学省 平成１８年度アジア原子力協力フォーラム（FNCA）バイオ肥料運営グループ 委員

文部科学省科学技術・学術政策
局

科学技術・学術審議会 臨時委員

文部科学省研究開発局 科学技術・学術審議会 臨時委員

関東地域農業気象協議会（関東
農政局生産経営流通部）

平成１８年度関東地域農業気象協議会 委員、幹
事

国際かんがい排水委員会日本国
内委員会（農林水産省農村振興
局）

ICID日本国内委員会 委員

農薬適正使用指導強化協議会
（農林水産省消費安全局農産安
全管理課農薬対策室）

技術対策支援チーム 委員
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主催者名 委員会名 役職

農林水産省 平成１８年度 JAS規格等検査・分析手法妥当性確認委託事業におけるサンプリン
グ手法検討委員会

委員

農林水産省 土地改良事業換地等対策調査検討委員会 委員

農林水産省 アジア環境保全型農業パートナーシップ検討会 委員

農林水産省 平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業「温水処理と微生物資材
を併用した果樹類白紋羽病の治療法」推進会議

アドバイ
ザー

農林水産省関東農政局 国営事業管理委員会「環境に係る情報協議会」 委員

農林水産省消費・安全局 平成１８年度有害化学物質リスク管理基礎調査事業に関する検討会（ダイオキシン
類）

委員

農林水産省消費・安全局 「平成１８年度有機リン系農薬の評価及び試験方法の開発調査事業」事業推進検討
委員会

委員

農林水産省生産局 草地管理指標（草地の土壌管理及び施肥編）改訂検討委員会 委員

農林水産省生産局 農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー アドバイ
ザー

農林水産省生産局 平成１８年度環境調和型草地開発整備手法確立調査委託事業検討委員会 委員

農林水産省生産局 新たな農業生産環境施策確立調査」に係る検討会 委員

農林水産省大臣官房統計部 水稲平年収量に関する検討会 委員

農林水産省農村振興局 平成１８年度景観配慮等基準化検討委員会 委員

農林水産省農村振興局 平成１８年度多面的機能維持増進調査に関する委員会 委員

農林水産省農村振興局 平成１８年度計画基準調査委託事業ほ場整備（畑）計画基準検討委員会 委員

農林水産省農村振興局 農業用水路の適切な管理と評価に関する検討委員会 委員

農林水産省農村振興局 平成１８年度外来生物対策指針策定調査検討委員会 検討委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

平成１８年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業専門評価委員 専門評価
委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」プロジェクト研究運
営委員会

委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価と高度対策技術の開発」プロジェ
クト研究運営委員会

委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「平成１８年度融合新領域研究戦略的アセス調査委託事業：新たな農地・水・環境
保全技術の開発に関するアセス調査」に係る作業部会

作業部会
委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「平成１８年度融合新領域研究戦略的アセス調査委託事業：農林水産物及び環境中
における化学物質等の高度なリスク管理に関するアセス調査」に係る作業部会

作業部会
委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

「第１種使用規程承認組換え作物栽培実験指針」検討会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

農林水産研究計算・情報センター２００４年システム中間評価に係る作業部会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業「長距離移動性イネウンカ類の飛来
予測システムの実用化技術の開発」平成１８年度推進評価会議

外部有識
者

独立行政法人農薬検査所 平成１８年度独立行政法人農薬検査所における調査研究に係る外部評価委員 外部評価
委員

独立行政法人肥飼料検査所 肥料等技術検討会 検討委員

独立行政法人国際農林水産業研
究センター

中期計画評価会議分科会 評価委員

独立行政法人国際農林水産業研
究センター

平成１８年度 JARQ編集委員会 委員

独立行政法人農業・食品産業技
術総合研究機構食品総合研究所

独立行政法人食品総合研究所遺伝子組換え生物第二種使用実験安全委員会 委員

農業環境技術研究所年報 平成１８年度５４



主催者名 委員会名 役職

独立行政法人農業・食品産業技
術総合研究機構生物系特定産業
技術研究支援センター

成果管理評価委員会 委員

独立行政法人農業生物資源研究
所

平成１８年度独立行政法人農業生物資源研究所第１種使用規程承認遺伝子組換え作
物の使用に関する業務安全委員会

委員

王子製紙株式会社 バイオマス燃焼灰の再資源化による持続可能なバイオマス生産の要素技術開発委
員会

委員

独立行政法人医薬品医療機器総
合機構

独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 専門委員

独立行政法人宇宙航空研究開発
機構

衛星リモートセンシング推進委員会 委員

独立行政法人宇宙航空研究開発
機構

GPM利用検討委員会 委員

独立行政法人産業技術総合研究
所

研究ユニット評価委員会 委員

独立行政法人日本学術振興会 熱帯生物資源研究基金運営委員会 委員

独立行政法人日本原子力研究開
発機構

施設利用協議会 専門委員

独立行政法人緑資源機構 アフガニスタン国参加型農業農村復興支援対策調査討委員会 委員長

学校法人東海大学情報技術セン
ター

地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会 委員

国立大学法人筑波大学 学位論文審査委員会 委員

国立大学法人筑波大学 学位論文審査委員会 委員

国立大学法人筑波大学 学位論文審査委員会 委員

国立大学法人東京大学地球観測
データ統融合連携研究機構

国家基幹技術「データ統合・解析システム」研究開発推進委員会 委員

東京農業大学総合研究所 平成１８年度学術フロンティア共同研究プロジェクト外部評価委員会 委員

東京農業大学大学 東京農業大学大学院農学研究科学位論文審査委員会 委員

茨城県 茨城県国土利用計画審議会 委員

熊本県 荒尾市浦河流域化学物質汚染対策検討委員会 委員

群馬県 群馬県農業研究有識者懇談会 委員

群馬県農業技術センター 試験研究課題に係る評価会の外部評価委員 委員

埼玉県 農産物安全技術専門委員会 委員

埼玉県農林総合研究センター 埼玉県農林総合研究センター研究等評価委員会 委員

滋賀県 環境こだわり農業環境影響調査事業調査検討委員会 委員

青森県 放射性物質形態別移行調査検討委員会 委員

青森県 微量元素葉面挙動調査検討委員会 委員

千葉県 千葉県試験研究機関評価委員会環境研究センター課題評価専門部会 構成員

土壌保全調査事業全国協議会
（県の試験場の任意団体）

土壌保全調査事業全国協議会 事業推進
アドバイ
ザー

富山県 富山県環境審議会土壌専門部会 委員

福井県 平成１９年度農用地細密調査事業検討会 委員

北海道 平成１８年度エゾシカ保護管理検討会 委員

つくば市 つくば市環境審議会 委員
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主催者名 委員会名 役職

財団法人残留農薬研究所 平成１８年度農薬的資材安全性確認試験検討会 委員

財団法人日本植物調節剤研究協
会

環境残留試験委員会 委員

財団法人日本土壌協会 土壌・施肥管理システム開発委員会 委員

財団法人日本農業研究所 環境収支定量化実証調査事業運営委員会 委員

財団法人日本農業研究所 平成１８年度環境負荷低減農業技術確立実証事業企画・管理委員会 委員

財団法人農業技術協会 農業技術誌編集委員会 編集委員

財団法人農産業振興奨励会会長
咲花茂樹

農産物含有物質簡易分析システム等実用化事業検討委員会 委員

社団法人日本アイソトープ協会 ライフサイエンス部会安定同位元素専門委員会 委員

社団法人日本下水道協会 下水汚泥分析方法改訂委員会 委員

社団法人日本下水道協会 「再生と利用」編集委員会 委員

社団法人日本下水道協会 下水汚泥緑農地利用促進連絡会 委員

社団法人日本下水道協会 下水汚泥コンポスト利用促進連絡会 委員

社団法人日本環境測定分析協会 環境測定分析士試験委員会 委員

社団法人日本植物防疫協会 環境残留試験委員会 委員

社団法人日本草地畜産種子協会 環境に配慮した草地管理に係る調査事業における環境保全推進検討委員会 委員

社団法人農林水産先端技術産業
振興センター

「産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業」研究推進会議 委員

社団法人林業薬剤協会 平成１８年度林業用薬剤開発試験結果の調査委員会 委員

IIASA日本委員会（国際応用シ
ステム分析研究所；非政府ベー
スの学術的な国際研究機関）

IIASA日本委員会 委員

全国土地改良事業団体連合会 平成１８年度農業農村整備優良地区コンクール選定審査会 委員

特定非営利活動法人国際生命科
学研究機構

ILSI Japanバイオテクノロジー部会アドバイザリー委員会 委員

農業環境技術研究所年報 平成１８年度５６



３．海外機関との連携

国際研究コンソーシアムの構築

食料・水・気候変動等の農業環境に関わる問題の解決に向けて、共通点の大きいモンスーンアジア地域の研究者が連

携して研究を進めることを目的に、NIAES国際シンポジウム「モンスーンアジアにおける持続的農業のための農業資

源の評価と有効利用－国際研究協力に向けて－」を平成１８年１２月に開催し、モンスーンアジア農業環境研究コンソーシ

アム（MARCO）を新たに設立した。コンソーシアムでは、農業環境技術研究所が中心となって、国際シンポジウムの

開催、コンソーシアムWebサイトの立ち上げ等を推進していくこととしている。

国際研究コンソーシアムMARCO結成趣意書

平成１８年１２月１２日～１４日つくば国際会議場（エポカル）にて開催された NIAES国際シンポジウムの総合討議（１４日）

において、アジア農業環境研究コンソーシアム（MARCO）に対する要望等が報告された。それを受けて、農業環境問

題の解決のため研究者・技術者・行政担当者等が一体となって取り組むためMARCOを結成することを表明したシン

ポジウム声明が採択された。

シンポジウム声明：

December 14, 2006

Tsukuba International Congress Center (EPOCHAL), Japan

Symposium Statement

To Further Advance Agro−Environmental Research in Monsoon Asia

The 276 participants from 15 countries in the international symposium “Evaluation and Effective Use of Environmental

Resources for Sustainable Agriculture in Monsoon Asia − Toward International Research Collaboration”, hosted by the National

Institute for Agro−Environmental Sciences (NIAES) and supported by the Agriculture, Forestry and Fisheries Research Council

of the Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries, hereby confirm and agree upon the following points by consensus.

1. In monsoon Asia it is urgent that we solve environmental problems affecting agriculture in order to achieve sustainable

development while maintaining a sound agro−ecosystem.

2. Solving these problems requires that researchers, administrative authorities, research institutes, and other entities connected

with agriculture and the environment in the countries of this region make a concerted effort under close collaboration.

3. For that purpose, we shall create the Monsoon Asia Agro−Environmental Research Consortium (MARCO), which

transcends the boundaries of specialization and countries, and conduct agro−environmental research through international

collaboration under the consortium.

Role of NIAES in the Consortium

The National Institute for Agro−Environmental Sciences (NIAES) will pursue the following activities for the purpose of

conducting research under the Monsoon Asia Agro−Environmental Research Consortium (MARCO).

1. Regularly provide venues for events such as international symposia for exchanging research information.

2. Provide a website as a venue for exchanging consortium information.

3. Help train the people who will carry on activities under the consortium.

V．研究・技術協力 ５７



４．受入研究員等一覧

研究課題制度名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

JSPS外国人特別研究員 生物生態機能研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

１６．１０．２０～
１８．１０．１９

分子生物学的解析法を用いた亜酸化窒素放出に関与
する土壌微生物群集構造の解析

物質循環研究領域 １ 中国科学院生態環境研
究センター

１６．１０．２５～
１８．１０．２４

亀裂の発達した下層土を通じたコロイド吸着態およ
び溶存態カドミウムの移動

物質循環研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

１６．１１．１～
１８．１０．３１

重窒素トレーサー法を用いた土壌微生物による亜酸
化窒素発生機作の解明

生態系計測研究領域 １ エジプト Assiut大学 １７．４．１～
１８．１１．２８

開発途上国における人口動態と農村の持続的開発

生物多様性研究領域 １ ポーランド ワルシャ
ワ農業大学

１７．８．２～
１９．８．１

DNAマイクロアレイを用いたソバ由来のアレロケ
ミカルの研究

有機化学物質研究領域 １ 日本大学生物資源科学
部博士研究員

１７．９．１～
１９．８．３１

残留性有機汚染物質（POPs）の高精度分析に基づ
く日韓農業環境における実態比較

生物生態機能研究領域 １ イギリス ロザムステ
ッド研究所

１７．９．１４～
１９．９．１３

日本における QoI剤耐性うどんこ病菌の分子生物
学的スクリーニング方法の開発

生物生態機能研究領域 １ イラン シャーレコー
ド大学

１７．１１．２３～
１９．１１．２２

DNAを用いた土壌線虫相の同定方法と形態的同定
の整合性向上に関する研究

生物生態機能研究領域 １ ベナン共和国 植物病
理学専攻

１７．１１．３０～
１９．１１．２９

白絹病菌菌核に付着する微生物群集の解析

JSPS外国人招へい研究者
（短期）

物質循環研究領域 １ ロシア 農業物理研究
所

１８．５．１２～
１８．７．１０

農耕地からの温室効果ガス発生量の評価とその削減
技術に関する研究

物質循環研究領域 １ ニュージーランド研究
科学省

１９．３．３０～
１９．４．２８

新しい形態の緩効性窒素肥料の開発

JSPS特別研究員 生態系計測研究領域 １ JSPS １８．４．１～
２１．３．３１

リモートセンシングと GISによる草資源量および
家畜栄養摂取量の広域評価手法の開発

生物生態機能研究領域 １ JSPS １８．４．１～
２１．３．３１

拮抗微生物の機能利用による微生物制御法の開発と
機能発現を阻害する環境要因の解明

土壌環境研究領域 １ JSPS １９．１．１～
２０．１２．３１

安定同位体を利用した土壌中の可給態カドミウム量
測定法の開発

エコフロンティア・フェ
ロー

物質循環研究領域 １ タイ エネルギと環境
に関する連携大学院大
学

１８．４．１～
１９．３．３１

アジア諸国の農耕地における CH４、N２O発生量のモ
デリング

生態系計測研究領域 １ ラオス国立農林業研究
所

１８．１２．２３～
１９．３．１７

移動耕作生態系管理手法の改善に関わる社会経済
的・文化的受容性に関する研究

OECD共同研究プログラム
フェロー

物質循環研究領域 １ 韓国農業科学技術院 １８．４．２４～
１８．７．２３

水田を基軸とした農業集水域における窒素負荷およ
び窒素除去推定モデルの開発

湖南省高等教育計画フェ
ロー

生物生態機能研究領域 １ 中国湖南農業大学 １８．５．１～
１８．１．３１

植物に病害抵抗性を誘導する物質の分子生物学的ス
クリーニング手法の開発

外国人招へい研究者 大気環境研究領域 １ バングラデシュ農業大
学

１８．５．２２～
１８．９．５

二国間交流事業・共同研究「ベンガル低地の水田に
おけるフラックス総合観測」

大気環境研究領域 １ バングラデシュ農業大
学

１８．７．７～
１８．７．２７

二国間交流事業・共同研究「ベンガル低地の水田に
おけるフラックス総合観測」

有機化学物質研究領域 １ 韓国農村振興庁国際技
術協力課

１８．８．１７～
１８．８．２０

「残留性有機化学物質への暴露およびリスク評価」
に関する共同研究

有機化学物質研究領域 １ 韓国農業科学技術院 １８．８．１７～
１８．８．２０

「残留性有機化学物質への暴露およびリスク評価」
に関する共同研究

大気環境研究領域 １ 中国 揚州大学 １８．１２．１～
１８．１２．２９

交付金プロ「コメ生産のリスク評価」に関する FACE
実験の共同解析

大気環境研究領域 １ タイ コンケン大学 １８．１２．１０～
１８．１２．１６

国家基幹技術プロ「海洋地球観測探査システム／
データ統合解析システムの構築」に関する共同研究

大気環境研究領域 １ タイ コンケン米研究
センター

１８．１２．１０～
１８．１２．１６

農水省委託プロ「水循環変動が食料生産に及ぼす影
響評価」に関する共同研究

大気環境研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

１８．１２．１０～
１８．１２．２０

NIAES国際シンポ、温室効果ガスワークショップ
に出席、環境省委託「地球環境総合・温室効果ガス」
に関する研究打合せ

生物多様性研究領域 １ タイ 農業省 １８．１２．９～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、外来植物ワークショッ
プに出席、共同研究打合せ

農業環境技術研究所年報 平成１８年度５８



研究課題制度名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

外国人招へい研究者 生物多様性研究領域 １ ベトナム 自然科学大
学

１８．１２．９～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、外来植物ワークショッ
プに出席、共同研究打合せ

生物多様性研究領域 １ IRRI １８．１２．１０～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、遺伝子組換え生物ワー
クショップに出席、共同研究打合せ

生物多様性研究領域 １ 中国 Fudan大 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、遺伝子組換え生物ワー
クショップに出席、共同研究打合せ

生物多様性研究領域 １ 韓国 国立農業生物工
学研究所

１８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、遺伝子組換え生物ワー
クショップに出席、共同研究打合せ

物質循環研究領域 １ 韓国農業科学技術院 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、外来植物ワークショップに出
席、交付金プロ「日韓水質保全」に関する研究打合せ

物質循環研究領域 ２ 韓国農業科学技術院 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークショップに
出席、交付金プロ「日韓水質保全」に関する研究打合せ

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ IRRI １８．１２．１０～
１８．１２．１３

NIAES国際シンポジウムに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ オーストラリア クウ
ィーンズランド大

１８．１２．１０～
１８．１２．１３

NIAES国際シンポジウムに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ インド アナマライ大 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウムに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ 中国科学院南京土壌研
究所

１８．１２．１０～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークシ
ョップに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ IRRI １８．１２．１０～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークシ
ョップに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ スリランカ ペラデニ
ヤ大

１８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、外来植物ワークショッ
プに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ 中国 国立稲研究所 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、外来植物ワークショッ
プに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ インドネシア ボゴー
ル大

１８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークシ
ョップに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ タイ モンク王工科大 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークシ
ョップに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ インド 環境森林省 １８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、温室効果ガスワークシ
ョップに出席

NIAES国際シンポ
組織委員会

１ ベトナム 南水資源研
究所

１８．１２．１１～
１８．１２．１６

NIAES国際シンポジウム、米生産変動予測ワーク
ショップに出席

有機化学物質研究領域 ３ 韓国農業科学技術院 １８．１２．１４～
１８．１２．２１

「残留性有機化学物質への暴露およびリスク評価」
に関する共同研究

大気環境研究領域 １ 中国科学院西北高原生
物研究所

１８．１２．１９～
１８．１２．２５

２１世紀の炭素管理に向けたアジア陸域生態系の統合
的炭素収支研究

大気環境研究領域 １ バングラデシュ農業大
学

１９．２．２８～
１９．３．２０

二国間交流事業・共同研究「ベンガル低地の水田に
おけるフラックス総合観測」

物質循環研究領域 ５ 韓国農村振興庁農業科
学院

１９．３．７～
１９．３．９

農業生態系における水質保全とその環境影響評価に
関する国際共同研究

受入研究員 大気環境研究領域 １ 岐阜大学流域圏科学研
究センター

１８．４．１～
１８．７．１７

土壌圏炭素動態の温暖化予測に関する土壌有機物の
環境応答メカニズム

生物多様性研究領域 １ 雪印種苗（株） １８．４．１～
１９．３．３１

外来植物に含まれる毒物の検索およびその定量・分
析

生態系計測研究領域 １ 首都大学東京都市環境
科学研究科

１８．４．２７～
１８．９．２９，
１８．１０．１～
１９．３．１

ENSOとアジアにおける気温・降水量変動の関係お
よびその農業影響に関する研究

生態系計測研究領域 １ エジプト Assiut大学 １８．９．１～
１８．１１．３

開発途上国における人口動態と農村の持続的開発

生物多様性研究領域，
生物生態機能研究領域

１ 雪印種苗（株） １８．９．１～
１８．１２．２８

土壌微生物群集の多様性解析

物質循環研究領域 １ 韓国農業科学技術院 １８．１０．１７～
１８．１０．２０

日韓農林水産技術協力委員会合意課題に関する意見
交換

物質循環研究領域 １ 韓国高嶺地農業研究所 １８．１０．１７～
１８．１０．２０

日韓農林水産技術協力委員会合意課題に関する意見
交換
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研究課題制度名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

受入研究員 物質循環研究領域 ２ 韓国農業科学技術院 １８．１０．１７～
１８．１０．２６

韓国農業科学技術院との共同研究「日韓水質保全」の
一環として、養分負荷の実態調査、研究打合せを行う

物質循環研究領域 ２ 韓国農村振興庁農業科
学院

１９．３．７～
１９．３．９

農業生態系における水質保全とその環境影響評価に
関する国際共同研究

ウィンターインスティテ
ュート研究生

生物多様性研究領域 １ 韓国 ソウル大 １９．１．１５～
１９．２．１５

利根川流域におけるランドスケープ構造が鳥類の多
様性に及ぼす影響の解明

JICA研修員 大気環境研究領域 １ 中国農業科学院・農業環
境持続的可能発展研究所

１８．８．７～
１８．８．２９

農業気象情報システムの有効活用

依頼研究員 有機化学物質研究領域 １ 熊本県農業研究セン
ター

１８．７．３～
１８．９．２９

農薬残留総合対策調査

有機化学物質研究領域 １ 愛媛県農業試験場 １８．７．７～
１８．１０．０６

質量分析計を用いた残留農薬一斉分析の効率的分析
法

生態系計測研究領域 １ 青森県農林総合研究セ
ンター

１８．９．１～
１８．１１．３０

水稲生育品種評価へのリモートセンシングの応用

生物生態機能研究領域 １ 栃木県農業環境指導セ
ンター

１８．９．１～
１８．１１．３０

PCR−Luminex法によるイネいもち病菌の同定と
MBI−D剤に対する耐性検定

農業環境インベント
リーセンター

１ 大分県農林水産研究セ
ンター

１８．９．２５～
１８．１２．２２

チョウ目、カメムシ目等の害虫および土着天敵の分
類・同定法

土壌環境研究領域 １ 福井県農業試験場 １８．１０．２～
１８．１２．２８

土壌洗浄による迅速な土壌汚染修復技術の研究

技術講習 生物生態機能研究領域 １ 東京農工大大学院連合
農学研究科

１８．４．３～
１８．４．２８

eDNA情報の迅速利用システムの開発と利用に関す
る技術講習

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

炭素安定同位体比測定応用技術の取得

有機化学物質研究領域 １ 信州大学大学院工学系
研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

河川および湖沼における底質、水、大気、生物中の
POPsの分析技術の習得

生物多様性研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

絶滅危惧植物の遺伝的多様性評価に関する手法

生物多様性研究領域 １ 筑波大学大学院環境科
学研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

植生調査およびその解析

生物生態機能研究領域 １ 茨城大学大学院農学研
究科

１８．４．３～
１９．３．３０

カバークロップ利用と線虫の種別増殖に関する研
究・調査

生物生態機能研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

土壌線虫の識別・同定

生物生態機能研究領域 １ 横浜国立大大学院環境
情報学府

１８．４．３～
１９．３．３０

土壌自由生活性線虫の標本作製法および同定法の研
修

生物生態機能研究領域 １ 山形大学農学部 １８．４．３～
１９．３．３０

イネ葉面生息細菌の分類、同定法に関する技術習得

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

１８．４．３～
１９．３．３０

農業環境中に生息する微生物が産生する化学物質の
生態系における動態や機能の解析

生物多様性研究領域 １ 鹿児島大学大学院連合
農学研究科

１８．４．１１～
１８．４．２５

マングローブ林床土壌中に存在する腐植酸とフルボ
酸の NMR分析

生物生態機能研究領域 １ 茨城大学農学研究科 １８．５．１～
１９．３．３０

糸状微生物の分類と同定に関する技術講習

有機化学物質研究領域 １ 山形大学農学研究科 １８．５．１５～
１９．３．３０

アトラジン、ビスフェノール Aの分析法習得

生物多様性研究領域 １ （財）国際科学振興財団 １８．６．１～
１９．３．３０

植物成分の化学分析に関する技術講習

生物生態機能研究領域 １ 長岡技術科学大学工学
部生物系

１８．６．１９～
１８．７．２８

土壌環境下の細菌からの核酸抽出

生物多様性研究領域 １ 横浜国立大教育人間科
学部

１８．６．２６～
１９．３．３０

土壌分析およびデータ解析法

生物多様性研究領域 １ 山梨県森林総合研究所 １８．７．３～
１８．７．７

土壌の性質の解析方法

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

１８．７．２１～
１９．２．２８

土壌微生物相の PCR−DGGE解析
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研究課題制度名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

技術講習 生物多様性研究領域 １ 佐賀大学農学研究科 １８．７．２８～
１８．９．１５

アレロパシー物質の単離・同定方法の習得

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

１８．８．１～
１９．３．３０

農業環境中に生息する微生物に対する情報化学物質
の影響評価

大気環境研究領域 １ 福島工業高等専門学校 １８．８．１４～
１８．８．２５

イネの穂温と穂周辺の群落微気象観測手法

生物多様性研究領域 １ 福島工業高等専門学校 １８．８．１４～
１８．８．２５

アレロパシー活性を持つ植物の探索と利用

大気環境研究領域 １ 新潟大学農学部 １８．８．１４～
１９．２．２８

高夜温・高 CO２濃度下におけるイネの登熟過程の炭
素分配に関する実験手法の習得

生物多様性研究領域 ２ 東京学芸大学教育学部 １８．８．１６～１７，
１８．８．２８～２９

フローサイトメーターを用いたタンポポ類の倍数性
分析

大気環境研究領域 １ 福島工業高等専門学校 １８．８．２１～
１８．９．１

メッシュ気象値を用いた気象影響評価手法

生物生態機能研究領域 １ 日本大学薬学部 １８．８．２１～
１８．９．１５

難分解性化合物の微生物分解機構の解析

生物生態機能研究領域 １ 福島工業高等専門学校 １８．８．２８～
１８．９．８

土壌微生物による環境汚染物質の浄化

有機化学物質研究領域 １ 岩手大学農学部 １８．９．５～
１８．９．１５

農薬などの有機化学物質の検査手法および生態系汚
染リスクの評価

生物生態機能研究領域 １ 東京農大農学研究科 １８．９．１１～
１８．１２．８

ギンラン菌根菌の分離・培養・同定

生物生態機能研究領域 １ （株）関西ペイント １８．９．１２ 菌のイネ等への接種、発病調査

農業環境インベント
リーセンター

１ 神戸植物防疫所 １８．１０．３～
１８．１１．２

ハマキガ科ほか小蛾類の同定識別技術の習得

生物生態機能研究領域 １ 長岡技術科学大学工学
部

１８．１０．１０～
１９．１．３１

有機塩素化合物分解菌の遺伝子解析

物質循環研究領域 １ 日本大学文理学部 １８．１０．１６～
１９．１．３１

茶園土壌中の溶存イオンの動態

生物生態機能研究領域 １ 島根大学生物資源科学
研究科

１８．１０．３０～
１９．１１．１

微生物群集の DGGE解析

生物生態機能研究領域 １ 奈良県農業総合セン
ター

１８．１１．１～
１８．１１．３０

耐性菌の遺伝子診断技術

生物多様性研究領域 １ 東京農業大学国際食料
情報学部

１８．１１．１～
１９．３．３１

アレロパシー活性検定法の習得と植物生長調節物質
の分析

有機化学物質研究領域 ２ 韓国釜山大環境工学科 １８．１１．６～
１８．１１．１９

環境資料中の POPsの分析手法

生物多様性研究領域 １ 新潟大学教育人間科学
部

１８．１１．７～
１９．１１．９

押し葉標本からの DNAの抽出と、それらを用いた
タンポポ属植物の雑種個体の判定

生物多様性研究領域 １ 新潟大学自然科学研究
科

１８．１１．７～
１９．１１．９

押し葉標本からの DNAの抽出と、それらを用いた
タンポポ属植物の雑種個体の判定

生物生態機能研究領域 １ 農水省横浜植物防疫所 １８．１１．１６～
１８．１２．１４

植物病原糸状菌の分子生物学的同定および識別手法
の習得

土壌環境研究領域 １ （財）日本きのこセン
ター菌蕈研究所

１８．１２．４～
１８．１２．１３

乾燥松茸粉末の効率的酸分解方法及びストロンチウ
ムの分離精製方法

生物多様性研究領域 １ 新潟大学教育人間科学
部

１８．１２．１１～
１８．１２．１３

押し葉標本からの DNAの抽出と、それらを用いた
タンポポ属植物の雑種個体の判定

土壌環境研究領域 １ 新潟県農業総合研究所
園芸研究センター

１８．１２．１１～
１８．１２．２０

土壌カドミウムの分画および抽出法の習得

有機化学物質研究領域 １ 東京理科大学薬学部 １８．１２．１１～
１９．３．３１

GC/MSおよび LC/MSを用いた微量化学物質の分析
法の習得

農業環境インベント
リーセンター

１ 埼玉県農林総合研究セ
ンター園芸研究所

１８．１２．２０～
１９．３．３０

野菜類に寄生するアザミウマ類の同定法の習得

生物生態機能研究領域 ２ 信州大学農学部 １８．１２．２５～
１８．１２．２７

アーバスキュラー菌根菌および根部エンドファイト
における菌類ウィルス（dsRNA）の探索
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５．大学との連携

（１）連携大学院

筑波大学、東京大学、東京工業大学および東京農業大学とは、連携大学院方式による教育研究協力に関する協定が結

ばれている。平成１８年度は、合計１９名の客員教員を派遣した。

（２）連携講座

平成１８年度は新たに東京大学大学院農学生命科学研究科と連携講座（エコロジカル・セイフティー学）を設置し、教

授および助教授として５名を派遣した。また、豊橋技術科学大学と連携推進協定を締結し、連携・協力を開始した。

（３）（財）農民教育協会鯉淵学園

鯉淵学園との間に締結した「環境保全・循環型農業の実証研究」に関する教育研究協力に関するMOUに基づいて、

当所から客員研究員８名を派遣して講義を実施し、実証ほ場での試験・研究を継続した。さらに、当所の新任研究職員

の研修を鯉淵学園に依頼する等、連携・協力を推進した。

（４）大学への委託

受託研究プロジェクトについては大学へ３９件を委託するとともに、１件の研究課題を受託した。さらに、１件の共同

研究契約に基づく共同研究を実施し、連携研究を強化した。

（５）非常勤講師派遣

お茶の水大学等へ延べ１７名の非常勤講師を派遣し、講義や実習を行った。

研究課題制度名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

技術講習 土壌環境研究領域 １ 筑波大学第二学群生物
資源学類

１９．１．４～
１９．３．３１

炭素安定同位体比測定応用技術の取得

生物多様性研究領域 １ 新潟大学教育人間科学
部

１９．２．５～
１９．２．７

押し葉標本からの DNAの抽出と、それらを用いた
タンポポ属植物の雑種個体の判定

生物多様性研究領域 １ 鳥取大学連合農学研究
科

１９．２．１３～
１９．３．３１

NMRを用いた土壌分析法の修得

大気環境研究領域 １ 長野県野菜花き試験場
佐久支場

１９．２．２６～
１９．３．２

地球温暖化に伴う農作物の収量変動等評価手法

有機化学物質研究領域 １ 山形県農業総合研究セ
ンター

１９．３．５～
１９．３．９

水・メタノール抽出によるドリン類分析方法及び土
壌や水中の微量なドリン類を分析する方法の取得

農業環境インベント
リーセンター

１ 愛媛県農業試験場 １９．３．５～
１９．３．９

愛媛県デジタル土壌図を活用した主題図作成

生物生態機能研究領域 １ 東京農業大学農学部 １９．３．１２～
１９．３．３０

微生物の分類、同定

教育研究研修生 有機化学物質研究領域 １ 東京農業大学農学研究
科

１８．４．３～
１９．３．３１

「木質炭化素材を用いたトリアジン系除草剤汚染環
境への分解菌接種技術の開発」
担当併任教員：高木 和広

生物生態機能研究領域 ３ 筑波大学生命環境科学
研究科

１８．４．１３～
１９．３．３１

「新規資材による生体防御機能等の活性化機構の解明」
担当併任教員：石井 英夫

生態系計測研究領域 １ 東京農業大学農学研究
科

１８．４．３～
１９．３．３１

「環境資源・環境負荷データの分類手法及び多変量
解析手法の開発」
担当併任教員：三中 信宏

生態系計測研究領域 １ 筑波大学生命環境科学
研究科

１８．４．３～
１９．３．３１

「リモートセンシング・地理情報システムを用いた
農業環境資源の情報化と活用」
担当併任教員：井上 吉雄

物質循環研究領域 １ 東京工業大学総合理工
学研究科

１８．９．１９～
１９．３．３１

「農耕地における温室効果ガス発生抑制技術の定量
的評価」
担当併任教員：須藤 重人

農業環境技術研究所年報 平成１８年度６２



６．依頼同定、分析及び技術相談

行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、研究所が有する高度な専門的知識が必要とされ他の機関では実施が困難な化

学物質の分析（１４件）、昆虫や微生物等の鑑定（４１件）を実施するとともに、農業環境に係る様々な技術相談（２５５件）

に対応した。

V．研究・技術協力 ６３



１．機構

第 II期中期計画におけるミッションを重点的かつ効率的に推進するために、平成１８年４月に組織再編を行った。研

究組織は、各専門分野の研究者が集まる研究領域およびセンターを設け、基本単位を大型化し、第 II期中期計画に基

づく研究課題を推進するために、研究課題毎にリサーチプロジェクト（RP）を設けた。

組織図（平成１９年１月１日現在）

２．人事

（１）役職員数

１）役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

２）職員の状況

平成１９年１月１日現在の常勤職員数は１８６名である。

VI．総 務

理事長 研究統括主幹

理事 企画戦略室

監事 連携推進室

広報情報室

研究技術支援室

研究情報システム専門役

業務統括主幹

総務管理室

財務管理室

研究コーディネータ

大気環境研究領域

物質循環研究領域

土壌環境研究領域

有機化学物質研究領域

生物多様性研究領域

生物生態機能研究領域

生態系計測研究領域

農業環境インベントリーセンター

監査室

リサーチプロジェクト（RP）

有機化学物質リスク評価RP

重金属リスク管理RP

外来生物生態影響RP

遺伝子組換え生物生態影響RP

水田生物多様性RP

畑土壌生物多様性RP

情報化学物質生態機能RP

作物生産変動要因RP

温室効果ガスRP

炭素・窒素収支広域評価RP

栄養塩類リスク評価RP

温暖化モニタリングRP

農業空間情報RP

農業環境リスク指標RP

環境資源分類・情報RP

６４



（２）人材育成に係る研修

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

講話
理事長講話 ４ 農業環境技術研究所 １８．４．３ ２名

１８．１２．１ ２名

所
内
研
修

新規採用者研修 ４ 農業環境技術研究所 １８．４．３～７ ２名
１８．１２．１～４ ２名

英語研修（初級） ５ 農業環境技術研究所 １８．６月～１２月

英語研修（中級） ４ 農業環境技術研究所 １８．６月～１２月

放射線障害防止のための教育訓練 ２７
（９７）

農業環境技術研究所 １８．５．１６
（機構・生物研職員含）

農業関係研修 １ 農業環境技術研究所 １８．５．１５～１９

パワーハラスメント防止研修会 ２６ 農業環境技術研究所 １８．８．２１、１１．２７

管理者のマネジメント研修 １５ 農業環境技術研究所 １８．７．１０、７．１２、７．２１
（各１日間）

研究チームマネジメント実践研修 午前の部 ４６
午後の部 １８

農業環境技術研究所 １８．１１．２

派
遣
研
修

農林水産関係研究リーダー研修 ２ 農林水産技術会議事務局 １８．７．５～７

農林水産研究高度化人材育成セミナー １ 農林水産技術会議事務局 １８．１０．１８～２０

第３２回関東地区課長補佐研修 １ 人事院関東事務局 １８．１２．１２～１５

係員研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１８．１２．１４～１５

主査等研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１９．１．１０～１２

管理監督者研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１９．３．１～２

新規採用研究実施職員専門研修 ２（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１８．４．１４～１８

数理統計短期集合研修基礎編Ⅰ １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１８．１１．７～１１

数理統計短期集合研修応用編 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１８．１１．１３～１７

労働法関係研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

１９．３．１４～１６

研究交流センター英語研修 １ 文部科学省研究交流セン
ター

１８．４月～１２月

地球観測衛星データ利用セミナー ２ 文部科学省研究開発局 １８．１０．２３～２５、１９．１．２９
～３１（各１名づつ）

研修会
ニューライフサイクルを考えるためのセ
ミナー

１ 総務省人事・恩給局 １８．１０．６

VI．総 務 ６５



（３）受賞・表彰

平成１８年度科学技術分野の文部科学大臣表彰若手科学者賞（平成１８年４月１８日）

秋山 博子

「地球温暖化防止分野における亜酸化窒素等の発生制御の研究」

第１６回国際農業工学会 CIGR功労賞（CIGR Merit Award）（平成１８年９月５日）

佐藤 洋平

平成１８年度日本草地学会研究奨励賞（平成１９年３月２５日）

上垣 隆一

「飼料作物及びそのサイレージ発酵過程におけるダイオキシン類の動態」

平成１８年度永年勤続者表彰（平成１８年４月１日）

（３０年以上）

筒井 等（研究技術支援室）

佐藤 隆洋（監査室）

（２０年以上）

山口 弘（研究技術支援室）

西村千津子（総務管理室）

砂岡 清之（財務管理室）

數藤 信之（財務管理室）

加藤 敬子（財務管理室）

吉松 慎一（農業環境インベントリーセンター）

（４）叙勲

平成１８年秋の叙勲（平成１８年１１月３日）

玉木 佳男（元農業環境技術研究所所長）

瑞寶中綬章

高齢者叙勲（平成１８年８月１日）

藤瀬 一馬（元農業技術研究所生理遺伝部生理第１科長）

瑞寶小綬章

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

講
習
会

車輌系建設機械運転技能講習会 ２ 日立建機（株）教習セン
ター

１９．１．２５～２６

チェーンソー作業従事者特別教育講習会 ２ 林業・木材製造業労働災
害防止協会茨城支部

１９．３．２８～２９

放射線取扱主任者定期講習 ２ （社）日本アイソトープ協
会

１９．１．１９

エネルギー管理員新規講習 ２ （財）省エネルギーセン
ター

１８．７．１９

ArcGIS Desktop入門 II １ ESRIジャパン株式会社 １９．３．７～９

聴講 Ｉ種試験採用者研修 １ 農林水産研修所 １８．４．１０～１２
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３．会計
（１）財務諸表

貸借対照表

（平成１９年３月３１日）

（単位：円）

資産の部
Ｉ 流動資産

現金及び預金 ４４８，５８０，９１９
前払費用 ９２，５００
未収収益 ２４１，７０６
未収金 ２，１４０，３２４
その他流動資産 ２９，６９４
流動資産合計 ４５１，０８５，１４３

II 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ８，２３９，５３７，７６６
減価償却累計額 １，２５９，９５９，８９９ ６，９７９，５７７，８６７

構築物 １，５３４，００８，７２５
減価償却累計額 １６５，５３９，２８９ １，３６８，４６９，４３６

車両運搬具 １９，１２１，４８６
減価償却累計額 １１，７０６，９３０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 ２，９７２，００４，１９９
減価償却累計額 ２，０４５，４６２，６９２ ９２６，５４１，５０７

土地 ２５，２００，０００，０００
その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７
有形固定資産合計 ３４，５８０，０６６，９１３

２ 無形固定資産
ソフトウェア ３９，８８４，２８４
電話加入権 １，１２７，７００
工業所有権仮勘定 ６，９５８，６５４
無形固定資産合計 ４７，９７０，６３８
固定資産合計 ３４，６２８，０３７，５５１
資産合計 ３５，０７９，１２２，６９４

負債の部
� 流動負債

運営費交付金債務 １３５，７７３，０２７
リース債務 ３，４７１，１８５
研究業務未払金 １２９，１３３，６５５
未払金 ４２，０１８，３８２
未払費用 １１２，５７６，０６３
未払消費税等 ９，３４０，７００
預り金 １３，３３４，３５７
流動負債合計 ４４５，６４７，３６９

II 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ６２１，８３１，６６４
資産見返寄付金 １２，５１９，３３２
資産見返物品受贈額 ２５４，６４６，６８６
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 ６，９５８，６５４ ８９５，９５６，３３６

リ－ス債務 １，１０８，６７８
固定負債合計 ８９７，０６５，０１４
負債合計 １，３４２，７１２，３８３

資本の部
� 資本金

政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４
資本金合計 ３４，３５３，２６９，５２４

II 資本剰余金
資本剰余金 １，５０７，６３３，７６１
損益外減価償却累計額 －２，１０１，２５４，０４８
損益外減損損失累計額 －１，０２５，４００
損益外固定資産除売却差額 －２２７，３７２，９９０
資本剰余金合計 －８２２，０１８，６７７

III 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 １５６，１８３，６８５
当期未処分利益 ４８，９７５，７７９
（うち当期総利益） （ ４８，９７５，７７９）
利益剰余金合計 ２０５，１５９，４６４
資本合計 ３３，７３６，４１０，３１１
負債資本合計 ３５，０７９，１２２，６９４
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損益計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（単位：円）

経常費用
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １，３７１，５７９，２４６
法定福利費・福利厚生費 １９５，１５８，３７８
退職金 ９８，８４７，２９７
その他人件費 ２５３，５６６，９２７
外部委託費 ４９２，１８１，６１９
研究材料費 ７４，６６５，６６４
支払リース料 １，０６７，２２０
賃借料 ７，３７９，４２２
減価償却費 ２４１，８５８，３８５
保守・修繕費 ３７０，２７９，２６０
水道光熱費 ２２６，０２０，１８５
旅費交通費 ９８，１７９，８７３
消耗品費 ２３４，７５５，９７０
備品費 ６７，５２４，３０９
諸謝金 ９，２７９，８０１
支払手数料 ２，６９２，２８２
図書印刷費 １３２，１２９，７９８
その他業務経費 ３２，０１７，１９２ ３，９０９，１８２，８２８

一般管理費
役員報酬 ４１，２４４，５６０
給与、賞与及び諸手当 １６１，１６０，８２９
法定福利費・福利厚生費 ３１，７２２，５３２
退職金 ５９，０３７，４８６
その他人件費 １５，９６５，２５１
賃借料 １，７５６，３２５
減価償却費 ９，７９６，０９２
保守・修繕費 ３１，１８０，０３２
水道光熱費 １５，２１６，１２０
旅費交通費 ２，５３１，６３０
消耗品費 １２，１２７，０５５
備品費 ２，５８４，４７１
諸謝金 ６，６６６，３５０
支払手数料 １，１２９，２１５
その他管理経費 １１，０１８，０６２ ４０３，１３６，０１０

財務費用
支払利息 ８３７，０７８

経常費用合計 ４，３１３，１５５，９１６

経常収益
運営費交付金収益 ３，０２７，４７５，３７９
施設費収益 ３８，０４８，０１０
事業収益

手数料収入 １３，３５９
その他事業収入 ５４０，９４１ ５５４，３００

受託収入
政府受託収入 １，０１９，１６５，６９９
その他受託収入 ４０，８８２，２７２ １，０６０，０４７，９７１

資産見返負債戻入 １５２，９１４，５８７
財務収益

受取利息 ５１ ５１
雑益 １，４４１，１２９
経常収益合計 ４，２８０，４８１，４２７
経常損失 ３２，６７４，４８９

臨時損失
固定資産除却損 １３，２５９，７４８ １３，２５９，７４８

臨時利益
資産見返負債戻入 １３，２５９，７４８
その他の臨時利益 １１，２８６，０６３ ２４，５４５，８１１

当期純損失 ２１，３８８，４２６
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ７０，３６４，２０５
当期総利益 ４８，９７５，７７９
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キャッシュ・フロー計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
（単位：円）

� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －１，７３２，３８５，８０３

人件費支出 －２，１７５，１３５，３９９

科学研究費等支出 －４３，６５９，７８９

その他の業務支出 －８４，５７１，０８２

運営費交付金収入 ３，２８０，０３５，０００

受託収入 １，０５８，７６２，７６２

科学研究費等収入 ４７，３０６，２５９

その他業務収入 １３，５５０，９４６

小計 ３６３，９０２，８９４

利息の受取額 ４４

利息の支払額 －８３７，０７８

国庫納付金の支払額 －５７７，８７７，８４５

業務活動によるキャッシュ・フロー －２１４，８１１，９８５

II 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －２１５，３１０，２２６

無形固定資産の取得による支出 －１５，０２７，６７７

施設費による収入 １０１，１５３，０１０

投資活動によるキャッシュ・フロー －１２９，１８４，８９３

III 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 －２６，９８６，４４９

財務活動によるキャッシュ・フロー －２６，９８６，４４９

IV 資金減少額 ３７０，９８３，３２７

V 資金期首残高 ８１９，５６４，２４６

VI 資金期末残高 ４４８，５８０，９１９

� 業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 ３，９０５，８２５，８３４

一般管理費 ４０３，１３６，０１０

財務費用 ８３７，０７８

臨時損失 １３，２５９，７４８ ４，３２３，０５８，６７０

（２）（控除）自己収入等

事業収益 －５５４，３００

受託収入 －１，０６０，０４７，９７１

資産見返寄付金戻入 －２，６１５，４６１

財務収益 －５１

雑益 －１，４４１，１２９

その他の臨時利益 －１１，２８６，０６３ －１，０７５，９４４，９７５

業務費用合計 ３，２４７，１１３，６９５

II 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ２６０，７７７，７６１

損益外固定資産除却相当額 ７，９５５，０６５ ２６８，７３２，８２６

損益外減価償却等相当額合計 ２６８，７３２，８２６

III 損益外減損損失相当額 １，０２５，４００

IV 引当外退職給付増加見積額 ６８，４１９，１０５

V 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ５５４，９７０，５２８ ５５４，９７０，５２８

VI 行政サービス実施コスト ４，１４０，２６１，５５４

VI．総 務 ６９



重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～５０年

構築物 ５～５０年

車両運搬具 ４～８年

工具器具備品 ５～１０年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし

て資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま

せん。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員につ

いて、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除し、業務費用として計上され

ている退職給与の額を控除して計算しております。

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１９年３月末利回りを参考に１．６５０％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針の変更

固定資産の減損に係る会計基準

当法人においては、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固

定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（独立行政法人会計基準研究会等（平成１７年６月２９日））を当事業
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年度から適用しております。

これにより、行政サービス実施コストは、１，０２５，４００円増加しております。

なお、今期の減損損失計上額については、帳簿価額から直接控除し、貸借対照表に表示しております。

貸借対照表の注記事項

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１，７１９，１００，５６５円になっております。

２．減損会計に係る注記

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）減損の認識に至った経緯

当該固定資産については、市場価額が帳簿価額に比べ著しく下落していることから、減損の兆候が認められまし

た。NTTの公定価格（一般回線３７，８００円アナログ回線及び INSネット回線５３，５５０円）が帳簿価額を下回るため、

減損損失を測定致しました。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

減損損失は全額を損益計算書に計上しておりません。

（４）回収可能サービス価額について

回収可能サービス価額は、正味売却価額と比較して高いため、使用価値相当額を使用しております。

使用価値相当額は再調達価額を基に算定しております。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。

行政サービス実施コスト計算書の注記事項

政府出資等の機会費用は、計上利率：１．６５０％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期

首政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金６１５，３６５，４５１円）＋（期末政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金

８２２，０１８，６７７円））／２｝×１．６５０％で計上しております。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係

独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １６１，６１８，３０３円

積立金の国庫納付等

１．前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は６６５，４４０，１１８円であり、これに前中期目標期間の最終年度の未

処分利益１３８，９８５，６１７円を加えると、積立金は８０４，４２５，７３５円となっております。

２．この積立金８０４，４２５，７３５円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額は、２２６，５４７，８９０

円であり、差し引き５７７，８７７，８４５円については国庫に納付致しました。

内訳 場 所 帳簿価格（円）

電話加入権 研究所（茨城県つくば市観音台３－１－３） ２，１５３，１００

資産科目 減損損失の金額（円）

電話加入権 １，０２５，４００

VI．総 務 ７１



利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失の明細

（単位：円）

� 当期未処分利益 ４８，９７５，７７９

当期総利益 ４８，９７５，７７９

II 利益処分額

積立金 ４８，９７５，７７９

独立行政法人通則法第４４条第３項により

主務大臣の承認を受けようとする額

目的積立金 ０ ０ ４８，９７５，７７９

（注１）利益の処分については、当期財務諸表についての主務大臣の承認を得た時点において、処理を行うこととな
っております。
（注２）利益処分については、平成１９年９月７日付け農林水産省指令１９農会第５９２号をもって承認となっております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 ２８３，２５５，８７５ ４６，３４５，１１７ ０ ３２９，６００，９９２ ６４，３０８，２１９ ２３，８９０，３１０ ０ ０ ０ ２６５，２９２，７７３

構築物 ２９，７１２，０２７ ０ ０ ２９，７１２，０２７ ４，８３４，３４４ ２，０３１，６４０ ０ ０ ０ ２４，８７７，６８３

車両運搬具 １９，４２６，２５６ １，６３２，９３０ １，９３７，７００ １９，１２１，４８６ １１，７０６，９３０ ２，５４３，３５９ ０ ０ ０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 １，９６６，３９９，４２２ １０４，２２７，１７９ １５，５４９，５７８ ２，０５５，０７７，０２３ １，３００，５６５，２６９ ２０４，９３５，９８５ ０ ０ ０ ７５４，５１１，７５４

計 ２，２９８，７９３，５８０ １５２，２０５，２２６ １７，４８７，２７８ ２，４３３，５１１，５２８ １，３８１，４１４，７６２ ２３３，４０１，２９４ ０ ０ ０ １，０５２，０９６，７６６

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ７，８５４，７８６，８３９ ６３，１０５，０００ ７，９５５，０６５ ７，９０９，９３６，７７４ １，１９５，６５１，６８０ ２２４，９７１，０５８ ０ ０ ０ ６，７１４，２８５，０９４

構築物 １，５０４，２９６，６９８ ０ ０ １，５０４，２９６，６９８ １６０，７０４，９４５ ２６，２３７，１４１ ０ ０ ０ １，３４３，５９１，７５３

工具器具備品 ９１６，９２７，１７６ ０ ０ ９１６，９２７，１７６ ７４４，８９７，４２３ ９，５６９，５６２ ０ ０ ０ １７２，０２９，７５３

計 １０，２７６，０１０，７１３ ６３，１０５，０００ ７，９５５，０６５ １０，３３１，１６０，６４８ ２，１０１，２５４，０４８ ２６０，７７７，７６１ ０ ０ ０ ８，２２９，９０６，６００

非償却資
産

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２００，０００，０００

その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ０ ９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９８，０６３，５４７

計 ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ０ ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２９８，０６３，５４７

有形固定
資産合計

建物 ８，１３８，０４２，７１４ １０９，４５０，１１７ ７，９５５，０６５ ８，２３９，５３７，７６６ １，２５９，９５９，８９９ ２４８，８６１，３６８ ０ ０ ０ ６，９７９，５７７，８６７

構築物 １，５３４，００８，７２５ ０ ０ １，５３４，００８，７２５ １６５，５３９，２８９ ２８，２６８，７８１ ０ ０ ０ １，３６８，４６９，４３６

車両運搬具 １９，４２６，２５６ １，６３２，９３０ １，９３７，７００ １９，１２１，４８６ １１，７０６，９３０ ２，５４３，３５９ ０ ０ ０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 ２，８８３，３２６，５９８ １０４，２２７，１７９ １５，５４９，５７８ ２，９７２，００４，１９９ ２，０４５，４６２，６９２ ２１４，５０５，５４７ ０ ０ ０ ９２６，５４１，５０７

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２００，０００，０００

その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ０ ９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９８，０６３，５４７

計 ３７，８７２，８６７，８４０ ２１５，３１０，２２６ ２５，４４２，３４３ ３８，０６２，７３５，７２３ ３，４８２，６６８，８１０ ４９４，１７９，０５５ ０ ０ ０ ３４，５８０，０６６，９１３

無形固定
資産

ソフトウェア ９３，９４２，０７４ ９，９３３，０００ ０ １０３，８７５，０７４ ６３，９９０，７９０ １８，２５３，１８３ ０ ０ ０ ３９，８８４，２８４

電話加入権 ２，１５３，１００ ０ ０ ２，１５３，１００ ０ ０ １，０２５，４００ ０ １，０２５，４００ １，１２７，７００

工業所有権仮勘定 ４，０２３，３２７ ２，９３５，３２７ ０ ６，９５８，６５４ ０ ０ ０ ０ ０ ６，９５８，６５４

計 １００，１１８，５０１ １２，８６８，３２７ ０ １１２，９８６，８２８ ６３，９９０，７９０ １８，２５３，１８３ １，０２５，４００ ０ １，０２５，４００ ４７，９７０，６３８
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（２） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（３） 積立金の明細

（単位：円）

（４）目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

（５） 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

計 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２，２６０，１００ ０ ０ ２，２６０，１００

施設整備費補助金 １，４４０，２２２，６６１ ６３，１０５，０００ ０ １，５０３，３２７，６６１ 施設費による資産取得

政府承継 ２，０４６，０００ ０ ０ ２，０４６，０００

計 １，４４４，５２８，７６１ ６３，１０５，０００ ０ １，５０７，６３３，７６１

損益外減価償却累計額 －１，８４０，４７６，２８７ －２６０，７７７，７６１ ０ －２，１０１，２５４，０４８

損益外減損損失累計額 ０ －１，０２５，４００ ０ －１，０２５，４００

損益外固定資産除売却差額 －２１９，４１７，９２５ －７，９５５，０６５ ０ －２２７，３７２，９９０

計 －２，０５９，８９４，２１２ －２６９，７５８，２２６ ０ －２，３２９，６５２，４３８

差引計 －６１５，３６５，４５１ －２０６，６５３，２２６ ０ －８２２，０１８，６７７

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

通則法４４条１項積立金 ６６５，４４０，１１８ １３８，９８５，６１７ ８０４，４２５，７３５ ０

当期積立金 １３８，９８５，６１７円
国庫納付金 ５７７，８７７，８４５円
前中期目標期間繰越積立金
２２６，５４７，８９０円

前中期目標期間繰越積立金 ０ ２２６，５４７，８９０ ７０，３６４，２０５ １５６，１８３，６８５
通則法４４条１項積立金からの振替
額２２６，５４７，８９０円、
「目的積立金の取崩の明細」を参照

計 ６６５，４４０，１１８ ３６５，５３３，５０７ ８７４，７８９，９４０ １５６，１８３，６８５

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高
運営費交付金収益

資産見返運営費
交付金

工業所有権仮勘定
見返運営費交付金

資本剰余金 小計

平成１８年度 － ３，２８０，０３５，０００ ３，０２７，４７５，３７９ １１３，８５１，２６７ ２，９３５，３２７ ０ ３，１４４，２６１，９７３ １３５，７７３，０２７

合計 ０ ３，２８０，０３５，０００ ３，０２７，４７５，３７９ １１３，８５１，２６７ ２，９３５，３２７ ０ ３，１４４，２６１，９７３ １３５，７７３，０２７

区 分 金 額 摘 要

監査報酬 １，２５０，０００ 政令第５条に基づく申請で承認済

前中期目標期間繰越積立金 前中期目標期間委託取得（自己財源）資産
の減価償却費 ６９，１１４，２０５ 政令第５条に基づく申請で承認済

計 ７０，３６４，２０５
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２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

平成１８年度交付分

３）運営費交付金債務残高の明細

（６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

施設費の明細 （単位：円）

（７）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成１８年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分

０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

１３５，７７３，０２７ ○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務となっております。
○債務残高の主な要因につきましては、人件費見込み額との差異及び平成１８・１９事業年度にかけて予定して
いる広報活動に係る経費の未執行額などであり、人件費相当額残高７４，０４７，９１１円、事業費残高６１，７２５，１１６
円となっております。
なお、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、本来
の研究業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はございません。
○当該債務残高につきましては、翌事業年度において該当項目支出時に収益化する予定であります。

計 １３５，７７３，０２７

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設費 １０１，１５３，０１０ ０ ６３，１０５，０００ ３８，０４８，０１０ その他の処理は、施設費収益

計 １０１，１５３，０１０ ０ ６３，１０５，０００ ３８，０４８，０１０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（６０２）
４０，６４１

（１）
３

（０）
０

（０）
０

職 員
（２６９，５３２）
１，５３２，７４０

（１７１）
１８４

（０）
１５７，８８４

（０）
６

合 計
（２７０，１３４）
１，５７３，３８１

（１７２）
１８７

（０）
１５７，８８４

（０）
６

区分 金額 内容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ３，０２７，４７５，３７９ （１）費用進行基準を採用した業務：全ての業務
（２）当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：３，０２７，４７５，３７９円
イ）資産購入の額：１１３，８５１，２６７円（うち固定資産 １１０，８１６，７６７円 うち無形固定資産 ３，０３４，５００円）
ウ）特許出願に係る弁理士費用：２，９３５，３２７円

資産見返運営費交付金 １１３，８５１，２６７

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ２，９３５，３２７

資本剰余金 ０

計 ３，１４４，２６１，９７３

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ３，１４４，２６１，９７３

※注記 １．支給の基準
役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。
職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ヶ月の平均支給人員数によっております。
３．非常勤役員及び非常勤職員については、外数（ ）で記載しております。
４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。
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（２）決算報告書

（単位：円）

（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１）予算重点配分等

研究の活性化を目的に、運営費交付金を財源とした所内の競争的資金としての「研究推進費」（１９０，１００千円（当初予

算ベース））を運用し、当所が主催する独自の国際会議の開催（１１，６２９千円、３件）、国際研究集会等への参加（１５，２２３

千円、５０件）および所内独自の法人プロジェクト（２０，７４０千円）等に充当し、研究の活性化と効率的な推進を図った。

２）受託研究収入

中期目標達成に有効な競争的資金への積極的な応募を促進するため、科学研究費補助金等の競争的資金の説明会を開

催した。「予算・管理運営委員会」において、申請書類のブラッシュアップを行った。その結果、文部科学省、環境省

等の競争的資金について、代表提案６課題、参画提案１５課題が採択され、自己資金の獲得を図ることができた。

これらにより平成１８年度の受託収入は１，０６０，０４７千円となった。

３）受託収入と再委託

農林水産省等からの受託プロジェクトによる受託収入の充実に努め、平成１８年度の受託費分は（１，０６０百万円）と、

総支出額の約４分の１を占めた。また、プロジェクトの効率的な推進のため、運営費交付金及び受託収入の一部（総額

３９４百万円）を研究委託として外部に委託した。

こうした連携協力の推進の結果、今年度、特許出願１件、普及に移しうる成果１１件、査読付き論文４６件の研究成果を

あげることができた。

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３，２８０，０３５，０００ ３，２８０，０３５，０００ ０

施設整備費補助金 １５２，６４８，０００ １０１，１５３，０１０ －５１，４９４，９９０

受託収入 ９３１，４６４，０００ １，０６０，０４７，９７１ １２８，５８３，９７１

諸収入 ２，７５６，０００ １，９９５，４８０ －７６０，５２０

臨時収入 － １１，２８６，０６３ １１，２８６，０６３ 過年度特許収入

計 ４，３６６，９０３，０００ ４，４５４，５１７，５２４ ８７，６１４，５２４

支 出

業務経費 ８８６，４２２，０００ ９１２，９２０，４５９ ２６，４９８，４５９

施設整備費 １５２，６４８，０００ １０１，１５３，０１０ －５１，４９４，９９０

受託経費 ９３１，４６４，０００ １，０５８，１３１，７４３ １２６，６６７，７４３

試験研究費 ８３８，３１８，０００ ９８０，０７７，２９３ １４１，７５９，２９３

管理諸費 ９３，１４６，０００ ７８，０５４，４５０ －１５，０９１，５５０

一般管理費 ３９１，７４３，０００ ３０９，３６９，１１０ －８２，３７３，８９０

人件費 ２，００４，６２６，０００ １，９３０，５７８，０８９ －７４，０４７，９１１

計 ４，３６６，９０３，０００ ４，３１２，１５２，４１１ －５４，７５０，５８９

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。
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４）施設整備等

業務の適切かつ効率的な実施の確保のため、業務実施上の必要性及び既存の施設、設備の老朽化等に伴う施設及び設

備の整備改修等を計画的に行った。平成１８年度の年度計画に基づき、実験棟へ冷房を供給している第１機械棟内の吸収

式冷凍機が老朽化により機能が低下したため、改修を行った。当該改修では、単なる機能回復のみならず各実験棟の利

用状況に合わせた弾力的・効率的な運用が可能となり、省エネとランニングコストの低減が見込まれる。

また、平成１７年度に緊急的に調査を行った結果、アスベストの吹き付けが存在している第２作業棟ほか９箇所につい

て、今年度、除去工事を行った。

５）諸収入

平成１８年度より分析・鑑定費用及び研究員受入経費の徴収に関する規定を整備し、所定の対価の徴収を開始すること

とした。

６）特許実施許諾

平成１８年度の実施許諾件数は７件であり、実施料収入３０１，９６１円であった。なお、公開特許に関しては、各種イベン

トにおける積極的な情報提供に努めた。

７）経費の節約等

電気料等の管理経費については、所議を通じて定期的に使用状況を通知し管理運営コスト等を職員に周知し、コスト

意識、節電対策等を徹底することとともに、階段等の照明装置への人感センサー設置、水栓バルブへの節水コマ等によ

る節水対策、給湯用熱交換機の余剰水の再利用等を行い経費削減に努めた。

電気料については、平成１８年度は第２期中期計画期間の初年度であり、温室等の実験施設の稼働率が上昇したために

漸増しているので、今後はその要因の解析を行い節減に努める。

上下水道料については、過去４年間、ほぼ横ばいであり、従前より使用量の削減が認められたが、下水道単価の上昇

があったため経費は増となった。

コピー料については、漸減傾向にあり、ペーパーレス化が浸透しつつある。

８）契約方針

契約の競争性と公平性をはかるため、一般競争入札を可能な限り行い、併せて契約方式の見直しも進め、従来随意契

約としていた実験廃水処理施設運転保守管理契約の一般競争契約への移行準備を実施した。また会計規程及び契約事務

取扱規程に基づき随意契約とすることができる範囲の契約についても、Webサイトへの掲載により随意契約希望者を

公募することにより、見積競争契約としての競争性の確保を図った。一般競争及び随意契約の契約概要を、研究所ホー

ムページに掲載し、情報の公開にも努めた。一方、一般競争の範囲の拡大については、事務簡素化と効率化推進の方策

を含めて検討をした。

農業環境技術研究所年報 平成１８年度７６



平成１８年度予算決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

運営費交付金 ３，２８０ ３，２８０

施設整備費補助金 １５３ 注１） １０１

受託収入 ９３１ 注２）１，０６０

諸収入 ３ ２

臨時収入 － 注３） １１

計 ４，３６７ ４，４５４

支出

業務経費 ８８６ ９１３

施設整備費 １５３ １０１

受託経費 ９３１ １，０５８

試験研究費 ８３８ ９８０

管理諸費 ９３ ７８

一般管理費 ３９２ ３０９

人件費 ２，００５ １，９３１

計 ４，３６７ ４，３１２

注１ 施設整備費補助金の予算額に対する差額は、割当内示（予算）に対し、額確定による執行済額であり、繰越額は発生していない。
注２ 受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
（１）受託研究収入 １，０５７百万円（平成１７年度 １，０４６百万円）
１）政府受託研究収入 １，０１９百万円（ 〃 １，００３百万円）
２）その他の受託研究収入 ３８百万円（ 〃 ４３百万円）

（２）政府外受託出張収入 ３百万円（平成１７年度 ２百万円）
注３ 臨時収入１１百万円は、過年度特許権実施料収入である。
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平成１８年度収支計画決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４，３０９ ４，３２６

経常費用 ４，３０８ ４，３１２

人件費 ２，００５ １，９３１

業務経費 ８１０ １，０１３

受託経費 ８６７ １，０１３

一般管理費 ３６４ １０３

減価償却費 ２６２ ２５２

財務費用 １ 注１） １

臨時損失 ０ 注２） １３

収益の部 ４，２９３ ４，３０５

運営費交付金収益 ３，２０４ ３，０２７

施設費収益 － 注３） ３８

諸収入 ３ １

受託収入 ９３１ １，０６０

資産見返負債戻入 １５５ １５３

臨時利益 ０ 注４） ２５

純損失 １６ ２１

目的積立金取崩額 ０ ０

前中期繰越積立金取崩額 － 注５） ７０

総損失・（総利益） 注６） １６ 注６） ４９

（各計上の計数は百万円表記による端数処理のため、各合計と一致しない場合がある。）

注１ 財務費用決算額
当期における財務費用は、リース資産に係る支払利息分である。 １百万円

注２ 臨時損失
当期における臨時損失は、承継資産（国からの無償譲渡物品（工具器具備品））８点及び運営費交付金による取得資産（車両運搬具）
１点の除却により発生した固定資産除却損である。 １３百万円
注３ 施設費収益決算額

施設費収益の決算額に計上した金額は、施設整備費補助金における「アスベスト対策経費」の修繕費に計上した額である。 ３８百万円
注４ 臨時利益
当期における臨時利益として、注２に掲記した資産の除却に伴う見返収益１３百万円及び過年度特許権実施料収入１１百万円である。

２５百万円
注５ 前中期目標期間繰越積立金取崩額
当期における積立金取崩額の内訳は、次のとおりである。

（１）前渡金の費用計上額（監査報酬費用） １百万円
（２）第１期中期目標期間中に取得した受託費資産の減価償却費用 ６９百万円
注６ 総損失・（総利益）
計画時及び決算時に計上した金額については、それぞれ次のとおりである。

（１）計画時計上額 総損失 １６百万円
（２）決算時計上額 総利益 ４９百万円
計画計上額との相違については、前中期目標期間繰越積立金の承認の時期が平成１８年度計画終了後であったため、注５（１）、（２）で表記

の積立金取崩額を見込めなかったためである。

なお、決算時計上の総利益４９百万円の主な内容は次のとおりである。
（１）受託収入人件費相当額 ２百万円
民間受託収入及び政府外受託出張収入の人件費相当額は、当法人では運営費交付金に依存しているため、担当職員の人件費には充当せ

ず、利益計上としている。
（２）知的所有権収益（過年度臨時収入含む） ６百万円
（３）自動車保険収入 １百万円
（４）生産物売払収入 ０．２百万円
（５）今年度受託費取得資産見合分（今期の減価償却費控除後の額） ４２百万円
（６）消費税精算に伴う追加計上額 －３百万円
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平成１８年度資金計画決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ４，９２４ ５，３２１

業務活動による支出 ４，０４７ ４，０３７

投資活動による支出 ２９３ ２３０

財務活動による支出 ２７ ２７

国庫納付金の支払額 ５５７ ５７８

次年度への繰越金 ０ 注１） ４４９

資金収入 ４，９２４ ５，３２１

業務活動による収入 ４，２１４ ４，４００

運営費交付金による収入 ３，２８０ ３，２８０

受託収入 ９３１ １，０５９

その他の収入 ３ 注２） ６１

投資活動による収入 １５３ １０１

施設整備費補助金による収入 １５３ １０１

その他の収入 ０ ０

財務活動による収入 ０ ０

その他の収入 ０ ０

前年度（前中期）からの繰越金 ５５７ ８２０

（各計上の計数は百万円表記による端数処理のため、各合計と一致しない場合がある。）

注１ 次年度への繰越金の主な内訳は、次のとおりである。
（１）運営費交付金債務残高 １３６百万円
（２）未払金・未払費用・預り金等 ３０６百万円
（３）今年度利益計上額（キャッシュベース） ７百万円
（４）前年度までのキャッシュ（預託金及びリース債務影響額） ２百万円
（５）未収金等 －２百万円
注２ 業務活動による収入のうち「その他の収入」には、文部科学省科研費収入４７百万円及び臨時収入１１百万円を含む。
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（４）特許等一覧表

１）国内

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｓ６２．８ ２５００３１４号 オクダカ－ジェン・テトライン－カルボン酸誘導体及
びその製造法

西山 幸司 Ｈ８．３ Ｈ１９．８

Ｓ６３．７ １９０６５６５号 （E）－７、９－デカジエニルアセタートを追加成分とする
昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．７

Ｓ６３．８ １９０６５６６号 ９，１１－ドデカジェニルブチレートと９，１１－ドデカジエ
ニルヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．８ 沖縄県

Ｓ６３．９ １６６１０５３号 植物生育培地水分制御法 久保田 徹
岩間 秀矩
加藤 英孝
遅沢 省子

Ｈ４．５ Ｈ２０．９

Ｓ６３．９ １７７８７１１号 （Z）－７－ドデセルニアセタートと（Z）－９－ドデセニルア
セタートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
川崎建次郎
北村 実彬

Ｈ５．８ Ｈ２０．９

Ｓ６３．１０ １８５５３８９号 土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦
飯島 宏一

Ｈ６．７ Ｈ２０．１０

Ｈ２．１２ ２８５１４４３号 シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．１１ Ｈ２２．１２ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ３．４ ２６０００９０号 宿主ベクター系 福本 文良
佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ９．１ Ｈ２３．４

Ｈ４．１ ２７７９０９０号 シバツトガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１ ２７９３７３６号 芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．６ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．３ ２７７９０９３号 ヨトウガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．３ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ７．４ ２７２０３７８号 チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
高木 一夫
守屋 成一
藤家 梓
福田 寛
大平 喜男
津田 勝男
山中 正博
堤 隆文
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．１１ Ｈ２７．４ 千葉県
福岡県
信越化学（株）
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出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ４．１０ ２６７４６７８号 ３次元自由局面設計装置 竹澤 邦夫 Ｈ９．７ Ｈ２４．１

Ｈ７．４ ２６５４５１４号 ナガチャコガネの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
本間 健平
大泰 司誠
柿崎 昌史
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．５ Ｈ２７．４ 北海道
信越化学（株）

Ｈ７．９ ２７４１７４６号 新規土壌凝集剤 高橋 義明
櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ１０．１ Ｈ２７．９

Ｈ８．３ ２９８７４２２号 薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三
石井 康雄

Ｈ１１．１０ Ｈ２８．３

Ｈ８．７ ３１６３３７７号 スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴
原田 二郎
平舘俊太郎
佐野 禎哉
大東 肇
平井 伸博

Ｈ１３．３ Ｈ２８．７

Ｈ８．１１ ２８３８２００号 カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラ
ズマに接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一
梅 二文

Ｈ１０．１０ Ｈ２８．１１

Ｈ９．２ ３０３０３７０号 土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及
びそれを用いた分解菌の単離方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１２．２ Ｈ２９．２ 東洋電化工業（株）

Ｈ９．２ ３０９９０５８号 新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎
箭田 浩士
杉江 元
藤井 義晴

Ｈ１２．８ Ｈ２９．２

Ｈ１０．２ ２８８４５１１号 タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有す
る植物成長阻害剤

平舘俊太郎
中嶋 直子
箭田 浩士
藤井 義晴

Ｈ１１．２ Ｈ３０．２

Ｈ１０．５ ２９０４４３２号 土壌中の有機塩素系化合物を好気的にを分解する分解
菌、その分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を
保持する分解菌保持担体

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１．３ Ｈ３０．５ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１０．１１ ３０５１９２０号 土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成
松本 直幸

Ｈ１２．４ Ｈ３０．１１

Ｈ１１．９ ３２３１７４４号 病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株 V－７０およびそれ
を含む紫紋羽病防除剤

松本 直幸
岡部 郁子
須崎 浩一
吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１３．９ Ｈ３１．９ 農業・生研機構

Ｈ１３．１ ３５９４９０５号 病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株W３７０ 松本 直幸
岡部 郁子
植竹ゆかり
荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１６．９ Ｈ３３．１ 農業・生研機構

Ｈ１１．６ ３７７３４４９号 単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得
られた分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用
する汚染土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１８．２ Ｈ３１．６ 高木和広
東洋電化工業（株）

＊他に出願中のものが３３件。
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２）外国

４．図 書

平成１８年度における受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりです。

（１）受入れ図書・資料数

（２）サービス件数

出願年月 特許・出願番号 特許名 発明者 出願国 取得年月 消滅年月 共同出願

Ｓ６３．３ １３１１４３４号 リゾキシン 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

カナダ Ｈ４．１２ Ｈ２１．１２

Ｈ５．１ ８２４２５号 形質転換されたイネ縞葉枯ウィ
ルス抵抗性イネおよびその製造
方法

鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

台湾 Ｈ９．３ Ｈ２４．１１

Ｈ４．１２ ２５５４７４号 韓国 Ｈ１２．２ Ｈ２４．１２

Ｈ４．１２ ９２１１５１７７．２号 中国 Ｈ１１．３ Ｈ２４．１２

Ｈ５．３ ２０９２２１７号 ３次元自由局面設計装置 竹澤 邦夫 カナダ Ｈ１４．３ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ６５９０５７５号 アメリカ Ｈ１５．７ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 ベルギー Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 スイス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ６９３２６８６８．９号 ドイツ Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 フランス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 イギリス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 イタリア Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 リヒテンシュタイン Ｈ１１．１ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 オランダ Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 スウェーデン Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

区 分 購入 寄贈 計

単行書
（冊）

和 ４４６ １５ ４６１

洋 １５２ ３ １５５

資料
（冊）

和 ０ １７８ １７８

洋 ０ １ １

雑誌
（種）

和 ７４ ７９３ ８６７

洋 １７９ １１１ ２９０

対 象 機 関 レファレンス
文献複写

依頼 提供

農林水産省およびその所管する独立行政法人 １０３ ８７８ １，５３２

そ の 他 の 機 関 ２５ ５３５ １４９

計 １２８ １，４１３ １，６８１

＊他に出願中のものが７件。

農業環境技術研究所年報 平成１８年度８２



独立行政法人 農業環境技術研究所

茨城県つくば市観音台３－１－３

電話 ０２９－８３８－８１４８（代表）

ウェブサイト http://www.niaes.affrc.go.jp/





平成１９年１２月２７日 発行

農業環境技術研究所年報
（平成１８年度）

茨城県つくば市観音台３－１－３

独 立 行 政 法 人 農 業 環 境 技 術 研 究 所
電話 ０２９－８３８－８１９２（広報情報室）
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